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国際公共財の維持強化に向けた日本外交の新たな取りくみ



はしがき 

 

 本報告書は、当研究所の平成 29～31年度外務省外交・安全保障調査研究事業（総合事

業）「インド太平洋の海洋安全保障と『法の支配』の実態化に向けて：国際公共財の維持強

化に向けた日本外交の新たな取り組み」の 2年目の研究成果を取りまとめたものです。 

 太平洋とインド洋という二つの海をまたぐ「インド太平洋」地域においては、自由で開

かれた、国際法に基づく海洋秩序こそが、21 世紀の繁栄の基礎となります。しかし、この

地域では中国による海洋進出などの伝統的脅威、多くの自然災害や海賊、海難事故などの非

伝統的脅威、また沿岸諸国の海上警備能力や港湾施設の未整備など、課題が山積している状

況です。日本は、インド太平洋地域の海洋秩序に大きな関心と責任を有する海洋国家として、

こうした問題に積極的に取り組むため、2016 年以降「自由で開かれたインド太平洋戦略／

構想」を外交政策の主軸として推進し、価値や戦略的利益を共有する米国や豪州、インド、

東南アジア、太平洋諸国などの国々との協力を進めてきました。 

一方、一部の国においてインド太平洋構想への不信感が存在するのも事実です。また、イ

ンド太平洋構想自体が未だ進化の途上にあり、その具体性や実効性が問われています。日本

のインド太平洋構想が、海洋安全保障、連結性、普遍的価値などの分野で『法の支配』の原

則を実態化し、海洋を誰もが自由に利用できる国際公共財として維持する実効性を持つ外

交政策となるため、現状の安全保障環境の学際的分析を踏まえた現実的な政策提言がより

一層求められています。 

以上のような背景や問題関心を踏まえ、今年度の研究活動では、インド洋地域の安全保障

環境や海洋をめぐる紛争、域内諸国の海洋を中心とした安全保障政策を取り上げ、インド洋

地域の地政学的ダイナミズムを検討することを試みました。本報告書には委員諸氏の専門

的知見と議論の積み重ねが反映されております。 

なお、ここに表明されている見解はすべて個人のものであり、当研究所の意見を代表する

ものではありません。今回の研究成果が、我が国のインド太平洋構想の具体化と域内諸国で

の受け入れ拡大に向け、有益な視座を与えるものとなることを期待します。最後に、本研究

に真摯に取り組まれ、報告書の作成にご尽力いただいた執筆者各位、並びにその過程でご協

力いただいた関係各位に対し、改めて深甚なる謝意を表します。 

 

平成 31年 3月 

 

公益財団法人 日本国際問題研究所 

理事長 佐々江 賢一郎 
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中間報告書刊行に寄せて：自由で開かれたインド太平洋とは？ 

 

竹内 春久 

 

１ 概観 

「自由で開かれたインド太平洋戦略」（FOIP）については、2016 年に正式に表明されて

以来、一部で、漠然としていて具体的な中身が見えない、結局 FOIP とはインフラ整備計

画に帰着するのではないかなどと指摘されつつも、旗印として国際的にも定着しつつある

ように見える。 

短期的に見れば、FOIPは、第二次世界大戦後、国際秩序の在り方を提示し続けてきた米

国がトランプ政権に移行する過程で、国際的なリーダーシップを打ち出せないでいる時期

に、その空白を埋める上で一定の役割を果たした。米国内においても、トランプ大統領自

身はともかく、外交・国防エスタブリッシュメントの間で旗印としての FOIP は短期間に

浸透し、いくつかの具体的な政策も発表されている。 

この間、日本政府は、FOIPへの国際的賛同の輪を広げる働きかけを行い、その過程にお

いて、その内容と対外的な説明ぶりを肉付けしてきた。FOIPの出発点は、自由で開かれた

シーレーンの確保にあるが、その上で、最近では、FOIPが目指すものについて説明する際、

ODAや自由経済体制の維持強化を通じた平和、繁栄、安定への寄与についても語られるよ

うになっている。また、既存の地域協力の枠組みとの関係についても ASEAN の中心性に

言及するようになっている。 

しかしながら、FOIPは未だ発展途上にあり、その評価は、一帯一路や AIIBと同様、5年

後、10年後を待たなければならない。賛同の輪を広げることは重要であるが、そのことは、

同時に FOIPの訴求力、求心力を希薄にするリスクを抱えることにもなりうる。FOIPの更

なる具体的肉づけが鍵となる。 

さしあたり、日本においては、安倍内閣後も FOIP の主旨が引き続き政権トップの政治

的サポートを得ることとなるのか、に注目したい。FOIPの先行構想であった「自由と繁栄

の弧」構想がその後の政権交代により店晒しとなったことが想起される。息切れは禁物で

あると思う。 

 

２ 基本的価値観 

自由、民主主義は日本国憲法の基本原理の一つであり、当然、日本の外交・安全保障政

策の基礎をなす。 

「自由と繁栄の弧」構想は自由、民主主義という基本的価値を前面に掲げた。日本版 FOIP
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においても、例えば、安倍総理のナイロビ演説では、民主主義への言及がある。 

現在、日本政府が FOIPの三本柱として説明するのは、①法の支配、航行の自由、自由貿

易などの普及・定着、②経済的繁栄の追求、③平和と安定の確保である。正面から基本的

価値としての自由、民主主義を強調することは控えているように見えるのは、広くインド

太平洋の国々から FOIPへの支持、賛同を得るための方策と思われる。 

だからといって、FOIPが価値中立的であるというわけではないであろう。日本の立場か

らすれば、FOIPはあくまでもリベラルな国際秩序を前提とし、その維持発展を目指す手段

と位置づけられるべきであろう。 

日米豪印協議については、地政学的観点から論じられることが多い。また、現状ではこ

の協議が、会合していることをアピールすること以上の成果を上げているとは言い難いの

も事実であろう。しかしながら、これら 4か国が民主的価値を共有しているという点は意

識しておく必要があろう。 

国際社会では、どのモデルが政治、経済、社会システムとして優れているのかについて

の競争が進行中である。中国モデルは、幾多の問題を抱えつつも、多くの開発途上国、特

にその指導者たちにとり魅力的に映っている。中国自身もそのことを意識して、開発途上

国への働きかけを強めている。他方、今日の民主主義モデルはその問題解決能力を問われ

るような事象に事欠かない。いかなる政治システムも社会が直面する課題に取り組み、解

決し、その過程で新たな地平を切り開くことが出来なければ、長い目で見て生きのびるこ

とはできない。リベラルな国際秩序を是とする者は、如何にして民主主義のダイナミズム、

活力を維持・強化してゆくのかという課題に取り組まなければならない。 

その上で、日本として、欧米とは異なるアプローチで、繁栄を希求する開発途上国の関

心に応えつつ、結果として国際社会にリベラルな国際秩序をさらに浸透させることが出来

るのか、換言すれば「日本モデル」とは何か、が改めて問われている。この関連では、さ

しあたり、本年夏に開催される TICAD Ⅶにおいて、日本が FOIPと「日本モデル」とをど

のように関連付け、肉付けして、アフリカ諸国首脳に提示するのかに注目したい。 

 

３ 法の支配 

日本国憲法第 98 条第 2 項は、「日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、これ

を誠実に遵守することを必要とする。」と規定している。この規定はいわゆるマッカーサー

草案にも、帝国議会に提出された明治憲法改正案に含まれておらず、衆議院において追加

されたものである1。 

憲法第 98条第２項は、憲法の基本原理のひとつである平和主義、その原理から導かれる

国際協調主義、紛争の平和的解決へのコミットと軌を一にするものである。この意味で、
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戦後の日本が国際社会における法の支配にコミットする原点は日本国憲法にまでさかのぼ

ることができる。 

法の支配は国連憲章の根幹をなす考え方でもある。国際法学者イアン・ブラウンリーの

言を借りれば、「国際連合誕生の背後にあった政治的動機は、第二次世界大戦とそれに付随

した蛮行の歴史であった。国際連合の道義的な目的は、国際関係における法の支配（the Rule 

of Law）の促進にあったのである。」2。 

FOIPの基本原則の一つとして法の支配が掲げられるとき、その重点は海洋における法の

支配にある。しかし、近時、政府が海洋における法の支配の内容として説明している諸点

は、国連憲章が、国際社会を律する基本原則として想定しているものと同じであり、かつ

また、日本が憲法により自らに課してきた基本原則に他ならない。FOIPにおける法の支配

はまずもって政治的原則の宣言としての性格をもつ。 

問題は法の中身である。実定国際法は不断に生成変化する動的なものであり、静的なも

のではない。例えば、戦後海洋法秩序の変遷が、沿岸国の海洋管轄権拡大への歴史であっ

たことを想起すればよい。広く国際社会を味方につけて日本にとり好ましい国際法環境を

確保するためには不断の努力が必要である。 

FOIPのもとで法の支配を推進するための取り組みの例としては、首脳外交、TPP11の締

結が挙げられている3。この点についてはさらに具体的な取り組みへ向けての検討が進むこ

とを期待したい。 

 

平成 31年 2 月 

 

竹内 春久 

 

 

－注－ 

 

1 衆憲資第 50号「憲法と国際法（特に、人権の国際的保障）」に関する基礎的資料（平成 16年 4月、

衆議院憲法調査会事務局作成、pp1-3 
2 “The Rule of Law in International Affairs” Ian Brownlie, 1998, Martinus Nijhoff Publishers, p1 
3 「自由で開かれたインド太平洋に向けて」（2019年 1月）、外務省ホームページ 
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序論 インド太平洋に地殻変動は起こるか？：「新しい地域

（「ベンガル湾」）」構築の可能性 

 

菊池 努 

 

はじめに 

巨大な地殻変動がインド太平洋に生まれている。新しい地域を構築する動きがインド洋、

特にインド洋の東部に位置するベンガル湾で進行している。この新しい地域建設の実験が

どのように進展するかが、今後のインド太平洋をめぐる国際関係の行方に大きな影響を及

ぼすであろう。インド太平洋をめぐる国際関係の次の時代の主要な争点のひとつはベンガ

ル湾にある。 

最近、「インド太平洋」という言葉をしばしば耳にする。日本政府は「自由で開かれたイ

ンド太平洋」戦略を推進しているし、インドやオーストラリア政府もインド太平洋戦略を

唱導している。オーストラリアはすでに 2013年の国防白書で「インド太平洋」という概念

を使ってオーストラリアの新しい戦略環境を描き出した。インド太平洋政策の基本原則に

ついてのインド政府の公式の立場は、2018年 6月のシンガポールの「シャングリラ・ダイ

アローグ」でのモディ首相の基調講演の中で示された。 

アメリカのトランプ政権も近年、日本政府と同様に、「自由で開かれたインド太平洋」政

策をアメリカの地域政策の軸に据えている。アメリカ政府は、2000年代に入ってからイン

ドとの関係強化に動き出し、2005年には米印原子力協定を結ぶなど、同国との関係改善を

急速に進めるが、「自由で開かれたインド太平洋」政策の軸の一つはインドをはじめとする

南アジアとの関係である。インドとの関係強化の実績とそうした実績を踏まえたさらなる

関係強化の狙いがアメリカのインド太平洋政策の形成を促している。同時に、太平洋とイ

ンド洋をつなぐ海域やこの海域での安全保障の在り方への関心の高まりもこの構想の形成

を促しており、この観点から、インド太平洋の通商路の西側に位置するインド洋やベンガ

ル湾などの海域へのアメリカの関心は高まっている。さらにそうした通商路上に位置する

諸国、スリランカ、モルジブ、バングラデシュ、ミャンマーなどの諸国への関心と関与も

アメリカ政府は強めている。 

主要国のこれらの一連の動きに警戒的であった東南アジア諸国も、インドネシアを中心

に ASEAN（東南アジア諸国連合）としての対応策の検討を開始し、加盟諸国間の協議に加

え、日米中などの関係諸国の関係者も交えた会合を開催している。ASEANにとって、域外

大国が主導する形で新たな地域構想が議論されるのは ASEAN の地域的役割を弱体化させ
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かねない。インドネシアなどの諸国の狙いは、「インド太平洋」をめぐる関係諸国間の議論

をASEANの側からコントロールしようということであろう。特にASEAN諸国にとって、

インド太平洋という地域概念を今後具体的な政策へと転換してゆく際に、「ASAENの中心

性（ASEAN Centrality）」を主要諸国に受け入れさせることである。現在進行中の事務レベ

ル協議を踏まえて、ASEANは EAS（東アジア首脳会議）などの場を利用して、ASEANの

望むインド太平洋構想の基本原則の確認、特に「ASEANの中心性」の確認を求めてくるは

ずである1。 

「インド太平洋」への関心の背景としてしばしば指摘されるのが「中国要因」である。

近年中国は海空軍力の近代化を進め、東シナ海で日本に対して軍事的な威圧行動をとり、

南シナ海では大規模な人工島の建設と島の軍事化を進め、インド洋にも中国人民解放軍海

軍の軍艦が寄港するなど軍事的なプレゼンスを高めている。中国はまた、「一帯一路」構想

の一環として中国の東海岸から南シナ海、インド洋、中東を経て欧州に至る「海のシルク

ロード」を構築するために、ルート上の各地で港湾、空港、高速道路、鉄道などの大規模

なインフラ建設を行っている。インドの安全保障専門家たちが「真珠の首飾り」と呼ぶ、

インドにとって注意すべき事態の出現である。つまり、中国がインド洋で建設中の港湾を

つなぐとそれがインドを包囲する首飾りのように見え、この中国の動きの背景にはインド

の台頭を阻止しようという中国の狙いが秘められているのではないかという警戒である。 

こうした動きがさらに進めば、太平洋とインド洋を結ぶ広大な海域が事実上中国の影響

力の下に入ってしまうとの懸念がある。また、力を背景にした中国の行動を抑制し、国連

海洋法条約など国際社会のルールを守るよう中国を促す手段として、インド洋と太平洋を

つなぐ海洋に位置する諸国の間の連携を強めようという狙いが「インド太平洋」戦略の背

景にあるとの見方がある。特に近年の経済成長によって国力を増大させ、国際的な役割を

演じることに積極的な姿勢を示しつつあるインドとの連携を深めて、中国の一方的かつ抑

圧的な行動を牽制しようという狙いがこの概念には秘められていると指摘されている。 

中国を牽制する狙い、特に中国の軍事的な拡張を牽制する上での軍事的な連携という点

を強調する見方からすれば、「インド太平洋」概念に含まれた戦略的課題を実現するための

主要な手段は日米豪印 4カ国間の連携（Quadrilateral Security Dialogue: QUAD）である。実

際、「インド太平洋」概念に懸念を表明する人々は、「インド太平洋」と QUADを一体のも

のと見なしている2。 

 

１．新しい地域の構築：ベンガル湾 

そうした狙いが「インド太平洋」構想の背景にあるのは確かだが、本稿では、異なる見



序論 インド太平洋に地殻変動は起こるか？：「新しい地域（「ベンガル湾」）」構築の可能性 

 －7－

方を示したい。「新しい地域の構築」という側面である。「インド太平洋」構想の背景には、

アジアの国際関係の重心を東アジアから南方に移行させ、インド洋と東南アジアを結ぶ地

域、特にベンガル湾を囲む地域により統合された、自由で開かれた経済圏を創出しようと

いう狙いが秘められているというのが私の見方である。 

ベンガル湾ではこれまで分断されていた地域をもう一度結び付けようという動きが進

行中である。今後、巨大経済圏がここに形成される可能性がある。この意味で「インド太

平洋」構想は、対中国政策という意味合いを超えて、アジアの国際関係の構造を大きく変

える可能性を秘めた壮大な構想である。同時に、この地域では、新しい地域の将来をめぐっ

て激しい「大国政治」も展開されている。大国間の協調の動きもみられるが、権力政治が

深刻になる懸念もある。 

ベンガル湾は各国がグローバルな戦略を立てるうえで重要な役割を担っている。第一に、

ベンガル湾は地中海とほぼ同じ規模の世界最大級の「湾」であり、重要な戦略的拠点とな

りうる。しかもベンガル湾はインド洋と太平洋をつなぐ重要な通商路であるマラッカ海峡

のインド洋側に位置している。 

第二に、シーレーンとしての重要性である。世界貿易のおよそ三分の一がこの海域を通

過する。日中韓などの北東アジア諸国はもとより、東南アジア諸国の多くがこの海域を通

じてエネルギー資源を輸入している。北東アジアや東南アジアの膨大な人口や今後も続く

であろうと予想される経済発展を考えると、ベンガル湾を通過するシーレーンへの依存は

ますます高まると予想される。 

第三に、この地域に生まれている経済発展のダイナミズムが、南アジアと東南アジアと

いう、かつて経済、政治、文化的に繋がりがあったがその後分断された二つの地域を再び

結びつけ、ベンガル湾を中心に巨大経済圏が形成される可能性がある。太平洋とインドを

結ぶ海洋の要衝に生まれる巨大経済圏はインド太平洋の国際政治経済の将来に甚大な影響

を及ぼすであろう。 

ベンガル湾諸国の間でも地域協力を推進しようという機運が高まっている。ベンガル湾

諸国の経済協力を推進するために発足した BIMSTEC（ベンガル湾多分野技術経済協力イ

ニシアティブ）はその後活動の停滞を余儀なくされたが、近年になって、インドをはじめ

とする諸国の姿勢が積極化している。インドが BRICS首脳会議を開催した際に BIMSTEC

諸国首脳をインドに招待し、BRICS首脳との会合を設けたのはこの表れであろう3。 

南アジアの地域協力をめぐる動きもベンガル湾への関心の高まりを促してきた。南アジ

アでは、「南アジア地域協力連合（SAARC）」が地域協力を推進する地域制度としての役割

を期待されてきたが、期待に反し域内諸国の対立、特にインドとパキスタンの対立がこの
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地域協力制度の発展を阻害してきた。近年その対立はさらに深刻化し、いまや首脳会議も

延期を繰り返さざるを得ない状況になっており、「SAARCは死んだ」という声が表明され

ている。実際、インドでは、「南アジア」よりも「インド洋」や「ベンガル湾」を重視すべ

きであるとの声が高まっている。これに応じて、インド洋の地域協力制度である IORA（環

インド洋連合）やベンガル湾諸国からなる BIMSTEC への関心が急速に高まっている。ま

た、オーストラリアやインドネシア、タイ、スリランカ、バングラデシュなどの諸国でも

インド洋ないしベンガル湾協力を推進する動きが近年高まっている。 

第二次大戦後の植民地の解体の過程で、かつてひとつのまとまりをもっていたベンガル

湾諸国は分断され、「南アジア」と「東南アジア」に分けられることになった。その後東南

アジア諸国が大きな経済成長を経験する一方で、ベンガル湾に面した諸国は国内の不安定

と経済的な不振に苦しむことになる。しかし今日、この分断されたベンガル湾をもう一度

結び付け、この広大な地域に統合された経済圏を創出しようという動きが顕在化している。

「インド太平洋」という広大な海域の戦略的要衝で生まれつつあるこの巨大なダイナミズ

ムは、インド洋太平洋の今後の国際関係の在り方を根本から変える可能性を秘めている。 

第四に、この地域には主要大国が強い関心を有し、それぞれがこの地域の諸国との関係

強化を進めている。貿易や投資、インフラの整備、安全保障協力など多様な分野で大国間

の競争が顕在化している。中国にとってベンガル湾は、中国がインド洋に出る際の重要な

出口になる可能性がある。実際中国は近年、中国南部の昆明を中心にして、インド洋につ

ながる道路や鉄道、ガス・パイプラインなどの建設を精力的に進めている。中国が進める

「一帯一路」の焦点になっている地域の一つである。 

インドも東南アジアを中心に東アジア諸国との連携強化を精力的に進めている。モディ

首相の提唱する「アクト・イースト（Act East。アジア諸国との連携を強める）」政策は、

これまで軽視されてきたインド東北部の開発を、同地域と東南アジア経済との結び付きを

深めることで実現しようとしている。これらの諸国は近年高い経済成長を達成し、潜在的

な成長の余力も大きい。また、東南アジアにはすでに広範囲にわたり国境を越えた生産の

ネットワークが形成されており、これをさらにミャンマーやバングラデシュを経由してイ

ンドを含む西方に拡大することで新たな経済機会を開拓できる。このために同地域とバン

グラデシュ、ミャンマー、タイなどのベンガル湾に面した諸国を結ぶインフラの整備は喫

緊の課題になっている。 

インドの「アクト・イースト」政策は、インドと東南アジアとの新しい関係を構築する

潜在的な可能性を秘めている。インドは独立以来長期にわたって内向きの経済政策を採用

してきた。特にアジア諸国との関係では、1990年代に入ってインド政府が「ルック・イー
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スト」政策を採用するまで、経済的な関係は比較的希薄であった。インドは内向きの保護

主義的政策を堅持し、「発展するアジア」に背を向けてきたのである。 

しかし、1990年代に入り、深刻な経済危機を経験したインドはそれまでの保護主義的で

内向きの経済政策を徐々に修正することになる。インド版の「改革開放」政策を採用し、

アジア経済との連携強化を図る。そうした動きは 2014 年に発足したモディ政権でさらに

加速され、同政権はアジア諸国との包括的な関係強化を目指す「アクト・イースト」政策

を採用する。インド政府は東南アジア地域への政治、経済、安全保障面での関心を強める

ことになる。そして、インドはバングラデシュ、ミャンマー、タイ、スリランカなどのベ

ンガル湾周辺諸国との関係強化に動く。インドの「周辺外交」強化の動きである。 

インドの国内事情もインド政府の「アクト・イースト」政策の積極化を促す。コルカタ

をはじめとするベンガル地域（インドの東北部）はかつてインドの政治、経済、文化の中

心であったが、独立と新生インドの国づくりの過程で、この地域への関心は弱まることに

なる。東北部はインドでも貧しい地域のままであった。しかし、モディ政権になって、こ

の地域の経済や安全保障への関心が高まり、このためのインフラ整備計画が実施されるよ

うになる。インド東北部はニューデリーの政府の関心を引くことになったのである。同地

域の開発には、この地域と東南アジアを結び付けるのが最善であるとの認識が共有される

ことになる。 

こうしてインドは、同国の東北部と東南アジアを結ぶ経済的なネットワークの形成に取

り組むことになり、必然的にこのネットワーク上に位置するベンガル湾諸国との協力強化

を「アクト・イースト」政策の柱の一つに据えることになる。 

日本やアメリカもインド洋への関与を深めている。両国はともに「自由で開かれたイン

ド太平洋」構想を掲げ、特にインドをはじめとするインド洋諸国との関係強化を進めてい

る。アメリカはこれらの諸国との合同軍事演習など安全保障面での連携も進めている。 

日本はインドとの政治、経済、安全保障面での関係強化を進めると同時に、日印両国が

設立した官民の「アクト・イースト・フォーラム（Act East Forum）」を通じてインド東北

部の経済開発のためのインフラ整備を推進している。このインフラ整備の目的は、同地域

とベンガル湾に面した諸国との経済的連携を強化することにある。日本はまた、マラッカ

海峡のインド洋側の出口という戦略的要衝に位置するインドの領土であるアンダマン、ニ

コバル両諸島のインフラ整備にも積極的に関与している。さらに、ミャンマーやバングラ

デシュへの経済支援や港湾などのインフラの整備、スリランカへの海上保安能力強化支援

など、日本はこの地域への関与を拡大している。 

第五に、ベンガル湾を囲む地域に新しい経済圏を構築する試みは、インド太平洋の国際
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関係、特に中国とインド太平洋諸国との経済関係を変える可能性を秘めている。インド太

平洋諸国の間には、中国との経済関係の今後への不安感、警戒感が生まれている。1970年

代末に中国が改革開放の政策を採用して以降、国際社会もアジア諸国も中国との経済関係

を拡大してきた。国際的な経済交流を通じて中国が発展すれば、中国も国際社会のルール

を順守し、国際社会の一員として責任ある行動をとるようになるであろうと期待した。し

かし、経済力を手にした中国は、経済力を外交的圧力の手段として使うのをためらわなく

なった。また、国際的な貿易や投資のルールを無視した行動も目立つ。しかも中国経済の

今後には不透明感もある。 

したがって、中国との経済交流を通じての利益は無視できないが、中国との経済関係に

自国の将来を大きく依存するのはリスクを伴うものであり、見直す必要がある。中国への

依存を減らすには、貿易や投資の代替市場が必要である。ベンガル湾に新たな巨大市場が

形成されればそうした代替市場としての機能も担うことができる。そうした認識がアジア

に広まっているのではないか。 

  

２．アジア太平洋協力の歴史とベンガル湾の将来 

確かにこの地域には深刻な問題がある。劣悪なインフラ、人材の不足、国内制度の未整

備、悪化する治安、国家間の対立と不信などがある。ただ、アジアでのこれまでの歴史を

振り返ると、そうした困難は克服可能である。 

1980年代から太平洋協力やアジア太平洋協力の構想が提唱されたが、その目的は、それ

まで比較的希薄であったアジア太平洋諸国の間の貿易や投資、経済協力を拡大し、この地

域の経済発展を実現することにあった。「太平洋」や「アジア太平洋」という広大な地域を

経済相互依存のネットワークで結ばれた一つの地域に変えようという試みであった。今日、

アジア太平洋諸国の間には貿易と投資の濃密なネットワークが形成されている。アジア太

平洋諸国の経済発展は、このネットワークに参入することによって可能となった。 

「太平洋」や「アジア太平洋」を一つのまとまりをもった地域に変えようという構想も

当初からその実現が確実視されていたわけではない。むしろ、この地域の対立と分断の歴

史、相互不信と国家の多様性や地域協力の経験の欠如などを念頭に置けば、太平洋協力や

アジア太平洋協力など「夢物語である」との見方が一般的であった。専門家の多くが実現

可能性を疑問視した構想であった。しかし、構想から 30有余年を経て、「アジア太平洋」

は相互に結び付いた地域に変貌した。 

こうした過去の経験に照らせば、インド洋と東南アジア地域を中心とする新しい地域の

創出は夢物語ではない。ただし、アジア太平洋協力を推進した時代との違いも考慮しなけ
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ればならない。この地域で深刻化している権力政治への対応である。1980年代以降の太平

洋協力やアジア太平洋協力構想を推進した頃、アメリカの圧倒的優位というアジアの国際

構造を関係国が基本的には受け入れていた。米中関係は相対的に安定していたし、日中関

係も今日のような競争的側面が顕在化することは少なかった。大国関係は相対的に安定し

ており、いわば地政学的な対立が比較的抑制された国際環境の中でアジア太平洋の地域協

力や新しい地域の構築が進められた。 

しかし今日の事情は異なる。米中、日中、中印などの間の対立と緊張が顕在化している

し、インド洋と東南アジアを結ぶ地域では、領土主権や海洋権益をめぐる争いも先鋭化し、

またインフラの建設や経済回廊の建設が国家間の疑心暗鬼と緊張を生んでいる。中国は「一

帯一路」構想などを通じてこの地域への影響力を強めつつある。インドは「アクト・イー

スト」の政策の下で、中国の動きに対抗している。そして、日本もアメリカもオーストラ

リアもこれまで比較的関心の薄かったこの地域への関心と関与を強めている。インド洋と

東南アジアを結ぶ地域の構築というプロジェクトは、激しい権力政治の中で進めなければ

ならないのである。安全保障への考慮が地域づくりに不可欠なゆえんである。 

ここで課題がある。アメリカである。中国と関係諸国の間の力の格差を考えると、新し

い地域を構築するための共同事業には、アメリカの関与が必要である。 

「インド太平洋」には、アメリカの関与に関して二つの側面がある。一つはアメリカの

継続的な関与を促すための新しい地域としての「インド太平洋」という側面である。「イン

ド太平洋」は、アメリカの新しい地域的、国際的な利益を増大させる地域としての意義を

担っており、アメリカの継続的関与を促す効果を期待できる。地域を構築するための地域

の安定を支える機能をアメリカに期待できる。 

もう一つはこれとは逆に、アメリカの「関与の低下」への対応である。国際秩序や地域

秩序を維持するための責任とコストをアメリカは長い間引き受けてきたが、そうした役割

への疲労感がアメリカ政治を覆っている。海外への関与を減らし、「自国第一」を優先すべ

きとの主張は現政権に留まらず、広くアメリカ社会に浸透しているかに見える。アメリカ

がアジアから「撤退」することはありえないにせよ、今後その役割が縮小する可能性はあ

る。そうであるとすれば、アメリカの関与が変化することを念頭に置いた代替案（「プラン

B」）を用意しておくことが当然必要になる。「インド太平洋」の構想は、日本やインド、

オーストラリア、ASEAN諸国、南アジア諸国の間に新しい連携関係を構築することで、こ

の地域の安定のための構造（仕組み）を強化しようという狙いを有している。 

さらに、そうした多角的な連携を支えるこの地域の国際関係の特質がある。一般に国際

関係の基本構造を決めるのは大国であるとされる。アジアに関しても米中日印ロなどの大
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国政治、特に米中関係がこの地域の今後の国際関係の構造を決めると考えられている。 

 

３．インド太平洋の大国政治の中のベンガル湾 

ベンガル湾は大国が深く関与する地域でもある。中国は「マラッカ・ディレンマ」に対

処すべく、マラッカ海峡を回避してエネルギー資源などを中国に供給するルートの確保を

模索してきたが、その一つが中国の南部とインド洋（ベンガル湾）を結ぶガス・パイプラ

インの建設であった。中国の雲南省の省都昆明とミャンマーのチャオピューを結ぶパイプ

ラインはすでに稼働している。また中国にとって、現在進めている「一帯一路」戦略の焦

点の一つは南アジア、特にベンガル湾地域にある。中国は港湾や道路などの「連結性」に

かかわるインフラ建設を通じて急速にこの地域での存在感を高めている。そして、連結性

プロジェクトの戦略的な背景に関心が集まっている。 

中国の南部とインド洋とをつなぐ経済回廊として近年中国が提唱しているのが、バング

ラデシュ（B）、中国（C）、インド（I）、ミャンマー（M）をつなぐ BCIM経済回廊構想で

ある。この構想は習近平の一帯一路構想に先立って提案されたものである。バングラデシュ

とミャンマーを経由して中国の南部とインド東部を結ぶ経済圏を構築しようという構想で

ある。中国の昆明とインドのコルカタを、バングラデシュのダッカおよびミャンマーのマ

ンダレーを経由してインフラの整備や通商を通じて結ぶ構想である。 

インドはこの構想を通じて東北部の連結性強化の可能性を探求したが、インドにとって

反政府運動の活動など政治的にも機微な東部国境地帯での中国との協力には、安全保障上

の懸念から消極的であった。 

大国間の力関係の変化やそれに伴う大国間の緊張や対立がアジアの国際関係に及ぼす

影響に関心が集まっている。大国政治の観点からアジアの国際関係を見る際には、米中関

係のような、大国相互の関係に焦点をあてるのが一般的である。歴史的に国際政治の基本

構造を作り上げてきたのは大国である。したがって、米中間の力の移行論など、大国関係

に焦点をあてた議論が多い4。実際、米中戦争不可避論が話題になっている5。 

だが、アジアの国際関係を展望する際により重要なのは、大国政治と「その他の諸国」

との関係である。東南アジア諸国などが大国政治に今後どのような姿勢で臨むかがアジア

の国際関係の姿に大きな影響を及ぼす。 

アジアの国際政治の特徴の一つは、米中などの大国による秩序形成能力には、米中それ

ぞれ単独であれ米中共同であれ、限界・制約があることである。大国間関係は重要だが、

アジアの国際政治の特徴は、大国間関係だけではこの地域の国際政治の基本構造が決まら

ないという現実である。むしろ大国にとって重要な課題は、大国政治において「その他の
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諸国」からいかに自国の立場への支持を取り付けるかということである。 

つまり、今日のアジアの大国政治の焦点は、米中両国などの大国が、南アジア諸国を含

むアジア諸国の利害を配慮した形で安定した大国関係を構築できるかにある。冷戦後にア

ジア諸国は、米中を含む大国との間で多様な関係を築いてきた。冷戦期と異なり、特定の

大国との間だけで緊密な関係を築くという時代は終焉した。今日、こうした緊密な関係を

通じて、大国によるアジア諸国への支持調達の競争が激化している。この大国によるアジ

ア諸国からの支持調達の競争にアジア諸国がどのように対応するかが、アジアの新しい地

域の国際秩序の在り方に大きな影響を及ぼす。 

南アジアや東南アジア諸国には、大国（特に米中）が独自のダイナミズムで敵対か協調

に向かう場合、あるいは米中いずれかの地域覇権が確立される場合、それを自らの側で制

御するのは困難であるとの認識がある。しかしアジアの国際関係は、米中関係を軸にその

将来を展望するパワー・トランジションの議論が想定するほどに大国（米中）の秩序形成

力は強くない6。 

国際関係の基本構造を決定するのは大国関係であるとの伝統的な国際政治観とは異な

り、アジアの国際関係の今後にとって南アジア諸国のような、国力の小さな国家の動向が

大きな影響を及ぼす。この主たる理由は、米中をはじめとした大国だけで地域の国際構造

を規定する条件がこの地域には欠けていることにある。 

第一は、米中それぞれが単独では地域的な覇権を維持する力を欠いているということで

ある。米中それぞれ、国内外で深刻な脆弱性と制約を抱えている。 

この地域で今日最も頻繁に言及される言説は「中国（インド）の台頭とアメリカ（日本）

の力の相対的衰退」であろう。とりわけ中国の力の増大にいかに対応すべきかがこの地域

の諸国の重要な対外政策の課題になっている。 

力の増大とともに中国の対外行動も変化してきた。中国はかねてより平和発展論を唱え、

地域の平和や安定を損なう行動はとらないと説いてきたが、力の増大とともに、軍事力に

よる威嚇や経済力を背景にした強硬な対外政策を推進するようになり、アジア諸国の間に

中国の今後に対する懸念を惹起することになる。「平和的発展」を唱えてきた中国の対外姿

勢に不透明感があり、将来の行動が見通しにくい。中国は、グルーバルにはアメリカに比

肩する政治、経済、安全保障上の力を有してはいないが、自国の周辺部においては戦略的

目的を増進する能力を有している。 

中国自身もアジアに中国の戦略を反映した言説を流布しようとしている。「新安全保障

概念」「平和発展論」「アジア人によるアジアの安全保障」などがそのいくつかの言説であ

るが、その核心にあるのは、歴史的に中国がこの地域で占めてきた中心的地位を回復する
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ことを地域諸国に受け入れさせることであろう。それは調和や協力を唱えつつも、中国を

頂点とする階層性を内包した地域概念である7。 

アメリカは引き続きインド太平洋の国際関係において優越した力を維持し続けようが、

中国の台頭等によってその影響力が制約されよう。アジアにおいて「アメリカの時代」は

終焉しつつある。アジアに位置する中国は、遠方の地にあるアメリカに比べ、アジアの地

政学で優位な状況にある。しかし、アジアには、アメリカを支える、政治、経済、安全保

障の分野で一定の力を有した有力国（同盟国や友好国）が数多く存在する。これらの諸国

は中国の地域覇権に警戒的であるだけでなく、抵抗力もある。中国の周辺諸国のナショナ

リズムと各国が有している力（拒否力）を考えれば、中国の地域覇権をこの地域の諸国が

抵抗なく受け入れるとは考えられない8。 

また、中国と近隣諸国との関係は総じて不安定である。ミャンマー、北朝鮮、カンボディ

ア、ラオス等の近隣諸国に中国は経済援助等を通じて関係の緊密化を図ってきたが、そう

した努力は必ずしも功を奏していない9。近年の中国とミャンマーとの関係はこれを象徴し

ている。しかも中国の体現する政治、経済、社会的価値はグローバル化の進む世界におい

て異質なものであり、国際的にも地域的にも中国の影響力の浸透には限界があろう10。 

南アジアにおいても、モルディブなどの事例は、港湾や鉄道、道路などの大型経済イン

フラ建設を通じて経済的、政治的影響力を強めてきたといわれる中国の対外関係の脆弱性

を示している。 

第二に、「米中共同管理（コンドミニアム）」体制の確立も容易ではない。米中間には、

民主主義や人権の擁護、リベラルな価値に基づく国内諸制度の調和（「ワシントン・コンセ

ンサス」）を求めるアメリカと、主権の尊重と内政不干渉、国家資本主義の必要性（「北京

コンセンサス」）を説く中国との間には、価値や地域秩序をめぐる基本的な対立がある。両

国の間の相互不信は根深い。米中間の政策協調はありうるが、それがアジアの国際関係の

基本構造を規定するほどに強靭で安定した「米中共同管理体制」になるとは考えにくい11。 

第三に、冷戦期の米ソ関係のような米中の敵対関係も想定しがたい。アメリカが中国を

封じ込めることは不可能であるし、他方で中国がアジアからアメリカを「放逐」すること

も困難であろう。 

米中間には「経済的な相互確証破壊」とも呼べる濃密な経済的な相互依存が確立されて

おり、経済関係に深刻な悪影響を及ぼしてまでも両国が敵対するシナリオは、コストの大

きさから考えて想定しにくい。また、首脳レベルから政府間の事務レベル、民間団体間の

交流まで、米中関係の制度化が進んでいる。米中間では今後も厳しい対立はあろうが、深

刻な対立に陥るのを抑制し、対立を制御可能な範囲にとどめるメカニズムが次第に形成さ
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れつつあるともいえよう12。つまり、米中が個別分野で協調しつつ決定的な対立に至らな

い程度の緊張と対立を繰り返すというシナリオがあるうるであろう13。 

しかも米中両国にとって最優先の政策課題は対外関係というよりは国内問題であり、対

外関係で負担の大きな紛争や対立を回避しようとするであろう。 

アメリカは引き続きグローバルなパワーであり、中国もそうした地位に自らを引き上げ

ようとしており、その過程で利害の対立は避けられない。中国がグローバルなパワーにな

るのは当分先のことであろうが、アジア太平洋においては、かつてこの地域で中心的役割

を担っていた自国の地位と影響力を回復しようとしているのは明らかであろう。アメリカ

も引き続きアジアの国家としてこの地域に存在し続けよう。したがって中国の課題は、ア

メリカの強い反発を惹起するほどに挑発することなく、アメリカを東アジアの国際関係の

中心的位置から引き下ろし、その地位を自らが占めることである。他方でアメリカの課題

は、中国との深刻な紛争に陥ることなく、また、同盟国や友好国のアメリカに対する信頼

を低下させることなく、中国の力の台頭に応じた新たな関係を中国との間に築くことであ

る14。 

第四に、仮に覇権を求めるものであるにせよ、米中共に地域諸国の支持調達が不可欠で

ある。米中が自らの利益や価値を増大しようとするならば、アジア諸国を自国の陣営に引

き込まなければならない。中国にとって、アメリカとの競争に対応するうえでも中国への

懸念を抱く近隣諸国との関係の改善が不可欠である。 

アメリカはアジアに同盟国や友好国を多数擁す。ただ、軍事的にも経済的にも、アメリ

カが引き続きアジアに関与しようとするのであれば、それらの諸国の協力が必要である。

ただ、それらの諸国の多くは中国とも緊密な関係を持っており、アメリカの一方的な要求

を受け入れるわけではない。 

また、米中両国の経済的相互依存関係は、アジア全体に拡大する投資と貿易の地域的な

ネットワークの中で展開されており、米中共にこのネットワークを維持するためにはアジ

アの諸国（特に有力国）との関係強化を図らざるを得ない。自由で開かれた国際貿易体制

を維持するうえでアジア諸国の支持調達はアメリカにとって死活的に重要である15。 

かくして米中共にアジアにおいて、自国の政治経済軍事的な利益を増大させるためには、

アジアの諸国、特に有力な諸国との協力と関係強化が不可欠である。インド太平洋の「戦

略的要衝に位置するベンガル湾諸国もその有力な対象である。これらの諸国との関係がア

ジアにおける米中双方の力と影響力にも作用する。実際、米中いずれもそうした諸国の支

持調達を積極的に行っている。アメリカのトランプ政権の「自由で開かれたインド太平洋」

政策の課題の一つは、インドをはじめとするインド洋諸国との関係強化にある。 
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中国も戦略的パートナーシップ合意や自由貿易協定の締結、アジア・インフラ投資銀行

（AIIB）、「一路一帯（OBOR）」、「海洋シルクロード」構想などを通じてアジア諸国との関

係強化を進めている。その重点の一つは南アジア諸国にある16。2013年 10月に中国は近隣

諸国との関係強化を検討する内部の会合を開催しているが、その重点は南アジア諸国との

関係強化にある17。日本やインドも南アジア諸国との関係強化を主要な外交課題としてい

る18。 

米中はもとより、日本やインドなどの主要国すべてが南アジア諸国との関係強化をアジ

ア政策の主要な課題としている。南アジア諸国の今後の動向がアジア太平洋秩序の今後に

大きな影響を及ぼす可能性があると認識していることがその背景にある。そうしたこの地

域の諸国への域外大国の関心と支持調達の動きこそが、これらの諸国が米中を含む大国と

の交渉力を強化できる基盤になっている。南アジア諸国の側から大国関係に影響を及ぼす

余地が生まれている19。 

大国政治の荒波の中で国づくりを進めてきた南アジア諸国は、大国に比して国力は劣る

が、しかし大国政治に再び自国の運命を委ねざるをえないほどに脆弱な存在ではない。大

国政治に関与し、大国政治の行方に影響を及ぼそうとする意思と能力を有している。南ア

ジア諸国の利益に反した大国関係を拒否する意思を有しているし、この地域の国際環境は

そうした意思の実現を可能にしてくれる20。 

「自由で開かれたインド太平洋」戦略には、大国間の競争関係が激化する中で、「それ以

外の諸国」との連携を同時に強化することで、大国政治の荒波と国際関係の不確実性に対

応すべきであるとの認識が背景にある。インド太平洋戦略は、大国の影響力の制約と「そ

れ以外の諸国」の相対的な交渉力の強さという、この地域の国際関係の特質を反映した対

外構想なのである。 

 

結び 

インド太平洋地域の国際関係を子細に検討すると、通説とは異なる姿に気づく。米中両

国は巨大な力を有した国ではあるが、国の内外に深刻な弱点や困難を抱えており、単独で

この地域の国際関係を主導・維持する力を欠いている。自らの対外政策上の課題に取り組

むには米中共に関係諸国からの支持調達が不可欠である。実際両国とも、自国への支持を

求めてこの地域の諸国に積極的に接近している。中国の「一帯一路」の主たる対象はそう

した諸国である。アメリカもこの地域の諸国との新しい政治、経済、安全保障の関係を模

索している。 

この地域の諸国も、大国政治に翻弄されないための国家の強靭性を強化する試みを続け
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ている。彼らは大国政治に翻弄されるだけの弱い存在ではない。彼らはこの地域の将来を

めぐるゲームに参加し、その意向を反映させようという意思を持った諸国である。 

この地域のこうした特徴は、インド洋と東南アジアを結ぶ地域に自由で開かれた経済圏

を創出するためには、これらの諸国が国際社会のルールを順守し、自由で開かれた地域の

秩序を維持強化することに深くコミットし、外からの圧力に屈せず、透明度の高い政策の

運用を行うことができるよう、国家の強靭性を強めるための長期にわたる支援が不可欠で

ある。日本の「自由で開かれたインド太平洋」戦略の核心はそこにある。 

最後に、インドとアメリカとの関係について論じておきたい。インドは伝統的に非同盟

主義を掲げ、冷戦期においては米ソいずれの陣営にも属さない政策を推進してきた。そう

したインドにとって、冷戦終結後の最大の課題は、アメリカの一極構造への対応、すなわ

ち、冷戦終結後に世界で唯一の超大国となったアメリカからの政治、経済、安全保障上の

圧力にいかに抵抗し、自国の「戦略的自立（strategic autonomy）」を維持するかにあった。

そして、アメリカの一極構造に抵抗し、インドの対外行動の自由を拡大する「多極世界」

や「多極アジア」を作り出すために、インドは自国と同じくアメリカの一極構造に抵抗す

る中国やロシアなどの諸国と協調・提携してきた。 

そうしたインドからすれば、2008年に発生した、アメリカを起源とする経済危機は、ア

メリカの力を弱めるという点で歓迎すべき事態であった。しかも中国やロシア、インドな

どの新興諸国は引き続き経済の好調を維持しており、世界の力のバランスは新興諸国の側

に有利に働いているように見えた。「アメリカの衰退」と「新興諸国の台頭」によって、イ

ンドの望む「多極世界」や「多極アジア」の実現が近づいているかに見えた。インドにとっ

て望ましい世界の出現である。 

しかしインドの期待は大きな不安へと変わる。中国の一方的かつ抑圧的な対外政策にイ

ンドも直面することになる。長年にわたる国境での軋轢に加え、インド洋への中国の進出、

特に伝統的にインドの「勢力圏」の中にあるとみられたインド洋諸国への中国の進出が急

速に進み、インドの足元を揺らすことになる。インドがモディ政権になって、「近隣外交最

優先（neighborhood first）」の政策を掲げたのは、足元が大きく揺らいでいるとの危機感の

反映である。  

アメリカの力の弱まりと中国の力の増大は、インドが期待する「多極アジア」を生み出

すのではなく、中国を中心とした一極構造を生み出すのではないか、そうした懸念がイン

ドの対外政策に反映されることになる。そして、逆説的だが、アメリカの一極構造を変え

るために中国やロシアと連携してきたインドは、中国を中心とした一極構造が生まれるの

を回避するためにアメリカとの連携強化に動くことになる。 
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伝統的な非同盟主義や「戦略的自立」を重視し、アメリカとの関係強化を逡巡する人々

もインドには依然として根強く存在する。歴史的に形成されてきたアメリカへの警戒心や

不信感も強い。しかし他方で、インドと中国との力の格差（かつて同等程度とみられた中

印の国力の格差はいまや巨大である）を念頭に置けば、いまや中国はインドが単独で対処

できる国ではない。インドにとって、インド太平洋地域へのアメリカの関与の継続は死活

的に重要である。アメリカとの近年の安保・軍事関係の強化、インド洋へのアメリカの進

出へのインドの警戒心の低下などはそうしたインドの戦略認識の変化を示している。こう

した変化は、政権のいかんを問わず、今後のインドの対外政策を規定してゆくことになろ

う。 
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第１章 インド太平洋地域の地政学――大国間競争の現状と展望 

 

加藤 洋一 

 

はじめに 

インド太平洋地域をめぐる近年の地政学、地経学的な変化は、多様でめまぐるしい。そ

の行く末を見極めるには、まだ時間が必要だが、個々の変化はこれまで見られなかった性

格を帯びたものも少なくなく、結果として既存の地域秩序を根本から覆す可能性もはらん

でいるといえる。 

姿を現しつつある新たなパワーゲームのプレーヤーには、大国だけでなく、中小国家も

含まれる。中間報告である本稿では、そのうちまず、地域の大国 4か国、中国、米国、イ

ンド、日本について、それぞれ地政学的、地経学的観点から以下のような変化を考察する。 

(1) 中国：「一帯一路」構想の行き過ぎと修正 

(2) 米国：対中姿勢の硬化 

(3) インド：対中警戒感の深化 

(4) 日本：「自由で開かれたインド太平洋」戦略（構想）がもたらす対中戦略の変化 

さらに、そうした変化が地域秩序の維持、再構築に与える影響についても、若干の考察

を試みる。 

 

１．インド太平洋地域の主な地政学的な動き 

（１）中国：「一帯一路」の「行き過ぎ」と修正 

（a）南アジアの現状 

中国の「一帯一路」に基づくインフラ整備事業は、東南アジアから、南太平洋、中央ア

ジア、中東、アフリカ、欧州まで広い範囲で計画されたり、実際に実施されたりしている。

南アジア、インド洋沿岸地域は、特に注目を集めている地域の一つだ。 

何よりも広く知られたのは、スリランカのハンバントタ港のケースだ。 

2010年に着工され、中国の融資を受けて完成した。しかし、金利が最高６％超と援助に

しては高いうえ、返済開始も早く設定されていた。スリランカは返済不能に陥り、2017年

7 月、中国側に港の管理会社の株式の 70％を 99 年間にわたり譲渡することで合意した。

同年 12月には港は実質的に中国側に渡った。地元では「中国の植民地になったようなもの

だ」という声も聞かれるという1。 

2018年 6月にニューヨーク・タイムズが大々的に報じて、一躍有名になった2。 
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同紙は、この譲渡の結果、「中国はライバル、インドのわずか数百マイル沖合の領土を支

配し、商業、軍事両面で死活的に重要な水路に沿って戦略的な足場を築いた」。続けて、以

下のように報じている。 

 

「このケースは、中国が融資と援助を野心的に使って、世界中で影響力を持とうとして

いることの、最も鮮烈な事例だ」 

「こうした債務にまつわる取引は、中国がグローバルな投資と融資プログラムで、世界

中の脆弱な国々を債務の罠（debt trap）に陥れているという、習近平国家主席肝いりの

『一帯一路』構想に対する最も厳しい非難をさらに悪化させている」 

 

こうした「一帯一路」に対する疑念と警戒の視線は、他のアジア諸国にも共有されてい

る。 

マレーシアは、2018年 7月に「一帯一路」の関連事業として進めていた、東海岸鉄道の

建設作業を中止した。同国のマハティール首相は、同年 8月に訪中し、李克強首相との共

同記者会見で、次のように述べて、注目を集めた。 

 

「自由貿易が進むべき道であるということには同意する。しかし、当然のことだが、自由

貿易は同時に公正な貿易でなければならない。常に念頭に置かなければならないのは、

開発の段階は国によって異なるということだ。単に開かれた、自由な貿易では、貧しい

国が、豊かな国に太刀打ちできない。その結果、新たな植民地主義が生まれるという状

況は望まない。公正な貿易でもあるべきだ。その点において李首相とともに自由貿易を

支持する。それこそが、世界全体にとって、進むべき道だと考えるからだ」3 

 

この発言は、直接的には「自由貿易」の瑕疵を指摘したものだった。しかし、「新たな植

民地主義」という言葉は、マレーシアの「一帯一路」の関連事業の中止決定直後に発せら

れたものとあって、同構想への批判でもあると受け止められた。 

同年 10 月には、中国との友好関係で知られるパキスタンも、「債務の罠」を懸念して、

「一帯一路」関連計画を見直すという報道が出た4。 

「中国・パキスタン経済回廊（CPEC）」事業だ。 

発電所、港湾、高速道路、鉄道などの産業インフラの建設、改良に投資する計画で、投

資総額は約 620億ドルに及ぶといわれている。中国はその大部分を拠出することを約束し

ている。CPEC は「一帯一路」の「帯（Belt）」である、「シルクロード経済ベルト」を構成
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する 6つの経済回廊の一つで、最も先行して開発が進んでいる。「中国は、CPECを『一帯

一路』の旗艦事業として重視している」5というだけに、その不調は、「一帯一路」そのもの

の難航を示唆しているともいえる。 

南アジアで、中国の「一帯一路」に最も強い懸念を抱いているのはインドだ。 

2017年５月に、中国が北京で開いた「一帯一路」に関する最初の国際会議：「『一帯一路』 

国際協力サミットフォーラム」をインド政府はボイコットした。「インドの反発は『一帯一

路』そのものというより、中国・パキスタン経済回廊（CPEC）に向けられている」6。「同

国（インド）では以前から、中国は安全保障上の動機ゆえに CPECを進めており、経済プ

ロジェクトであるとの主張は口実に過ぎないとの見方が強い」、「インド洋での中国のプレ

ゼンス増大と影響力拡大は、そこを『インドの海』とみなすインドにとっては無視しえな

い」7という。 

インド・ムンバイにあるシンクタンク、Gateway House は 2018年 2月に発表した、南ア

ジアでの中国の投資状況をまとめた報告書の中で、以下のように問題点を指摘した8。 

 

(1) 中国は今やモルディブ、ミャンマー、パキスタン、そしてスリランカで最大の海外

投資国となっている。 

(2) そうした中国の浸透は、インドを東西から挟む形で位置するミャンマーとパキスタ

ンで最も高い水準になっている。 

(3) 中国の手法は明らかだ。まず兵器の供給国として入り込み、次にその国のエリート

との関係を構築する。さらに、近代的なインフラを、延期された支払いで提供する。

いったん入り込んだら、その国の内政に影響を及ぼそうとする。時には中国の都合

の良いように政権交代すら画策する。 

(4) 中国の投資はハード・インフラに集中しているが、中国は地経学的側面も考えてい

る。中国は明らかに、地域のビジネスや金融システムを管理する新たなルールを作

ろうとしている。そうした動きはすでにインドの近隣で、中国支配を固めている。 

 

そのうえで南アジア地域の主な国別のケーススタディの結果として、各国の状況を次の

ように説明している。 

 

「モルディブ：投資が民主主義を侵食」、「パキスタン：無茶な抵当権」、「スリランカ：

債務の罠」、「ミャンマー：中国優位に抵抗」9 

こうした地域の中小国家の状況と、それがパワーゲームに与える影響については、最終
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報告で詳細に検討することとする。 

       

（b）「戦術的修正」 

こうした批判、警戒感が地域に広まるにつれて、中国は、防戦に努めるとともに、戦術

的修正といえる動きもみせている。 

習近平国家主席は 2018 年 11 月 17 日、パプアニューギニアで開かれたアジア太平洋経

済協力会議（APEC）に出席し、講演の中で次のように語った10。 

 

 「『一帯一路（the Belt and Road Initiative）』の共同建設は開放された協力の場であり、そ

の基本原則は、共に話し合い、共に建設し、共に分かち合うとなっている。地政学的

な政治的目的を持たず、誰かをターゲットにしたり、誰かを排除するものでもなく、

中国が世界とチャンスを共に分かち合い、発展の王道を目指すものだ」 

 

援助の受け入れ国を「債務の罠」にはめて追い詰め、中国の言いなりにして、地政学的

利益を追求しようとしている――こうした見方を真っ向から否定した。その背景には、経

済のグローバル化によって各国の相互依存が高まり、「利益共同体、運命共同体」が形成さ

れつつあるという中国の世界観、世界戦略がある。この基調講演の題（日本語版）が「自

己を封じれば世界を失う」となっているのはそのためだ。問題は、世界や地域の各国が、

中国との「利益共同体」、まして「運命共同体」に進んで加わりたいと思うかどうかだが、

その点に関する自省、自己分析は、中国からは聞かれない。 

「一帯一路」への諸外国からの批判をかわすために、中国はその英語名称を変更すると

いう奇抜な手も打った。 

この構想の発表当初は、そのまま英語に翻訳した “One Belt One Road” だった。 

それが 2016年になって、“Belt and Road Initiative” に変更された。理由は、“One Belt One 

Road” とすると、そうした“Belt”と“Road” は一本ずつしかないという「誤解」を生むから

だという。実際は、5 つのルートでアジア、欧州、アフリカを結ぶ計画だ。また、地域の

パートナー諸国がお互いに競い合うことを避ける意味合いもあったという。さらに、

“Initiative”という単語を新たに加えたのは、「戦略の開放性を強調して、『中国中心の制度構

築』という批判を避けるためだ」と説明されている11。  

英語名を改める理由のうち少なくとも一つは、実態を表していないという説明であった

にもかかわらず、中国語の名称は依然として、「一帯一路」のままだ。中国政府・共産党の

関心が、諸外国の抱くイメージにしか向いていないことが示されている。 
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しかも、その後の展開が示すように、国際社会でこの「改名」の効果は、必ずしも中国

政府が狙ったようには上がっていない。 

2018年 11月のAPEC首脳会議。習近平国家主席の直後に登壇したペンス米副大統領は、

中国を名指しはしなかったものの、「一帯一路」に対する強烈な批判を展開した12。 

 

「インド太平洋地域や世界を通じて、各国政府にインフラ（整備）のために融資を申し

出ている国があることを我々は皆、知っている」 

「しかし、そうした融資の条件は、良くても透明性に欠ける状態だ。多くの場合は、支

援が提供されるプロジェクトは、持続可能性に欠けたり、質が劣悪だったりする」 

「この地域や世界の諸国に申し上げたい。貴国の主権を危険にさらすような外国からの

債務は受け取らないでいただきたい」 

「米国は、我々のパートナー国を債務の海でおぼれさせたりはしない。強要はしない。

あるいは貴国の独立を危険にさらしたりはしない」 

「米国は貴国を束縛するような帯（belt）、あるいは一方通行の道（one way road）を勧め

たりはしない」 

 

ペンス副大統領は、あえて “One Belt One Road” という英語名称を使い、“Belt” は中国

から経済支援を受け入れる国を「拘束する帯」、“Road” は中国にだけ利益をもたらす「一

方通行の道」と解説してみせて、批判した。 

中国のこのような「戦術的修正」は、「一帯一路」にとどまらない。 

もう一つの顕著な例は、「中国製造 2025」だ。 

2015年に打ち出された中国の総合的な産業政策で、その意義を国務院の通知は次のよう

に説明している13。 

 

「製造業は国民経済の基盤であり、国家存立の根本であり、国家振興の神器であり、強

国になる基礎である。国際競争力のある製造業を作り出すことは、中国の総合的な国

力を高め、国の安全を保障し、世界における強国を打ち立てるために避けては通れな

い道である」 

「今後 3 度にわたる 10カ年計画を経て、建国 100年を迎える 2049年までに、世界の製

造業の発展を率いる製造強国へと中国を発展させ、中華民族の偉大な復興という

『チャイナ･ドリーム（China Dream）』実現に向けた土台を固めなければならない」 
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しかし、これに対して米国は強く反発した。 

トランプ米大統領は、中間選挙を終えた、2018 年 11 月 7 日の記者会見で、「中国製造

2025」について「侮辱的だ」と非難して次のように語った14。 

「中国は『中国製造 2025』を廃棄した。私が侮辱的だと言ったからだ。中国に言ったの

は、『中国製造 2025』は非常に侮辱的だ、なぜならその計画は、2025年には、中国が経済

的に世界を支配することを意味するからだ。そういうことにはならない」 

ロイター通信が調べたところ、中国の国営・新華社通信は、2018年初めから 5月末まで

に、「中国製造 2025」に 140回以上も言及したのに、6月 5日以降はピタリとやめていると

いう。ロイター通信電は、「北京（中国政府）は、この野心的な計画の発表が、米国の反発

を招いていることにますます注意を払っている」と解説している15。 

こうした修正は、ほかにもいくつか例があるが、共通しているのは、その性格がいずれ

も「戦術的」にとどまっており、中国の「戦略」、「野心」そのものが変わっているわけで

はない、ということだ。その点は米国をはじめとする地域諸国も見抜いており、それが中

国との緊張が根本的には緩和しない要因となっている。 

 

（２）米国：対中姿勢の硬化 

米国の対中姿勢は、ここ数年で大きく変化している。それは安全保障と経済の両面で起

きている。 

まず安全保障面だ。 

現在の米国の統合参謀本部議長のジョセフ・ダンフォード（Joseph Dunford）海兵隊大将

は、2015 年の議長指名承認のための上院軍事委員会での公聴会では、「ロシアが最大の脅

威」と語っていた。以下、中国、北朝鮮、イスラム国（ISIL）という順番だった16。それが、

2017年の再指名の承認公聴会では、当面の最大の脅威は北朝鮮としつつも、「2025年ごろ

までには、おそらく中国が米国にとって最大の脅威となると考える」と語り、中長期的に

は、中国が最大の脅威という新たな見方を明らかにした17。ロシアを単独で最大の脅威と

していた認識は、2年間で大きく変わった。 

こうした傾向は、2018 年から 2019 年にかけて公表された米国の二つの戦略文書からも

読み取れる。 

2017年末に公表された国家安全保障戦略（National Security Strategy, NSS）は中国に関し

て、ロシアとともに「修正主義国家」だと規定した18。さらに、その戦略的意図を「インド

太平洋地域で米国にとってかわり、国家主導の経済モデルの影響範囲を広げ、地域秩序を

自国に有利なように再構築しようとしている」などとして、軍事面だけでなく経済面でも
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警戒感を露わにした。NSSの下部計画で、2018年 1月に要約版が公表された国家防衛戦略

（National Defense Strategy, NDS）は、中国を「戦略的な競争相手」と規定し、「南シナ海の

人工島を軍事化する一方で、経済を略奪目的に使い近隣諸国を脅迫している」と批判的に

説明している19。地政学だけでなく、地経学的な方法、手段も用いるようになっていること

を新たに指摘している。 

経済面でも中国との関係は従来に比べて、より悪化しやすくなっているという見方が米

国内で指摘されている。 

2018 年 5 月にワシントン DC で開催された、米中関係正常化 40 周年をテーマとしたシ

ンポジウムで、米中関係の「ショック・アブソーバー（緩衝器）が無くなってしまった」

という議論が聞かれた。これまでは、安全保障面での緊張が両国関係の危機を引き起こし

ても、経済関係が相互補完的だったので、問題を棚上げしてしのぐことができた。しかし、

そうした両国間の構造は変わってしまったという指摘だ。中国経済が構造的に進化した結

果、両国経済はもはや、役割分担に基づく相互補完性を失いつつあり、産業分野によって

は正面から衝突するところまで来ている。その結果、安全保障面での緊張や政府の立場の

違いは、従来より頻繁、かつ急速に顕在化するようになっているという分析だった20。 

現在の米中関係の緊張は、単なる一過性の事象ではなく、歴史的、構造的な問題に起因

しているという見方で、米国でも広く共有されつつある。 

こうした対中認識の大きな転換を受けて、米国政府の対中アプローチも変化を見せてい

る。まず、1970年代の米中国交正常化以来、対中アプローチの基調だった「関与（engagement）」

は失敗に終わったという評価だ。2017年の NSSは次のように記している21。 

 

「過去数十年にわたって、米国の（対中）政策は、中国の台頭と、戦後の国際秩序への

統合は中国を自由主義化するだろうという考えに基づいてきた」 

「しかしそうした我々の希望に反して、中国は他国の主権を犠牲にして自国の力を拡大

した」 

「（中国と他国との）このような競争を受けて、米国は過去 20年間継続してきた政策を

再考する必要性に迫られている。すなわち、ライバル国に対する関与（engagement）、

さらに国際機関や地球規模の通商への参加容認は、ライバル国を穏当なメンバー、信

頼できるパートナーに変えるという前提に基づく諸政策だ。大部分について、その前

提は間違いであることが明らかになった」 

 

その結果、米国は、「関与」から、「均衡（balance）」 さらには、「分断（decouple）」へと
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対中アプローチを敵対的なものに変化させつつある。 

「均衡（balance）」とは、中国のとる攻撃的、敵対的な政策や措置、それに伴う緊張の高

まりに対し、相応の政策や措置を米国もとって対抗するというものだ。トランプ政権が進

めている、経済制裁を主な手段とする、いわゆる貿易戦争がその典型的な例だ。 

さらに、先鋭化したものが「分断（decouple）」だ。 

米国政府の正式な政策として打ち出されたわけではないが、ホワイトハウスで通商製造

業政策担当の大統領補佐官を務める、ピーター・ナバロ（Peter Navarro）氏が、提唱してい

るという22。 

対米外国投資委員会（CFIUS）の権限を強化して、中国資本による米企業の買収を阻止

しようという動きや、次世代の高速移動通信方式「５Ｇ」通信網から、中国の華為技術を

締め出す決定も、ともに「分断」の例といえる。 

基本的には、経済、通商面での方策だが、安全保障面にも及んでいる。 

2018年 6月に予定されていた米国主催の多国間軍事演習、環太平洋合同演習「リムパッ

ク（RIMPAC: Rim of the Pacific Exercise）2018」への中国の招待を取り消したことは、その

例と言える。中国が南シナ海で、人工島の軍事化をやめないことへの報復措置だ。 

こうした「分断論」に対して中国は強く反発している。 

王毅外相は 2019 年 3 月 8 日、全人代の開催中に行った記者会見で「（米側では、中米）

両国の経済を分断すると明言している人がいるが、それは単に希望的な甘い考えに過ぎな

い」と真っ向から否定した。さらに両国の利益は「不可分」であり、「中国から分断するこ

とは、好機や未来、さらにある意味では、世界から分断することだ」と述べた。そのうえ

で「両国は対決に陥ってはならないし、そうはならない」とも語った23。 

その 1週間後には、今度は李克強首相が、「米中の経済を分断することは、現実的ではな

い」と重ねて、否定した24。度重なる中国側からの反論は、何とかそうした流れを食い止め

たいという強い危機感の表れともいえる。 

こうした「関与（engagement）」から、「均衡（balance）」。さらに「分断（decouple）」へ

という対中姿勢の先鋭化は、トランプ政権になってから見られるようになった現象だ。た

だ、すべての政策分野で「分断（decouple）」まで進められるわけではない。中国が指摘す

るように、経済面の相互依存が高まっているなか、限界があることは確かだ。分野によっ

ては、「均衡」まででとどめ、一部について、「分断」まで至っているというのが実情だ。 

 

（３）インド：対中警戒感の深化 

2019年 1月 24日にインドは、ベンガル湾に新たな海軍航空基地を開設した25。マラッカ
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海峡の北西、アンダマン・ニコバル諸島北部にあるコハッサ基地だ。これにあわせる形で、

インド海軍は 2017年に中型哨戒機 Dornier 228を 12機、調達する契約を結び、2019年に

は 3個飛行隊の新設を決めた。 

コハッサ基地は、もともと 2001年に開設された海軍航空基地を拡大・改修したもので、

現在の滑走路は 1000 メートル。運用できるのは、中型の双発プロペラ哨戒機とヘリコプ

ターに限られるが、将来的には 3000 メートルまで延長する計画だという26。そうなれば、

ボーイング 737 旅客機をベースに米国で開発された最新鋭の長距離対潜哨戒機 P8Iも運用

できるようになるという。 

こうした一連の動きからは、インドがベンガル湾東部海域での対潜哨戒能力の向上を目

指していることが読み取れる。インド政府の公式発表は名指しを避けているものの、中国

海軍が水上艦艇だけでなく潜水艦のベンガル湾やインド洋への進出を強化していることへ

の対抗策であることが明らかだ。インド海軍が 2016年に、国産の弾道ミサイル原子力潜水

艦の 1 番艦「アリハント」を就役させたことも、対潜戦能力の向上を図ろうとする理由の

一つになっていると考えられる。 

そうした対中警戒感の深まりは、日本に対する防衛協力強化の要望にも表れている。イ

ンドの海軍関係者の間では、日本に対して、南シナ海からインド洋に進出する中国海軍の

潜水艦の捕捉に協力を求める声が出ている。インド側の危機感は、南シナ海で起きた、中

国による既成事実の積み重ねによる実質支配の確立が、マラッカ海峡を越えた東ベンガル

湾でも同じような形で行われるのではないか、ということだ。 

インドの外交戦略は、冷戦期の前半が、「非同盟路線」、後半が「印ソ同盟路線」。さらに

冷戦後は、「全方位連携外交」だったと説明されている27。 

現在は、「戦略的自主性を重視」し、「特定国との同盟関係ではなく主要国との全方位外

交を展開」している28。その根底にあるのは、“strategic autonomy（戦略的自治）” という考

えだ29。しかし、最近の戦略環境の新たな展開を受けて、こうした「戦略的自治」を乗り越

えて、新たな外交戦略を打ち出す必要を論じる動きも出ている30。中国が南シナ海やイン

ド洋で、海軍のプレゼンスを拡大したり、人工島や港湾を造ったりすることで影響力を拡

大するなか、「インドは米国海軍との共同訓練、米艦船への補給などの対抗措置を取り始め

ている」との指摘もある31。 

それが冷戦後に一部、姿を現したとされる、「対米重視路線」の延長・強化となるのか、

日本への期待が膨らむことになるのか、さらには、日米に豪州を加えたいわゆる4か国

（“QUAD”）態勢に進むことになるのか。その先行きはまだ明確になっていない。  
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（４）日本：「自由で開かれたインド太平洋 (Free and Open Indo-Pacific, FOIP)」戦略

（構想）がもたらす対中戦略の変化 

安倍晋三首相が 2016年に打ち出した「自由で開かれたインド太平洋」戦略で、日本は、

大枠の外交戦略の対象を、「アジア太平洋」から、「インド太平洋」に拡大させた。 

政府の説明によると、その根本は、成長著しいアジアと潜在力にあふれるアフリカとい

う「二つの大陸」を、自由で開かれた「太平洋」と「インド洋」という「二つの大洋」で

連結して、「地域全体の安定と繁栄を促進する」という考えだ。 

取り組みの「三本柱」としては、 

①法の支配、航行の自由、自由貿易等の普及・定着 

②経済的繁栄の追求 

③平和と安定の確保 

を挙げている32。 

日本政府は、FOIP の狙いについて、「特定の国を対象にしたものではない」、「中国を包

囲しようと意図したものではない」と、さまざまな機会をとらえて説明している。中国の

反発を招かないように努め、地域諸国が中国への気兼ねなしに同調できるようにしようと

いう、外交的な計算、配慮に基づくものだ。 

2018 年には、発表当初、「戦略（strategy）」としていた名称を、「構想（vision）」に変更

するという追加措置もとった。その理由について日本経済新聞は、次のように報じた。 

「外務省幹部は、「ASEANには『一帯一路か、インド太平洋戦略か』という選択を嫌が

る国がある。戦略というぎらついたイメージを与えるのは得策ではないと考えた」と明か

す。「言葉の選択という名目上の争いより、賛同国を増やす実質的な成果を重視する」33。 

FOIPは、中国、あるいは「一帯一路」を敵視したものではないにしろ、それを念頭にお

いて作られたことは、まぎれもない事実だ。政府関係者の中には「中国の拡大する影響を、

オフセット（“off-set”,相殺）するためだ」と明言する人もいる34。 

「一帯一路」との競争で、不利にならないよう、FOIP からは、「民主主義の普及」、「人

権の尊重」といったいわゆる「価値外交」の要素を「意図的に取り除いた」という説明も

聞かれる。これは、第一次安倍内閣で打ち出された地域戦略、「自由と繁栄の弧」35が、価

値外交をその根本に据えていたのとは百八十度の方向転換だ。 

当初の FOIP の具体的な「しかけ」は、日本が得意とする質の高いインフラ整備を説明

することで、「債務の罠」など「一帯一路」が抱える問題点を浮き彫りにしようというもの

だった。表向きの説明はともかく、実態は中国に対抗しようという意図が明確だった。 

それが次第に、変化していく。2017 年 6 月の講演で安倍首相は、「一帯一路」構想につ
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いて、プロジェクトの開放性、透明性、経済性、受け入れ国の財政の健全性の 4 条件をつ

けつつも、「洋の東西、その間の多様な地域を結びつけるポテンシャルを持った構想だ」と

初めて積極的に評価する姿勢を示した36。翌日の定例記者会見で説明を求められた菅義偉

官房長官も、「この構想のもとでの取り組みが、国際スタンダードに合致した質の高いもの

として推進されることが重要だ」と強調したうえで、「日中両国が国際的な課題や地域の繁

栄のため、ともに貢献することは重要であり、こうした観点から協力できるところは協力

していく考えだ」と語った37。 

2018 年 10 月に訪中した際に安倍首相は、さらに一歩進め、そうした「国際スタンダー

ド」にのっとったものであることを前提に、中国と第三国での共同インフラ整備プロジェ

クトに乗り出すことを表明した。 

中国共産党の機関紙、人民日報は、習近平国家主席が安倍首相との日中首脳会談で、次

のように語ったと報じた38。 

 

「『一帯一路』の共同建設は中日が相互利益の協力を深化する上で新たなプラット

フォームと実験田を提供した。中国は日本が新時代の中国の発展プロセスにより積極

的に参加し、両国のよりハイレベルの互恵・ウィンウィンを実現することを歓迎する」 

 

中国と合意した第三国での共同インフラ整備プロジェクトは「一帯一路」の一環であっ

て、日本が参加するという説明だ。人民日報は続けて、安倍首相も、「『一帯一路』は潜在

力のある構想であり、日本は中国と広い範囲で協力を強化したいと考えており、これには

第三国市場の共同開拓が含まれる」と話し、同調したとされている。ちなみにこのような

発言はいずれも、日本外務省が公表した会談記録にはない39。 

日本政府の考えは、共同プロジェクトに参画することで、中国側に 4 条件をはじめとす

る「国際スタンダード」を課し、「債務の罠」などの問題点を解消しようということだ。中

国の懐に入り込んで、問題行動を変えようといういわば、「内側からの改革誘導」アプロー

チだ。 

一方、米国は、「一帯一路」を「脅威」とみて排除し、FOIP を通じて地域諸国に代替案

を提供しようという「外側からの圧力」アプローチをとっている。対中「関与（engagement）」

は失敗したとして放棄し、「均衡（balance）」 さらには、「分断（decouple）」へと対中アプ

ローチを敵対的なものに変化させつつある米国ならではの取り組み姿勢だといえる。日本

とはかなり本質的な認識の違いをはらんでいる。 

「関与」の要素を残した日本のアプローチは、当面の対日関係改善を目指す中国政府の
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方針と、ある程度噛み合っている。ただ、上述したような中国の「戦術的修正」を、「韬光
とうこう

养
よう

晦
かい

」への復帰のような戦略的修正までレベルアップすることはできていない。その見通

しも立っていない。 

さらに、地域の諸国の間では、そうした日本の「関与」アプローチは、対中姿勢の軟化、

妥協だと批判的にみる向きも出ている。とりわけ、2016 年から日本が、FOIP を通じて進

めて来た、「一帯一路」の問題性のあぶり出しが、地域諸国の間である程度浸透し、プロジェ

クトの参加見直しの動きも出てきているだけに、地域の政策専門家の間では「日本はなぜ

裏切るのか」という激しい批判の声すら聞かれる40。日本政府関係者は「誤解」と反論する

が、この事例は、地域で一律の支持が取り付けられる対中政策を編み出すことの難しさを、

改めて浮き彫りにしているといえる。 

こうした対中政策に起因する、地域各国相互の関係の乱れは、欧州でも見られる。2019

年 3月の習近平国家主席の欧州歴訪に際し、エマニュエル・マクロン（Emmanuel Macron）

フランス大統領は、「欧州が中国に対してナイーブだった時代は終わった」と語り41、中国

が非対称な利益を得る経済進出を続けることに厳しい姿勢を示した。これに対して、同じ

EUのメンバーで、G7の一員でもあるイタリアが、「一帯一路」に協力を約束する覚書に署

名したのだ。アドリア海に面したトリエステ港は、中国にとって地中海から欧州への入り

口となる。その開発など総額 25億ユーロ（約 3100億円）規模の経済支援が提供されるこ

とになった、という42。 

 

２．大国の行動の変化が地域秩序に与える影響 

自国の経済力と、相手国の依存を利用した、中国の地経学的アプローチが、世界各地で

それなりの成果を上げている。地政学に地経学を加えた政策手段と方法が、インド太平洋

地域の地域秩序づくりに大きな役割を果たすようになっている。大国間競争の基調を形作

るにとどまらず、中小国の地域とのかかわりにも大きな影響を及ぼしている。 

「一帯一路」に代表されるそうした中国の地政学、地経学的アプローチによって生まれ

ている、地域諸国間の新たな矛盾は、各国が目指す地域秩序の違いを浮き彫りにしている。

日本は、依然として米国が指導的立場をとる一極支配の秩序を支持し、維持しようとする

立場だ。そうした米国支配の秩序は、台頭する中国の挑戦を受けている。一方、中国はか

ねて多極化した秩序の構築を目指しており、自国の国力や影響力の拡大もあって、その実

現可能性は次第に大きくなっている。米国が、「主要な防衛パートナー（“a Major Defense 

Partner of the United States”）」43と規定するインドも、同様に多極化秩序が自国の利益に望

ましいという立場だ。 
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「アメリカ第一主義」を掲げるトランプ政権も、地域のリーダーとしての地位を諦める

そぶりは一切見せていない。2017 年の NSS は、インド太平洋地域で中国が展開する地政

学、地経学的挑戦について、次のように書いている。 

 

「地域諸国は、主権と独立を尊重する共通の対応をとるために、米国の変らぬリーダー

シップを求めている」44 

 

一方、民主党のオバマ米政権で国務副長官を務めたウィリアム・バーンズ（William Burns）

氏は、最近出版した回顧録の中で次のように書いている。 

 

「今は、中国の台頭が最も重大な地政学的趨勢であり、アジアは引き続き、各国の最優

先課題としてその存在をどんどん大きくしている。トランプ大統領の予測不可能性と

無関心は、中国に自分でも期待してもいなかったような早い段階で、アジア支配に向

けた道を開いた」 

「中国の覇権に対するアジア諸国の不安は、米国にとって、日本のような伝統的な同盟

国、さらにはインドのような新興パートナー国との関係をともに構築していく自然な

機会を生んでいる」45 

 

中国によるアジア支配確立の可能性が、予想以上に早く見え始めていると認める一方で、

インド太平洋でのリーダーとしての地位は譲らない――これが、共和、民主両党を問わな

い、米国の外交エリートの典型的な意識だろう。この地域秩序をめぐるせめぎ合いは、こ

れから一層激しくなることが避けられない。 

 

むすび 

インド太平洋地域は、中国の影響力の拡大と、米国のコミットメントが不確実になった

ことで、揺れ動いている。具体的には、中国の「一帯一路」と日本や米国が進める FOIPと

の駆け引き、せめぎ合いが、地域の中小国をも巻き込んで、展開されている。それは、単

純な二極対立の構図では説明し切れない、複雑な様相を呈している。しかし、大局的にみ

れば、各国に突きつけられているのは、冷戦後から続く米国の一国優位は持ちこたえるこ

とができるのか、もしそれが崩壊した場合、“post-primacy alternative”46 はだれが作るのか、

どのような形になるのか、という歴史的、根本的な問いかけだ。インド太平洋で起きてい

る地政学的、地経学的変化の分析は、その答えを見極めるための、有力な手立ての一つと
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なりうる。 
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第２章 大国を目指すインドとインド洋の秩序 

 

田所 昌幸 

 

１．インド外交の基本的路線 

1947年にインドが独立して以来、インド外交の基本的路線を確立したのは、1996年に政

権をインド人民党（BJP）にあけ渡すまでインド政治を支配してきた国民会議派（Indian 

National Congress）と、その指導者としてまた首相として 1964年に亡くなるまで巨大な権

力を維持したジャワハルラール・ネルーであった。ネルーの非同盟中立の外交路線は、米

ソ対立に特徴付けられる冷戦下にあって、アジア・アフリカの新興独立諸国に対して、開

発モデルをしめし、これらの国々の指導者としてインドの国際社会における地位を世界的

に認知されるようにすることであった。そのため独立当初のインドの対外政策は、理想主

義的色彩の濃いものであるとして、国際世論で大きな権威を誇った。もっともそのインド

は、南アジアの周辺諸国に対しては、地域の盟主として明らかに覇権主義的な態度で接し

てきた。そのため、インドが自らの勢力圏と見なす地域に外部の勢力が介入することに強

く抵抗しつつ、南アジアの不安定化を防止したいという意識を強く持ってきた。 

またインドは、インドに続いて独立した共産中国に対しても、当初はそれとの関与を志

向するものであった。たとえば、インドは中国の国連代表権問題では常に北京政府を支持

し続け、台湾は中国の一部であるという北京政府の主張を認める立場をとっていた1。こう

いったインドの姿勢は、ネルーのグローバルなヴィジョンと関連していた。つまり、ネルー

は印中を協力しつつリーダーとしてアジア・アフリカの新興独立国を指導する主要な勢力

となる世界秩序を構想していたのである2。ネルーと周恩来は 1954 年に両国におけるチ

ベットの地位について協定を結び、そこで平和五原則に合意した。それは、領土・主権の

相互尊重、相互不可侵、相互内政不干渉、平等互恵、平和共存を内容とするものであった。

インドのこういったグローバルなヴィジョンは、冷戦的対立を超える希望を示すものとし

て、日本を含む多くの国々の理想主義的な世論に大きな魅力を持った。そのため、アジア・

アフリカの新興諸国の指導者として、インドは大きな権威を誇り、その国力に比して不釣

り合いなほど大きな影響力を持つことになった。 

しかし 1959年には中国が武力によって併合したチベットで反乱が起こり、ダライ・ラマ

14 世がインドに亡命したことから印中両国の対立が深まり、1960 年代になると国境問題

が表面化した。そして 1962年 10月に中国軍が東西両方の係争地で侵攻を開始し、インド

は一方的な敗北を喫することになった。侵攻した中国側 8万人に対してインド側が動員で
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きたのは 1万人強であり、装備、兵站のいずれの面でも劣勢であった。加えてインド側の

戦争指導は明らかに準備不足で、平野部から増援されたインド軍兵士の多くが高山病にか

かり、戦力にならなかったと言われる。虚を突かれたインド側は全くの準備不足で、イン

ドは屈辱的な敗北を経験したのである3。 

この手痛い敗北をきっかけにインドの外交政策は大きく転換し、敗北の記憶はいわばト

ラウマとなって今日にいたるまでインドの対中姿勢の底流に潜伏し続けている。「1962 年

以降、インドの指導者らは目標を切り下げて、南アジアの戦略環境を整備することに専心

するようになった。同年の軍事衝突により、インド国民は、ネルーやメノンがパキスタン

を主要な地政学的懸念だと強く強調してきたことの意味を考え直すようになった。またこ

の衝突によって、中国の圧力に対してインド北東部の守備を強化することの重大性も認識

するようになった。4」 

つまり、ネルー主義的な道義的外交路線は現実主義的な方向に転換し、一方で中国との

国境の防衛により多くの精力が割かれるようになった。それとともに、パキスタン、ネパー

ル、スリランカなどの南アジアにおける中国のプレゼンスを常に監視し警戒することに、

外交努力の焦点が当てられることになった。また、中国への対抗上の理由からもアジア・

アフリカ諸国の枠組みは重要になり、アフリカ諸国への支援を通じて、中国の影響力の浸

透に対抗するようになった。 

この印中戦争はインドを取り巻く大国間関係にも連鎖的な影響を及ぼした。戦争中の危

機的な状況下で、ネルー首相はアメリカの介入を求め、アメリカは航空母艦をインド洋に

移動させてこれに応じたのである。このような、インドのアメリカへの接近は、1970年代

に米中関係が劇的に改善すると逆転し、インドの対米関係は疎遠なものになった。それと

は対照的にインドはソ連との関係に傾斜したが、その背後には中ソ関係の険悪化があった

ことは言うまでもない。 

しかし 1970 年代末から印中関係は徐々に改善し始め、1988 年には当時のラジブ・ガン

ジー首相が訪中するところまで好転した。96年には江沢民国家主席が押印し、両国間で「建

設的パートナーシップ」を構築することに合意した。98年にインドが核実験を実行すると、

印中関係も悪化した。もっとも、インドの核政策が中国への抑止を念頭に置いたものであ

るのにもかかわらず、中国は戦略的に圧倒的に優勢であることから、重大な関心を寄せて

いるわけではないようである。印中関係の全般的な改善の背景には、冷戦の終焉というグ

ローバルな地政学的環境の変化が関係しているのは言うまでもない。ソ連の崩壊によって、

その後継国家であるロシアは、アメリカや中国との均衡を維持するのに十分な戦略的重み

を喪失した。それはインドを中国に接近させる力学となって作用した。 
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また 1979 年以後中国の改革開放政策によるめざましい経済的成功という、グローバル

経済の展開も、インドにとって大きな意味を持つものであった。ネルー主義はどちらかと

言えば社会主義的な経済運営を志向するものであったが、インド経済の停滞を尻目に中国

が爆発的な経済発展を過去 30 年にわたって実現したことは、インドの経済開発戦略にも

再検討を迫るものであった。中国から遅れること 10 年あまり、1990 年からはインドも経

済の市場化へと舵を切るとともに、インドそのものの経済開発のために中国との経済関係

はますますその重要性を増すことになって今日に至っている。 

しかし印中関係が全般的には緩やかに改善してきたものの、本質的な和解からはほど遠

いのも事実である。第一に印中間の国境問題はまったく打開の糸口が見いだせていない。

インドと中国の間には、3500キロメートル近くにもわたる国境が東西に走っている。西部

では、インドは、中国が 4万 3000平方キロメートルを不法に占拠しており、その一部はパ

キスタンが中国に不法に譲渡したものだと主張している。東部では、中国は、インドのア

ルナチャル・ プラデシュ州全体の領有権を主張している。また、中部でも中国、ネパール

に接したインドが実効支配する比較的小さな地域で、国境紛争がある。印中両国間で包括

的な解決が何回か検討されたものの合意に至らず、実効支配線が相互に侵される事件がし

ばしば起こっている。 

第二に、中国の強大化に伴い、中国の影響力がインドの周辺国に及んでいることにイン

ド側は神経をとがらせている。とりわけパキスタンとは、インドは独立以来の緊張関係に

あり、3 回にわたって戦争が勃発した。インドとパキスタンの戦力バランスは、今や圧倒

的にインドが有利だが、インドとしては中国がパキスタンを利用して、インドに対し圧力

を加えているという不満がある。類似のことは、ミャンマーやスリランカなど、インドが

自国の勢力圏と見なす地域に、中国が影響力を伸張していることに、強い猜疑心を持って

いる。 
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出所：ラール『台頭するインド・中国』38頁。 

 

２．モディ政権と印中関係 

ところで、インド政治を長期にわたって支配し続けてきた、国民会議派に代わって 2014

年にインド人民党を率いてインドの首相となったナレンドラ・モディの政権下では、上記

のインド外交路線、とりわけ対中関係はどの程度変化したのだろうか。 

モディ首相は、ヒンドゥー・ナショナリズムを提唱してきた政治家であることから、そ

の対外姿勢もいわば文明論的な色彩の濃いものとなり、南アジア全域を拡大インド

（Akhand Bharat）の文明圏と見なす拡張的な対外政策に乗り出す可能性も取り沙汰された。

しかし、過去 5年間のモディ政権の対外姿勢は、むしろ国内の経済開発政策の延長として

理解できる部分が大きい。そしてそのため外交政策も、全般的にこれまでのインドの対外

政策と連続性を強く感じさせるものになっている。 

モディ率いる BJP政権が誕生した背景には、1990年代以降経済の市場化、自由化によっ

て、様々な課題が噴出したことがある。インド経済は確かに順調に拡大しているが、人口

の 70％をしめる農村部に住む人々に、経済発展の恩恵がなかなか及びにくいのが実情であ

る。IT産業や製薬産業の発展で潤う都市の中産階級との格差や、都市に流出した若年層の

雇用問題などが、選挙戦の中心的な争点であった。 

とはいえ、モディは就任以来非常に精力的に外遊を繰り返し、就任後 4 年間で 35 回の

外遊をこなし、53ヶ国を訪問した。アメリカにも 2019年 2月の本稿執筆段階までに 5回

訪問している。とりわけ重要な成果は、2006年の核合意以降順調に核保有国としての認知

を高め、ワッセナー合意、ミサイル技術管理レジーム、オーストラリア・グループなどの

国際輸出管理レジームのメンバーになったことである。これによって、インドは NPT条約
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のメンバーではないにもかかわらず、アメリカから同盟国に準ずる扱いを受け、防衛技術

を獲得できるようになったからである。また 2018 年 9 月には、インドとアメリカの初の

外務・防衛担当閣僚会議（2+2）がニューデリーで開催され、これは今後定例化されること

になっている。インドは今やアメリカの主要防衛パートナー（MDP）であることを再確認

し、両国間の安全保障協力の深化が謳われている。このように米印関係は急速に進展して

いる。 

それでは今やアメリカの主要な戦略的ライバルである中国との関係はどうだろうか。す

でに前節で述べたようで、インドにとって中国は少なくとも屈辱的な敗北を喫した印中戦

争以来、常に大きな脅威であり続けてきた。国境紛争が解決する見通しは依然としてまっ

たくたっていない。それどころか、2017年にはブータンのドクラム高地で、中国が道路建

設を始めたことからブータンを事実上の自身の保護国と考えているインドは、激しく反応

した。その結果 2 ヶ月以上にわたって印中両国軍のにらみ合いが続いた。結局中国側は工

事を中止するとともに両国軍が撤収したことで事態は収拾し、中国側の譲歩をインドが引

き出した形となっている。しかし中国が再び工事を開始しない保証はなく、またアルナー

チャル・プラデーシュ州全域に対する中国の領有権の主張にもなんの変化もない。 

また、インドは中国が一帯一路計画を通じて、周辺の南アジア諸国での存在感を強める

ことに、強い警戒感をもっている。とりわけパキスタンと中国を結ぶ中国・パキスタン経

済回廊（CPEC）には強い不満を表明しており、そのため 2017年 5月に北京で行われた一

帯一路フォーラムをインドはボイコットしている5。この他にも、北のカトマンズとラサを

結ぶトランス・ヒマラヤ鉄道、そして西にはバングラデシュ・中国・インド・ミャンマー

を結ぶ経済回廊（BCIM-EC）についても、計画に対するインドの警戒感は強い。 

また印中 2国間の貿易関係でも、中国が一人勝ちの様相を呈していることに、インド側

の不満は募っている。インドの中国に対する貿易赤字は増加し、中国家電がインド市場を

席巻し、国内企業が駆逐される傾向が出てくると、一部では中国製品をボイコットする動

きも出ている6。 

しかしながら、インドは中国と利害が共通する部分も少なくない。グローバルには両国

はともに「新興国」の一員として、欧米主導の国際秩序をより「多極化」させることが望

ましいという立場で印中両国は一致している。そのため BRICSの一員として利害をともに

し、行動をともにする場合も少なくない。BRICSが創設した新開発銀行（NDB:通称 BRICS

銀行）は、アメリカが事実上支配してきたブレトンウッズ機構への共通の不満を背景に、

世銀とは独立した制度の創設にともに動いた結果である。NDBの本店は上海に置かれてい

るものの、初代の総裁職をインド人にゆずるという配慮を、中国もしている。アジアイン
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フラ投資銀行（AIIB）についても、インドは事実上中国が支配する同行の創設メンバーで

あり、2018年にはインドのムンバイで第 3回の年次総会が開催されている。 

つまりインドの対中姿勢は深い不信感によって特徴付けられ、とりわけ一帯一路計画に

よって、インドが中国の影響力が南アジアにおよび、包囲されつつあると感じていること

から、印中の本質的な和解はおこりそうもない。他方でインドは、アメリカの対中戦略の

一翼を担う意思もない。それは、あくまで自国の戦略的自律性を維持しつつ、南アジアに

対する諸外国の影響力を排除したいという、いわばインド版のモンロー主義的な態度と見

ることもできる。また、無用に中国を刺激したくないという中国に対する戦略的劣等意識

を反映している部分もあるかもしれない。 

 

３．インド洋をめぐる地政学的変動 

以上に述べたようなインドの対外姿勢は、今後変化する可能性はないだろうか。とりわ

け、インド洋をめぐる地政学的条件の変動が今後のインドの外交・安全保障政策にどのよ

うな影響を及ぼすかを少し検討してみよう。 

インドと中国の軍事バランスは、あらゆる面で中国が有利であり、「ざっくり言えば、中

国軍の規模はインド軍の 2~3 倍、近代化の度合いも 10 年程度中国が先を走っているとみ

ることができる。7」 しかし両国の陸軍は、相当あきらかな進出限界をともなう地政学的な

条件の支配下にある。これまで半世紀以上におよんで両国が対峙してきた印中の陸上国境

では、優勢な中国軍がヒマラヤ山脈を越えて大幅に進出するにしても、大規模な部隊を長

期にわたって維持することが非現実的なことは、兵站の困難さを考えればすぐに了解でき

よう。しかも印中両国は、ともに広大な国土と 10 億人を超す人口を擁する世界でももっと

も戦略的縦深の深い国であり、印中両国が陸上兵力で他方を屈服させることは、ほぼ不可

能と見てよい。1962年の印中戦争でインド側が一方的に敗北したにもかかわらず、中国側

は比較的早期に停戦に応じ、部隊を実効支配線の後方まで撤退したが、これはこのような

進出限界の存在を示唆している。 

同様のことは海についても当てはまる。中国海軍がマラッカ海峡を越えてインド洋でイ

ンド海軍を圧倒することも、逆にインド海軍が南シナ海や東シナ海で中国海軍に対抗でき

ることも考えにくい。とりわけインド洋の場合、インドの地形は大きく海洋に突き出す形

をしており、インドは基地航空部隊による航空優勢をインド洋上の広範な地域で確保でき

ると期待できる。中国海軍がインド洋で優位に立てるということも、このような地政学的

条件を考えるとまずありえない。つまり印中両国は自然な地政学的な棲み分けが成立しや

すい条件下にあると見ることもできよう。 
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しかし、インド洋の戦略的環境を決めているのは、いうまでもなくインドと中国の 2国

だけではない。中国は当面、一帯一路計画や「海のシルクロード」計画を通じて、インド

洋に面する様々な国との関係を継続的に強化し、場合によっては海軍力を展開するための

拠点を獲得するだろう。これがインドにとって懸念材料になるのは当然であるが、上記の

地政学的条件を考えると、当面中国の目的は、独自の海軍力でインド洋を支配するという

よりも、地域の諸国との政治的関係を、主として経済的テコを利用して強化し、それによっ

て地域における自国の影響力を強めようとしているように思われる。そのため中国は、イ

ンド洋一帯で援助や投資を通じた働きかけを強め、港湾施設などへの利用権も獲得してい

る。 

ASEAN諸国は、もちろん開かれた自由な海洋秩序に死活的な利害がある。だが中国の勢

力の拡大については、多様な中小国の連合体である ASEAN メンバー内で態度が一致して

いるわけではなく、中国の台頭を所与の前提として受け入れる傾向が強い。他の大国が中

国を抑止することについて歓迎はしても、中国を抑止する上で ASEAN 自体の役割として

は限界があると見るべきであろう。インド洋に面するミャンマーは、軍事政権下の時代に

は欧米社会から疎外されていたため、急速に中国に接近した。2011年の民主化以降によっ

てミャンマーと中国の関係はやや相対化されたものの、依然として中国への経済的依存は

強い。これに対して、インドとミャンマーの関係は悪いわけではないが、中国とミャンマー

との関係の緊密度には遠く及ばない。すでに 1994年には、中国はミャンマーと租借協定を

結び、マラッカ海峡の西側の入り口にあたるインドのアンダンマン・ニコバル諸島から数

十キロメートルの所に位置するココ諸島に軍事施設を建設している8。 

またよく知られているように、スリランカでは、2009 年のハンバントタ港が 2017 年よ

り 99年間にわたり中国国有企業が運営権を獲得することになった。スリランカは 2009年

の内戦終結前後からマヒンダ・ラージャパクサ大統領の下で、中国から多額の復興資金を

導入しつつ、密接な関係を築いた。その背景には、内戦時代の人権問題で非難を浴び孤立

していたスリランカ政府が、非欧米の国に支援を求めたことがある。2015年の大統領選挙

で中国から多額の援助を受けていたといわれるラージャパクサ大統領は結局選挙で敗れて、

権力の座を退いた。同大統領が残した中国への債務は返済不可能になり、中国が債務返済

の再交渉に応じなかったことから、施設や土地を中国に明け渡さざるを得なくなったので

ある9。 

インドにとって最大の戦略的な懸念は、パキスタンである。パキスタンはインドの隣に

位置するために、実際より小さく見える宿命にあるが、2 億の人口を持ち核兵器を持つ決

して無視できない勢力である。そのパキスタンは、建国以来カシミールの帰属をめぐって



第２章 大国を目指すインドとインド洋の秩序 

 －44－

常に緊張関係にあるが、インドからの圧力を感ずれば感ずるほど中国への傾斜を強めるこ

とになる。パキスタンにとっては、アメリカは冷戦時代にはソ連に近いインドへの対抗上

援助を供与したが、その後は無関心になったり、核開発やタリバーンとの関係をめぐって

制裁を課したりと、その態度は一貫性を欠き信頼のおけない国としか見えない。それに対

して、中国ははるかに信頼できる後ろ盾である。実際中国も、時間をかけてパキスタンと

の関係を強化してきた結果、中国とパキスタンとの関係は、「全天候型」の関係とまで言わ

れるほど安定し密接なものになっている10。インドの周辺国に対する覇権的な姿勢が、そ

れらの諸国をみすみす中国の側に追いやっている結果になっているのである。 

また、インド洋、とりわけインド洋西部の地政学的環境を考える上では、イランの存在

も無視できない。そのイランとインドの関係は様々な変遷を遂げてきた。しかしインドと

しては増大するエネルギーの供給をイランに依存しており、また 1979 年のイラン革命以

来険悪化している欧米諸国との関係に代わる存在としてイランは、中国、ロシア、インド

に期待する面が大きい。トランプ政権が核合意を破棄し、イランへの強硬姿勢を強化する

と、イランは中国への傾斜を強めてきている。インドとしては対中牽制の意味でも、イラ

ンとの関係は強化したいが、さりとてアメリカの怒りも買いたくないというジレンマを抱

えている。そのイランの東にペルシャ湾をはさんで位置するのがサウジアラビアだが、そ

のサウジはアメリカとの関係は良好だが、イランとは伝統的に様々な対抗関係にあり、近

年もその関係の険悪化が語られている。 

言うまでもなくパキスタンのアイデンティティにはイスラムがあるが、イスラム世界内

のイランとサウジの関係悪化の中で、微妙な立ち回りを余儀なくされている。対イラン関

係はおおむね良好で、エネルギー供給上もイランパイプラインを通じた供給に大いに期待

するところがある。もっともパキスタンの多数派はスンニ派であり、シーア派のイランと

はその点では立場が違う。またスンニ派の盟主を自認するサウジは、スンニ派のパキスタ

ンを財政的に支援してきたし11、核兵器を保有するパキスタンとの協力を同じく核保有が

取り沙汰されるイランとの関係上も重視している。そのためパキスタンとしてはサウジと

イランの間のイスラム世界内部の対立で、どちらかの側に傾斜することも慎重に避けてき

たのである12。 

このように、インド洋における戦略的関係は複雑な構図を持っていて、増大する中国の

海軍力の脅威と対抗する日米豪印、という単純な図式で物事を割り切るのは単純にすぎよ

う。インドは確かにインド洋における枢要なプレーヤーだが決して唯一のプレーヤーでは

ないし、インドに対抗する勢力も膨張する中国に限られているわけではない。よって日米

を含む域外の諸国がインドとの関係を考える際には、その地域諸国が織りなす関係のダイ



第２章 大国を目指すインドとインド洋の秩序 

 －45－

ナミズムに注意をはらう必要があろう。 

 

４．日本外交にとってのインドとインド洋 

以上検討してきたように、インド洋をめぐる地政学的条件は、インド自身の動向やイン

ドとの関係に尽きるわけではなく、地域の多様な力学が交錯する空間である。またアメリ

カがトランプ政権の下でシリアやアフガンからの撤退を一方的に進めたことに表されてい

るように、アメリカのグローバルなプレゼンスが低下しつづけると広く認識される今日の

条件下では、地域固有の力学が一層表面化しやすい。 

日本外交として最大の関心事はもちろん中国である。膨張を続け、攻撃的な色彩を増す

中国海軍をどのように抑止するかという問題は、強く意識されている。中国海軍がインド

洋を支配し、中東からの日本のエネルギー輸送路を遮断できる立場にたつような事態に至

れば、中国が日本の死命を制することになる。これを避けなくてはならないのは言うまで

もない。 

しかし中国のインド洋における影響力の拡大は、中国海軍の勢力の増大という純然たる

軍事的なものというよりも、経済的・政治的な影響力の拡大と結びついた総合的な脅威で

ある。であれば日本の対応も、純然たる軍事的なものを超えた、外交的、経済的、そして

制度的なものを含む、総合的なものでなくてはなるまい。 

第二に、中国と並んでアメリカの動向がこの地域の今後を左右することも間違いない。

インド洋にアメリカの関与を確保することも、日本外交として重要な課題である。とりわ

けトランプ政権は、一貫性を欠くその場限りの政治的取引を繰り返しており、アメリカの

役割について世界に混乱したメッセージを発信している。日本としてはルールに基づいた

開放的な秩序をインド洋で確立すべく、利益と価値観をともにする諸国との協力を確保す

るとともに、そういった多角的協力ネットワークを強化して、アメリカがこの地域に適切

に関与しつづける誘因を与えるよう努力をつづけるべきである。その意味で日米豪印から

なるいわゆるクワッドは、今度も強化されるべきだが、これに仏英を始めとする諸国を加

えるとともに、地域の他の諸国の関与を得る枠組みについても模索するべきであろう。 

第三に、日本にとってインドとの二国間関係は、今後とも重視すべきであることに疑問

の余地はなく、インドの持つ潜在的な能力を考えると一層の関係強化が望ましい。しかし、

インドを中国に対する牽制の材料として見なす態度は、有効ではない。すでに述べたよう

に、インドの中国に対する不信は非常に根深いものの、他方で欧米主導の世界秩序に代わ

るより多極化した秩序を目指す「新興国」の一員として、印中両国には利益の一致する部

分もある。よってインドとしては、日米豪などの勢力との協力関係を強化するために、対
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中関係を犠牲にする誘因に乏しい。 

また、インド外交のこれまでのパターンを考えると、民主主義国の一員というアイデン

ティティや、ルールに基づいた国際秩序といった価値には、さしたる重要性を置いていな

いように思われる。むしろ印中戦争以降のインド外交はしたたかな実利主義に基づいてい

る。モディ首相の下でもその基本的な姿勢に変化は見られないし、実利的な政治的駆け引

きを重視する態度は、トランプ大統領に通じるような部分すらある。また南インドにおけ

る周辺国に対する態度は、中国の周辺国に対する態度を思わせる覇権的な性格があり、地

域における自国の優越を当然視する姿勢で一貫している。またこのことが、パキスタンの

外交姿勢に端的に表れているように、域外勢力、とりわけ中国につけいる隙を与えている。 

そう考えると、日本が対中戦略上の協力相手としてインドに過剰な期待を寄せることに

も慎重になるべきで、醒めた実利的な態度で臨むのが適切である。また過剰なインドへの

傾斜が、パキスタンやその背後に控えるイスラム諸国との関係も複雑化させる危険がある

点にも留意すべきであろう。 

日本外交が語る「開かれたインド太平洋」というヴィジョンによって、関係国に中国か

日米かの選択を迫る態度では、多くの支持を得ることは難しい。あくまで開かれて透明で

ルールに基づいた原則に基づいた海洋秩序の建設が目標であり、中国であれアメリカであ

れそういった秩序への挑戦には対抗するものの、いかなる国でも参加できる開放的なヴィ

ジョンであること、そしてそれが東アフリカ諸国からラテン・アメリカ諸国にいたるまで

の連結を強め、共存共栄を可能にする海洋秩序というグローバル・コモンズの維持をめざ

す制度化の試みであることが強調されるべきであろう。 
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第３章 中国のインド洋への軍事進出 

 

小原 凡司 

 

はじめに 

中国がアデン湾における海賊対処活動に参加し始めてから、2018年 12月で 10年が経過

した。中国では、「護航（航行護衛）」行動と呼称している。同月には、解放軍報や中国海

軍政治工作部が主管する雑誌が護航 10 周年を特集するなど、中国海軍の海外での活動を

アピールしている1。 

中国海軍は、2008 年 12 月 26 日に初の護航を開始して以来、2019 年 1 月までに艦隊を

31回派遣して海賊対処活動を行っており、民間船舶の航行の安全に貢献していることは間

違いない。しかし、中国艦艇が常にアデン湾に存在することは、中国が周辺地域に対して

軍事プレゼンスを示すことに他ならない。 

中国海軍は、2009 年頃から、「遠洋航海訓練の常態化」を主張し始めた。2009 年 4 月、

人民海軍成立 60周年に際して新華社のインタビューを受けた呉勝利・海軍司令員（当時）

は、「遠海訓練を常態化し、海軍 5大兵種（潜水艦、水上艦、航空部隊、海兵隊、沿岸防衛

部隊）は毎年、幾度も遠海に赴いて訓練を行う。水上艦艇は数百海里から数千海里の間で

昼夜航行訓練を行い、潜水艦は数十日から数カ月間水中に潜み、航空部隊は通常の気象か

ら複雑な気象条件下で長距離奇襲攻撃を行い、沿岸防衛部隊は固定された海域から 1000海

里に展開して沿岸機動訓練を行うのである。延べ 1000隻（機）の艦艇及び航空機が太平洋

海域において多くの項目の複合訓練を行う」と述べている2。 

呉勝利上将の言葉を裏付けるかのように、中国海軍は、宮古海峡を抜けて西太平洋に至

る遠洋航海を繰り返すようになった。1982年に、鄧小平氏に直接指名されて海軍司令員と

なった劉華清氏が、中国海軍に対し、2000年までに活動範囲を第一列島線内外にまで拡大

するように指示していたのだ。 

例えば、2009年 6月 25日（木）午前 6時頃、海上自衛隊第 4護衛隊（呉）所属「うみ

ぎり」が、沖縄本島の西南西約 170kmの太平洋を北西進する中国海軍のルージョウ級ミサ

イル駆逐艦 1隻、ジャンウェイⅡ級フリゲート 2隻、フーチン級補給艦 1隻及び艦級不明

の艦艇 1隻を確認した3。この後も、駆逐艦及びフリゲートといった戦闘艦艇 4隻と補給艦

1隻から構成される中国海軍艦隊が、繰り返し宮古海峡を抜けて西太平洋に入っている。 

艦隊には、常に補給艦が同行している。遠洋航海を実現するために欠かせないのが補給

だからである。2008年 12月 30日、アデン湾海賊対処のために出港した艦隊が、マラッカ
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海峡を通過し、初の洋上補給を行っている。中国海軍は、遠洋航海を常態化するために「総

合補給訓練」を繰り返し行ってきた。護航のための艦隊の編成は、2隻のフリゲートに 1隻

の補給艦というのが標準的である。艦隊には、駆逐艦や揚陸艦といった大型艦艇が含まれ

ることもあるが、補給艦は常に含まれている。 

中国海軍が遠洋航海能力を向上させるのは、中国の軍事プレゼンスを世界に展開したい

と考えているからだ。中国が世界各地に軍事プレゼンスを展開するためには、効果的にパ

ワー・プロジェクションを実施する部隊が必要である。また、中国の艦隊が、長期間にわ

たって特定の海域に存在し続けるためには、洋上補給に加えて、補給艦等が補給するため

の港湾も必要になるはずである。 

本稿では、中国海軍による遠洋航海の意義を踏まえた上で、軍事プレゼンスを示すため

の艦艇の装備状況および海外における港湾整備の状況を分析し、中国の遠洋への軍事進出

の現状を考察する。 

 

１．中国海軍遠洋航海の意義 

中国のアデン湾における護航行動は、「中国が初めて軍事力を海外に派遣して国家戦略的

利益を保護するものであり、初めて海上作戦戦力を組織して海外において国際人道主義義務

を果たすものであり、初めて遠海において重要な輸送路の安全を保護するものである4」とし

ている。 

中国海軍は、他国海軍と協力もしながら、民間船舶の護衛に当たっている。しかし、中

国の護航は、単に民間船舶の安全を護る以上の目的を持っている。 

中国がことさらに人道支援を強調するのは、中国に対するポジティブなイメージを得た

いと考えるからだろう。そのイメージとは、「責任を果たす大国」という中国のイメージで

ある。護航 10周年を扱う複数の記事中に、「大国が責任を果たす」という表現が用いられ

ている5。 

こうした記事の読者は主として中国国内にいることから、これらの記事が、中国が日本

や欧洲諸国、さらには米国に伍して、世界平和および人道支援に貢献しているというイメー

ジを、中国国民に向けて誇らしげにアピールしているのだとも言える。 

しかし、展開する海軍力は軍事プレゼンスそのものである。中国は、2012年に北京大学

の王緝思教授が「西進」を提言して6以来、米国との直接衝突を避け、主として西へと経済

活動およびそれを保護するための軍事的活動を展開してきた。中国は、軍事プレゼンスを

示しつつ、周辺国の目に挑発的と映らないよう努力してきた。国際人道主義活動としての

海賊対処活動の位置づけに加え、中国海軍は積極的に他国への親善訪問も実施してきた。
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中国国防部は、「10 年来、中国海軍護航艦隊は、護航任務と艦艇による友好訪問の結合と

いう新しいメカニズムを徐々に確立し、3大洋 6大陸 63カ国を訪問した」と述べている7。 

護航 10周年に象徴されるように、2018年の中国海軍は、総じて言えば、2015年に発表

された中国国防白書である『中国の軍事戦略』に示された「近海防御型から、近海防御型

と遠海護衛型の結合への発展を一歩一歩実現する」という内容を忠実に守ったと言える。

この傾向は、2017年と同様であり、中国海軍発展の大きな潮流であるとも言える。この海

軍発展を実現するために、中国はパワー・プロジェクション能力の構築を急いでいるので

ある。 

 

２．中国のパワー・プロジェクション兵器 

（１）001A 型空母の試験航海 

まずは、パワー・プロジェクション兵器の最たるものであり、また、最も注目が集まる

空母である。中国には、1998年にウクライナから購入して 2003年から修復を開始し、2012

年 9月に就役した訓練空母「遼寧」が運用されている。さらに、2017年 4月に進水した初

の中国国産空母が、2018年 4月から航海試験を開始した。 

中国政府は、001A型空母は訓練空母「遼寧」を基に設計したとしている。報道によれば、

同空母の排水量は 7万トンで、35機の J-15戦闘機を搭載可能である。通常動力型の推進機

構を備え、いわゆるスキージャンプ台を備えた飛行甲板を持ち、カタパルトは装備してい

ない。 

航海試験の状況は、001A 型空母が深刻な問題を抱えている可能性を示唆する。4 月 23

日、001A型空母がえい航船に引かれてふ頭を離れる様子がインターネット上に流れ、複数

の外国メディアが「中国初の国産空母が近く黄海や渤海で初の試験航海を行う見通しであ

る」と報じた8。また、遼寧省海事局は、4月 20日から 28日の間、軍事任務のためとして、

渤海海峡黄海北部、渤海、渤海北部海域における航行を禁止した。航行禁止海域は大連か

ら近く、当該海域で初の国産空母の試験航海が行われると考えられた。 

001A型空母は 2018年中に就役するとの分析もあったが、それが実現しなかったどころ

か、同空母は 4月の航海から戻った直後にドライ・ドックに入渠した。この状況は、001A

型空母が推進装置等に大規模で深刻な問題を抱えていることを示唆する。中国国営メディ

アは、この航海に関する状況について沈黙を守った。中国国営メディアは、4 月の出港を

試験航海と認めず、5月 13日から実施された試験航海を「初の試験航海」としている。先

述の問題により、4 月の試験航海が思うように実施できなかったことが、これを試験航海

とは認めない理由となっている可能性もある。 
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さらに、5月の試験航海でも問題が発生した可能性がある。5月 7日および 8日、中国遼

寧省大連市において中朝首脳会談が行われたが、5 月 10 日の米国メディアの報道によれ

ば、この時、習近平国家主席が大連を訪れていたのは、001A型空母の試験航海に立ち会う

ためであった9。また、米国メディアは同月 9日、中国の軍事専門家の話として、大連で準

備が進められていた新型空母に問題が発生した可能性があると報じた。 

10 日になっても、空母の出港あるいは出港式典に関するニュースは発表されなかった。

これに代わって、遼寧省海事局は 5 月 10 日午後、渤海湾および黄海北部海域における航

海禁止の期間を、4日から 11日という期間から延期し、11日から 18日とすると発表した。

試験航海に併せて発布された、大連付近海域への船舶進入禁止令が一週間延期されたこと

も、001A 型空母に問題が起こったことを示唆するものだ。そして、8 月 27 日、中国国営

メディアは、「初の中国国産空母が 26日早朝に大連造船所のふ頭を離れ、二回目の試験航

海を実施するために試験海域に赴いた」と報じた。 

試験航海の状況を見れば、001A型空母は解決することが難しい問題を抱えている可能性

があり、未だ海軍に配備される基準には達しておらず、さらに複数回の試験航海を必要と

していると考えられる。 

 

（２）002 型空母の建造 

中国は、001A型空母だけでなく、上海江南造船所において 002型空母を建造中である。

002型空母は 2隻目の中国国産空母である。2017年 3月末に上海江南造船所で建造が開始

され、現在、ブロック化された船体の各部分の組立て段階にあるといわれる。また、002型

空母は、武漢に建設された空母技術陸上試験プラットフォームにおいて、電子装備品等の

試験が実施されている10。 

現在の建造状況に鑑みれば、2019 年に進水し、2020 年に試験航海を開始して、2020 年

あるいは 2021年に就役する可能性がある。002型空母は、米国の空母と同様に蒸気カタパ

ルトを備えた、フラットで発艦用と着艦用に角度をつけた飛行甲板を有する空母となると

予想されている。排水量は、「遼寧」の 5.5万トンおよび 002 型空母の 7万トンを超える、

8.5万トン以上になると分析されている。 

船体の大型化とスキージャンプ台を採用しなかったことによって、搭載可能な艦載機の

機数は大幅に増加すると考えられる。各種艦載機を最大約 70 機搭載可能とする分析もあ

る。通常の搭載状態では、J-15戦闘機約 40機を搭載するといわれている。また、前出の、

武漢の空母技術陸上試験プラットフォームの写真には、飛行甲板上に駐機した艦載早期警

戒機 KJ-600（空警 600）の模型が見える。中国海軍は、中国本土からはるか離れた海域に
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おいても、中国空母打撃群に早期警戒能力を提供し、実質的な戦闘能力の向上を図ってい

るのだ。 

001A型空母の試験航海は思うように進んでいないようであるが、それでも 2020年中に

は中国海軍に配備されると考えられる。現在、上海江南造船所では、2 隻の 002 型空母が

建造中であるという分析もある。また 2隻目の 002型空母は大連造船所で建造されるとの

分析もある。これらのことから、中国海軍は 2025年までに、4隻の空母を実戦配備する可

能性もある。中国は、2025年前後に、原子力推進の 003型空母の建造を開始する計画であ

るといわれる。003型空母は、米海軍空母に対抗して、排水量が 10万トンを超えるとされ

る。 

こうした中国の空母建造状況を見れば、中国海軍は、2020年までに初の空母打撃群を完

成させ、2025 年前後に 3 個空母打撃群を形成するものと考えられる。「遼寧」が作戦艦艇

に改修されれば、4個空母打撃群の形成が可能になる。さらに、中国海軍は、2030年前後

に、2隻の 003型空母の戦力化を完了させて、6個空母打撃群を保有する可能性がある。6

個空母打撃群を運用することになれば、中国海軍は、常時、2～3個空母打撃群を世界各地

の海域に展開できるようになる。 

 

（３）055 型駆逐艦 

空母打撃群を形成する 055 型駆逐艦の建造も進んでいる。2018 年 10 月、中国メディア

が、7隻目となる 055型駆逐艦が大連造船所で建造中であると報じたのだ。また、8隻目の

同型駆逐艦が上海江南造船所で建造中であるという11。055型駆逐艦は、満載排水量 123,000

トンと、世界最大級の大きさを誇る。 

055型駆逐艦は、中国海軍の空母打撃群の構成艦艇となり、指揮艦となる可能性が高い。

中国海軍が遠洋作戦を実施する上で、間違いなく主力となる艦艇である。055型駆逐艦は、

現在すでに 4 隻が進水して艤装中であり、3 隻が建造中である。まもなく 8 隻目の同型駆

逐艦の情報も出てくると考えられる。 

055 型駆逐艦は、ブロック建造法を採用している。船体構造の各ブロックは、中国全国

に所在する大規模造船所で建造された後に、一つの造船所に集められて組み立てられ、武

器システム、電子装備品、その他の装備品が搭載される。 

055 型駆逐艦の一番艦は、2014 年末から 2015 年第 2 四半期の間に建造が開始され、同

艦は、2017年 6月 28日午前、上海江南造船所において行われた。055型駆逐艦は、8隻の

建造を以て、最初の建造計画が終了すると考えられている。しかし、中国海軍が 6隻の空

母を保有して、それらを中心とした空母打撃群を世界に展開しようとしていることを考え
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ると、055型駆逐艦は 8隻では不足である。 

そのため、中国海軍は、8隻の 055型駆逐艦の建造を完了した後、055型の改良型である

055A型駆逐艦の建造を計画しているとも言われている。055A型駆逐艦は、米国や中国な

どが研究開発のしのぎを削る、レールガンや弾道ミサイル防御兵器を搭載する可能性があ

る。055A型駆逐艦のステルス性能、電子戦能力、攻撃能力は、052D型駆逐艦に比べて非

常に高くなると考えられるものの、同艦には未だ、武器システム、動力システム等に係る

多くの技術を完成させなければならない。 

 

（４）2種類の揚陸艦 

中国が開発している大型水上艦艇に、075 型強襲揚陸艦がある。複数の中国メディアの

報道によれば、中国海軍は 075型強襲揚陸艦を建造中であり、2020年までに就役を予定し

ている12。中国軍は同艦を用い、東シナ海と南シナ海、さらにはインド洋を巡航すると見ら

れる。当然、台湾への強襲揚陸作戦も視野に入れているだろう。同艦は、全長 250メート

ル、全幅 30メートル、排水量は約 4万トンであるとされ、世界各国海軍の既存の強襲揚陸

艦の中でも最大級となっている。 

特に中国海軍が意識したのは、米海軍のワスプ級強襲揚陸艦である。ワスプ級強襲揚陸

艦の排水量は、40,500 トンであり、075 型強襲揚陸艦とほぼ同様である。中国メディアの

報道によると、075型揚陸艦は全通甲板を採用し、ヘリコプター30機を搭載できる。また、

広大な格納庫を装備し、各種上陸ツールと水陸両用車を搭載可能である。 

中国海軍は、大型揚陸艦として、すでに 071型ドック型輸送揚陸艦を有している。中国

地方メディアの報道等から、中国海軍には、すでに 6隻の同型艦が就役していることが理

解できる13。 

071 型揚陸艦には、ホバークラフトが装備されており、800 名の海軍陸戦隊員および大

型・小型装甲車両を搭載できる。071 型揚陸艦は大型ヘリコプターが発着艦できる飛行甲

板を有しない。乗員の編成を小さくし、揚陸作戦用の人員、装備、弾薬等を搭載するため

のスペースを大きくとっている。 

しかし、071型揚陸艦の建造は、順調に行われた訳ではない。1番艦が 2006年 12月に進

水して以降、2 番艦が進水するまでに 4 年近くの時間を要している。2 番艦が進水してか

ら 3番艦の進水まで 1年間しか時間が空いていないが、3番艦の進水から 4番艦の進水ま

でに、また、3年以上の時間を要している。7番艦は、すでに、2018年 12月に進水してお

り14、8番艦も建造が進んでいる。4番艦以降、建造間隔が 1年程度と安定しているが、前

出の駆逐艦に比較すれば、建造速度は決して高いとは言えない。 
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中国海軍は、071型揚陸艦の建造速度が上がらないまま、075型強襲揚陸艦の配備計画を

開始した。071 型揚陸艦の建造費用は約 3 億米ドルと比較的安価であるが、075 型強襲揚

陸艦の建造費用はこれよりはるかに高いと予想される。中国が新型揚陸艦の建造を急ぐの

は、揚陸作戦計画に変化が生じた結果とも考えられる。 

中国が、大規模な上陸作戦の実施を想定する地域は、まずは台湾だろう。空母による空

爆能力に加え、強襲揚陸能力を展開することは、展開海域周辺諸国に対する強力な軍事プ

レゼンスになり得る。そのことを考慮すれば、台湾に対する圧力だけでなく、インド洋か

ら地中海、黒海に至るまでの海域に、空母に加えて大型揚陸艦を展開することが、中国の

軍事プレゼンスを高める効果を持つと言える。 

 

３．海外における港湾整備 

（１）ピレウス港 

実際、中国は、071 型揚陸艦を、護航任務のためにアデン湾に展開し、さらに同型艦を

ギリシャのピレウス港に入港させている。2015 年 2 月 19 日、ギリシャのピレウス港に入

港中の中国海軍揚陸艦「長白山」艦上で実施された新年招待会にチプラス首相が出席した。

新華社は、同首相が「ギリシャは中国製品が欧州に入る重要な門戸である」ことを強調し

たと報道している15。 

中国が、ピレウス港に入港したのは、軍事プレゼンスによって中国の存在感を高め、中

国の活動を誇示するためである。経済活動および軍事行動を展開するにあたって、物資の

輸送および艦船への補給のための港湾が自由に利用できることが不可欠である。中国は、

多くの国外の港湾整備のために投資等を行っている。ピレウス港も、中国が投資して運営

権を獲得した、中国国外の港湾の一つである。 

中国は、ギリシャの経済危機につけ込んで投資し、港湾の運用権を獲得したと言われる。

ギリシャの危機は、2009 年 10 月、新政権が、前政権が発表した財政赤字の予想値を大幅

に引き上げたことから始まった。支援はユーロ圏 19か国でつくる救済基金「欧州安定メカ

ニズム（ESM）」などを中心に行われ、国際通貨基金（IMF）も参加してきた。 

ユーロ圏は単一通貨導入に伴って金融政策が統合され、各国は利下げによる景気刺激が

出来なくなった。財政にも厳しい規律が課されており、ギリシャは財政出動による景気浮

揚策を打てなかったために景気低迷が長引いたとされる。 

EUと IMF の支援を受けて財政再建中であったギリシャに対して、ピレウス港などの国

有資産の民営化は支援実行の条件であった。2011 年、ギリシャ共和国資産発展基金（The 

Hellenic Republic Asset Development Fund、HRADF）が成立された。HRADFはギリシャ国
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有資産の売却を担当する。2016年、中国国営企業である中国遠洋海運集団有限公司（COSCO）

が、香港に設立した中遠海運（香港）有限公司を通じて、HRADFが港湾の運営を売却した

Piraeus Port Authority S.A.（PPA）の株を 51％と 16%を、それぞれ、2.8億ユーロおよび 0.88

億ユーロで取得した。さらに、中国側はこのほか港湾整備・開発に対して、2016年から 2023

年の間に、3億 5,000万ユーロを投資する予定である16。2016年 7月、国家開発銀行（CDB）

はギリシャ中央銀行とMOUを交わしており、COSCOのピレウス港買収資金の一部を国家

開発銀行が拠出したことを窺わせる17。 

中国は、ピレウス港を、中国の産品をヨーロッパ諸国に輸出するためのヨーロッパの入

り口にしようと企図している。ピレウス港は、中国が投資する以前から、コンテナ・ター

ミナルを含む商用港としての機能を有し活用されてきた。商用港として確立している港を

軍港として使用することは難しい。 

中国は、中東欧の高速道路および鉄道の建設にも意欲を示し18、欧州諸国と中国の物流

のためのインフラ整備を進めようとしている。道路や鉄道は、軍隊の部隊の有効な輸送手

段であるが、現段階では、中国が欧州において軍事力を行使する可能性は極めて低いこと

から、中国国営企業によるピレウス港の運営権取得および中東欧における道路・鉄道への

投資は、主として商業目的であると考えられる。 

 

（２）ジブチ港 

一方で、中国海軍の展開に深く関わるのが、ジブチ港への投資である。ジブチ保障基地

は、中国が、唯一、公式に「軍事基地」と認めた基地であり、2015 年 12 月に人民解放軍

軍事基地として着工された。東アフリカのジブチは、紅海と、インド洋の一部であるアラ

ビア海が交わる海上交通路（シーレーン）の要衝に位置しており、中国海軍がインド洋や

地中海などに展開するにあたって、戦略的に重要な拠点となり得る。 

ジブチ基地は、2017年 8月 1日に運用を開始した。中国は基地開設について「アフリカ

や西アジアでの船舶護衛や平和維持活動、人道主義に基づく救援などの任務を保障（支援）

する」と強調し、名称も「保障基地」として軍事色を薄めようとしている。しかし、共産

党機関紙・人民日報系の「環球時報」は社説で「基地は中国海軍がさらに遠方に展開する

ことを支援する」と指摘し19、ジブチ基地の軍事的重要性を示唆している。 

ジブチ基地の目的は、所在する位置を見ても明らかである。自衛隊、米軍、フランス軍、

イタリア軍基地は空港周辺に基地を建設していることから、各基地の目的が、哨戒機によ

るパトロールを支援することであると理解できる。しかし、中国人民解放軍だけは、港湾

に隣接して基地を建設したのである。ジブチ基地が、海軍艦艇がインド洋から地中海に展



第３章 中国のインド洋への軍事進出 

 －57－

開するのを支援することを目的としていることは明らかである。 

また、基地の構造や建造物も、ジブチ基地の性格を表している。ジブチ基地は、日本、

米国、フランス、イタリアの仮設基地とは異なり、鉄筋コンクリートで建設されている。

これは、ジブチ基地を恒久的に使用するという中国の意図を示すものである。さらに、建

造物の頑丈な造りと厳重な警戒態勢は、単なる補給基地としてだけではなく、海軍の作戦

にも関わる基地として使用されることが想定されているかのようである。 

ジブチ港の開発は、2002 年にインフラ整備計画（The Intergovernmental Authority on 

Development (IGAD)）が提起されたことに遡る。中国海軍がジブチ港を利用し始めたのは、

2008 年にアデン湾における海賊対処活動を開始してからであるが、2010 年に公表された

ジブチ・エチオピア鉄道電化計画に、中国は積極的に関与している。2012年 4月に鉄道建

設開始されると、中国輸出入銀行が資金総額の７割を提供し、中国鉄建の子会社である中

国土木が建設を担当することとなった20。 

中国招商局がジブチ港建設に参加し始めたのは 2012年 12月であるが、ジブチ港の建設

とジブチ・エチオピア鉄道建設とは密接に関係している。中国はエチオピアとの貿易を活

発化させており、その産品等はジブチ港から鉄道でエチオピアまで輸送される。2012年か

ら 2016 年までの期間に、中国とジブチ、中国とエチオピアの貿易総額はともに約 2 倍に

増加している21。 

中国にとってのジブチ港は、海軍を前方展開させるための基地であると同時に、アフリ

カ内陸部との経済活動を活発化させるための陸海の結節点であると言える。中国は、対外

的な経済活動には軍事力の保護が必要であるとしている。中国が海軍艦艇を地中海、黒海

にまで展開するのは、中東から欧州に拡大する中国の経済活動を保護するためでもある。 

 

（３）グワダル港 

中国のエネルギー安全保障上、非常に重要な港がパキスタンのグワダル港である。グワ

ダル港は、ホルムズ海峡からインド洋に出たところに位置する要衝である。中国は、グワ

ダル港を押さえることによって、ペルシャ湾からインド洋への出口をコントロールしやす

くなる。 

また、米国がマラッカ海峡等を封鎖して中国へのエネルギー資源を止めることを恐れる

中国は、マラッカ海峡を通らない代替輸送路として、グワダル港やミャンマーのチャウ

ピュー港から、中国内陸部の新疆や昆明へのパイプライン、鉄道、高速道路を建設してい

る。 

中国北西部の新疆ウイグル自治区カシュガルからパキスタン南西部のグワダルまでの
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約 3000キロに沿う地域を、中国パキスタン経済回廊と呼称している。これは、両国間をつ

なぐ、道路、鉄道、石油・天然ガスパイプライン、光ケーブルなどを含む貿易回廊で、一

帯一路を構成する重要な一部となっている。 

中国とパキスタンの経済活動は早くから行われているが、政府間の経済協力が組織化す

るのは、2003 年 11 月に、両国が自由貿易協定（FTA）の締結に同意したことに始まる。

2005年 4月には、温家宝首相（当時）のパキスタン訪問の際に、FTA交渉の開始を表明し、

同年 12月、両国は『中国パキスタン自由貿易協定早期収穫協定』に調印している。2006年

から 2007年にかけて、『中国パキスタン経済貿易協力５ヵ年計画』及び『中国パキスタン

経済貿易協力 5ヵ年計画実施規定』が相次いで発表され、2009年には、中パ FTAの第 1段

階として、『中国パキスタン自由貿易区サービス貿易協定』が締結された。そして、2013年、

李克強首相がパキスタンを訪問した際に、「中国パキスタン経済回廊」が提唱され、2015年

の習近平によるパキスタン訪問によって、正式に同計画が発足した。 

中華人民共和国商務部および中華人民共和国駐パキスタン共和国大使館等の政府系サ

イト等によれば、グワダル港建設の第一期は、2002年から 2006年で、総額 2.48億ドルで

あり、中国の援助は 1.98億ドルである。その内訳は、贈与、無利息借款、優遇借款等であ

る。建設の第二期に係る建設費用の総額 10.2億ドル全額が、中国国家開発銀行等から出資

されている。その名目は、中国パキスタン経済回廊のプロジェクトになっている。 

中国パキスタン経済回廊は、港湾、鉄道、高速道路、石油・ガスのパイプラインだけで

なく、都市インフラ、教育、医療、気象等も含む、幅広い協力プロジェクトであり、経済

回廊を防護する軍事協力までもが含まれている。中国にとって、中国パキスタン経済回廊

がいかに重要であるかを示すものである。 

 

おわりに 

海外に軍事プレゼンスを示すための空母打撃群を構成する大型艦艇は、急速なピッチで

建造・配備が進んでおり、2000年代後半以降、インド洋から地中海に展開する艦隊の補給

等を支援する国外の港湾に対する投資も突然に増額されている。 

しかし、水上艦艇の建造には問題があるようだ。香港の英字メディアは、2018年 11月、

米中貿易摩擦の影響などによって 4 隻目の空母の建造に遅れが生じていると報じた22。中

国海軍も艦艇建造のために無尽蔵に予算が使用できる訳ではない。また、初の国産空母の

試験航海等から理解できるように、中国の大型艦艇には未だ技術的問題が存在すると考え

られる。そして、米国と対立したくない中国指導部が空母建造を見合わせたとも言われる。 

空母には、艦載機に関する技術的な問題も残されている。急速な速度で建造される中国艦
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艇であるが、多くの問題も抱えている。 

空母及び艦載機の作戦運用に係るノウハウが得られていないにもかかわらず、中国が空

母を設計し建造するのは、米海軍との戦闘が目的ではなく、世界各地域に中国の軍事プレ

ゼンスを示すためである。軍事プレゼンスを示すことによって、ようやく中国は地域に対

する影響力を持てると考えるのだ。 

たとえば中東において、シリア内戦を巡って米国等が軍事行動を拡大したり、サウジア

ラビアとイランの対立が深刻化したりすれば、中東では米国とロシアの軍事的ゲームが展

開される。そうなると、軍事力で米国に及ばない中国は、地域における影響力を失いかね

ない。 

中東は、中国にとって「一帯一路」の地理的・意義的中心でもある。中国は、自らの経

済発展を保護するために、必要とされる地域に軍事力を展開して影響力を維持しなければ

ならないと考える。しかし、実際のパワー・プロジェクション能力が追い付かず、これが

中国の危機感となっている。 

中国海軍力の展開を支えるのが補給である。中国海軍は洋上補給訓練を繰り返している

が、長期行動になれば、補給艦だけでなく戦闘艦艇も入港して補給等を実施する必要があ

る。米国やその圧力等を受けた他国が中国の経済活動を妨害すると信じる中国は、港湾も

自分で管理しなければ不安なのだと考えられる。 

そのために、中国はホルムズ海峡の出口を押さえ、ジブチ保障基地を建設して海軍の作

戦行動を支えている。中国の国外の港湾への投資は、2000年代後半から突然に増額されて

いるが、経済的に成功している事業もあれば、成功しているとは言えない事業もある。経

済的利益が見込めない港湾への投資は、軍事的な理由、エネルギー安全保障上の理由、国

営企業同士の競争などの理由が原因とも考えられるが、その理由を特定するには、まだ多

くの分析を必要としている。 

 

 

－注－ 
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第４章 アメリカのインド太平洋戦略：日米同盟へのインプリケーション 

 

小谷 哲男 

 

はじめに 

本稿は、トランプ政権の「自由で開かれたインド太平洋」（FOIP）構想がどのように形成

され、安倍政権の FOIP 構想とどのような類似点と相違点があるのかを分析した上で、日

米協力へのインプリケーションを検討する。そもそも FOIPは、2016年 8月にナイロビで

開かれた第 6回アフリカ開発会議（TICAD VI）で、日本政府が打ち出したものである。日

本の FOIP は、成長著しいアジア大陸と大きな潜在力を秘めたアフリカ大陸でインフラの

開発支援を行い、地域の連結性（コネクティビティ）を高めるとともに、二つの大陸を結

ぶインド洋と太平洋で航行の自由と法の支配を強化することを目指すものである1。 

2017年 1月に発足したトランプ政権が FOIPを自らの地域戦略に取り入れたことは、日

本主導の地域戦略をアメリカが取り入れた珍しい事例であるが、アメリカには従来から太

平洋とインド洋を一つの戦略空間とみなす伝統がある。このため、以下では、アメリカが

インド太平洋地域を重視するようになった歴史的な経緯をまず振り返った上で、トランプ

政権においてどのように FOIP が戦略に反映されているのかを分析し、インド太平洋地域

における日米の連携によって、中国が押し進める「一帯一路」を無害化することの重要性

を指摘する。 

 

１．アメリカとインド太平洋 

アメリカのアジア貿易の歴史は独立前にさかのぼり、19世紀前半に貿易量が急速に拡大

する。当時の貿易は大西洋、インド洋、そして太平洋を結ぶ航路で行われていた。アメリ

カの東インド艦隊が創設されたのは 1835 年のことである。ペリー提督はこの東インド艦

隊を率いて日本に開国を迫ったが、主目的はアジア（中国）との交易に必要なアクセス拠

点を確保することであった。東インド艦隊は東アジアに常駐するようになり、1866年にア

ジア艦隊へと改称される。このように、アメリカとアジアをつないでいたのは、元々はイ

ンド洋と太平洋であったが、実際にインド太平洋で航行の安全を提供していたのはイギリ

スであり、アメリカは事実上イギリスの海軍力の庇護の下で通商を行っていたのである。 

19世紀末にアメリカはスペインと戦ってフィリピンとグアムを奪うとともに、ハワイも

領有してアジアへの足場を固めていった。そして、1914年のパナマ運河の開通によって太

平洋航路が主流となり、アメリカのアジア貿易はさらに拡大することになった。その後、
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アメリカは太平洋の覇権をめぐって日本と争い、太平洋の覇者となった。一方、第二次世

界大戦後のインド洋では引き続きイギリスが優位を維持することとなった。 

アメリカがインド洋を戦略的に考えるようになったのは 1970年代に入ってからである。

1960年代末までにイギリスがスエズ以東から軍を撤退させたことで、力の真空地帯となっ

たインド洋にソ連が太平洋から進出するようになった。ソ連が中東やアフリカでも勢力を

広げたため、インド洋での西側同盟国のシーレーンが脅かされるとして、アメリカは初め

てインド洋についても主体的に考えるようになった。アメリカは、1972年に太平洋軍の担

任区域をそれまでの太平洋だけでなくインド洋にまで広げ、1970年代中頃から太平洋軍は

自らの責任区域を「インド洋・太平洋」地域と呼び、この広大な海域を一つの戦略的空間

とみなしてきた2。 

この頃、「インド太平洋」という用語を使っていたのはアメリカ太平洋軍だけであり、ア

メリカ政府全体の概念になっていたとは言えない。1980年代以降の地域主義の高まりの中

で、「アジア太平洋」という概念が主流となっていくが、アメリカの戦略におけるインド太

平洋の重要性が低下することはなかった。アメリカ太平洋軍がインド洋での任務を拡大す

る中、同盟国、特に日本には西太平洋における防衛力の強化が求められることになった。

1980年代に日本が西太平洋におけるシーレーン防衛力を強化したのはこのためである3。 

冷戦後にアメリカは湾岸戦争や対テロ戦争など中東で戦争を行う中で、中央軍やアフリ

カ軍を創設し、中東やアフリカの問題は、アジア太平洋とは切り離される傾向が見られた。

しかし、中国の軍備拡張とインド洋への進出によって、再びインド太平洋を一つの戦略空

間として重視する流れが生まれた。そのような中、オバマ政権はピボットやリバランスを

掲げてアジア太平洋での中国の影響力の拡大に対抗する動きがみられた4。また、太平洋軍

は、ハリー・ハリス司令官の下で自らの担任区域を「インド洋・アジア・太平洋」地域と

呼ぶようになった。 

トランプ政権も、西太平洋で接近阻止・領域拒否能力を高め、一帯一路構想でユーラシ

アとアフリカで影響力を増大させる中国への警戒心を隠さず、オバマ政権のリバランスは

不十分であったとし、新たな地域戦略の指針を打ち出そうとしていた。たとえば、2016年

のアメリカ大統領選直後に、後にトランプ政権入りするアレックス・グレイとピーター・

ナヴァロは、オバマ政権のリバランス政策を「小さな棍棒を持って大声を上げただけ」で、

地域をより不安定にしたと酷評した。両者は、中国の台頭にバランスを取り、同盟国に安

心を供与する必要から、リバランスの政策自体は正しいとしながらも、国防予算の強制削

減に加えて、TPPなどリバランスの経済面をより重視した結果、中国は東シナ海と南シナ

海で現状変更行動を取り、北朝鮮は核ミサイル開発をさらに押しすすめ、タイやフィリピ
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ンなどの同盟国も親中姿勢を強めるようになったと分析し、トランプ政権は「力による平

和」を目指すとしている5。 

 

２．トランプ政権のインド太平洋戦略 

2017 年 1 月のトランプ政権発足後、外務省総合政策と国務省政策企画局の政策協議の中で

アメリカ側が日本の FOIPに関心を示し、日米がそろって FOIPを推進する環境が整った6。ト

ランプ政権が FOIPに初めて公式に言及したのは、2017年 10月にレックス・ティラーソン

国務長官が行ったインド政策に関する演説の中であった。この演説では、米印のさらなる

協力が自由で開かれたインド太平洋の実現に重要であるとする一方、インド太平洋地域に

おいて国際法やルールを無視する中国を強いトーンで批判した。中国の一帯一路を念頭に、

経済面における中国の影響力の増大にも警戒感を隠さなかった7。 

他方、翌 11月のアジア歴訪中に訪日したドナルド・トランプ大統領は、安倍との首脳会

談で日米が FOIPの実現のために、1）法の支配，航行の自由等の基本的価値の普及・定着、

2）連結性の向上等による経済的繁栄の追求、3）海上法執行能力構築支援等の平和と安定

のための取組みの 3点で日米が協力することで合意した8。その後、トランプ大統領はベト

ナムでインド太平洋に関する演説を行った。しかし、トランプ演説が示した FOIP構想は、

ティラソンのそれとも、安倍のそれともニュアンスが異なるものであった。トランプがこ

の演説で強調したのは、インド太平洋諸国との「公平で互恵的な」二カ国貿易を通じて、

アメリカの貿易赤字を削減することであり、地域貿易の拡大や、法の支配を重視するもの

ではなかった9。なお、同月、マニラで日米豪印の外交当局が「インド太平洋協議」を立ち

上げ、インド太平洋地域におけるルールに基づく秩序・国際法の尊重の堅持、拡散の脅威

への対応，海洋安全保障の確保，テロ対策等に関する協力について議論した10。 

トランプ政権のインド太平洋構想がより明確に示されたのは、12月に公表された国家安

全保障戦略（NSS）においてであった。NSS は中国やロシアとの大国間競争を基調として

いるが、インド太平洋地域に関する記述で FOIP に言及し、優先課題として地域における

中国の軍事的脅威への対応と一帯一路への対抗、二国間貿易交渉を通じた貿易赤字の削減、

北朝鮮への圧力の強化を挙げ、そのために同盟国・友好国から協力と貢献を引き出すこと

が目指され、日米豪印の連携も重視されている11。特筆すべきは、トランプ政権が台湾を重

視する姿勢を隠していない点である。NSSでも「われわれの一つの中国政策」に基づき台

湾との強い関係を維持するとされたが、トランプ政権は米国の「一つの中国政策」が中国

の「一つの中国原則」を受け入れているわけではない点を明確にし、台湾への武器供与や

政治・軍事関係の強化を目指している12。なお、NSS はインド太平洋を「アメリカの西海
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岸からインドの西海岸」と定義しており、中東やアフリカは地理的範囲からは外れている。 

NSSはまた、インド太平洋で日米豪印の安全保障協力を強化することを表明した。加え

て、台湾との関係強化を台湾関係法や一つの中国政策に基づいて進めることも明記された。 

NSS 策定後、政権内で FOIP を推進していたティラソンが政権を追われ、ティラソンの

下で FOIP 構想を立案していたブライアン・フック政策企画局長はイラン担当特別代表に

転身した。しかし、アメリカ政府の各省庁は NSSに基づいてそれぞれの FOIPを追求する

ことになった。2018年 1月に国防総省が公表した国家防衛戦略（NDS）は NSSに基づき、

インド太平洋においてアメリカの影響力を排除しようとする中国との競争を行うため、ア

メリカ軍の打撃力の強化、同盟国・友好国との連携強化、国防総省組織改革の強化などを

打ち出した13。国防総省はまた、2018年 5月に太平洋軍を「インド太平洋軍」と改称し、

同地域を重視する姿勢を示した14。 

また、ジェームズ・マティス国防長官は 6月のシャングリラ会議で行った演説で国防総

省だけでなく、アメリカ政府全体が追求するより具体的な FOIP に関する方針を提示し、

地域において主権と領土の一体性が維持され、自由と繁栄がもたらされることを重視する

ことが示された。マティスは、アメリカが地域への関与を続けること、ASEANをはじめと

する多国間の枠組みを重視すること、そして大国間競争の時代においても中国との協力を

排除しないことを強調し15、不安を感じている地域諸国に安心を与えようとした。この演

説ではまた、太平洋島嶼国との関係を重視する姿勢が示され、中国が南太平洋で存在感を

増していることを暗に牽制したと考えられる。 

ティラーソンの後任となったマイク・ポンペイオ国務長官は、就任からしばらく北朝鮮

問題に集中していたが、7月になって国務省の考える FOIPについての演説を行った。この

演説では、FOIP の定義が明確化され、「自由」とはどの国も他国に強制されることなく主

権を維持できること、そして国内においてガバナンスが維持され人民が基本的な権利と自

由を謳歌できることと価値を重視する姿勢が示された。また、「開かれた」とは、すべての

国家に海洋の自由が保障され、紛争が平和的に解決されること、そして公平で相互的な貿

易関係および連結性のことであるとされた。その上で、アメリカと地域の経済・貿易関係

に触れ、デジタル技術、エネルギー供給、インフラ開発の面でアメリカのプライベートセ

クターのインド太平洋地域への投資を促すため、1億 1300万ドルの資金を「手付金」とし

て提供することも表明された16。ポンペイオはまた、8月のASEAN地域フォーラムの場で、

海洋安全保障、人道支援、平和維持活動を支援するため 3億ドルを提供することも表明し

た17。 

続いて、マイク・ペンス副大統領は、10月にワシントンで演説を行い、中国の一帯一路
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が「債務の罠」を引き起こしていることを批判し、透明性の高い代替案を提供すると述べ、

中国との対決姿勢を明確にする中で、一帯一路に対抗する形で FOIP を進めることを明ら

かにした18。また、ペンスは 11月のパプアニューギニアでの APEC首脳会議で、再び中国

の一帯一路を批判し、アメリカは日米豪印の枠組みやその他の域内諸国との連携を重視す

る姿勢を明確にするとともに、インド太平洋諸国に対するインフラ支援を 600億ドルまで

拡大することと、域内諸国の汚職対策として 4億ドルを拠出することを発表した19。 

アメリカ行政府が民間セクターと FOIPを推し進める中、議会もそれを後押ししている。

たとえば、2018年 12月 31日に成立したアジア再保証推進法では、アジア諸国との安全保

障や経済面の包括的な協力強化が謳われている。同法は、FOIPの推進による人権の尊重や

法の支配の重視を目指し、東南アジアや太平洋島嶼国へのインフラ支援や軍事面での能力

構築支援を強化するために 5 年間で 15 億ドルの資金提供を行うことが示された。また、

中国が圧力を強める台湾を支援するため、防衛装備品の定期的な提供が持ち込まれた20。 

 

３．日米の FOIP の相違点 

以上で、トランプ政権がどのように FOIP を形成してきたかをみてきたが、ここで日本

の FOIPについて概観してみる。外務省の概要説明にある通り、日本の FOIPは安倍政権の

「地球儀を俯瞰する外交」と「国際協調主義に基づく積極的平和主義」をさらに発展させ

るために生み出されたものである。アジアとアフリカという「2つの大陸」、そして太平洋

とインド洋という「2 つの大洋」の交わりによるダイナミズムを日本のさらなる成長に取

り入れることが目的で、1）法の支配、航行の自由、自由貿易等の普及・定着、2）経済的

繁栄の追求（連結性、EPA/FTAや投資協定を含む経済連携の強化）、3）平和と安定の確保

（海上法執行能力の構築、人道支援・災害救援等）の三本柱から成り立っている21。日本の

FOIP の特徴は、法の支配や紛争の平和的解決、航行の自由などの規範には触れているが、

地域諸国の政治体制の多様性に鑑み、民主主義や人権などの普遍的な価値を前面に押し出

していない点である。 

そもそも、日本政府が FOIP 構想を打ち出したのは、中国が一帯一路構想の推進によっ

て地域での影響力と存在感を増していたことにバランスを取るためであった22。FOIPは中

国を封じ込めることを狙ったものではなく、地域諸国に一帯一路に代わる代替案を示すこ

とがその主目的であったと考えられる。そして、その性格は日中関係の改善によってやや

変化し始めている。日中は、2018 年 10 月の日中首脳会談で、第三国民間経済協力で合意

し、52 本の協力覚書が交換された23。これは、事実上日本が一帯一路に協力するというこ

とを目指すことを意味している。ただし、日本政府は協力の条件として、適正融資による
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対象国の財政健全性、プロジェクトの開放性、透明性、経済性の 4 つを挙げている24。ま

た、これはあくまで民間の協力を促すものであり、日中第三国民間経済協力の最初の事例

になると期待されたタイにおける高速鉄道事業は、結局日本企業が応札せず、幻に終わっ

た25。しかし、日本としては、条件付きで第三国協力を進めることで一帯一路の負の側面を

改善させることができ、中国としては日本の協力を得ることで「債務の罠」と批判される

一帯一路の正当性を高めることができる。なお、日本政府は当初 FOIPを「戦略」と位置づ

けてきたが、最近は「構想」と改めており、これは中国を刺激することを避けるためだと

考えられる。 

それでは、日米の FOIPにはどのような類似点と相違点があるだろうか。2018年 9月の

日米首脳会談では、FOIPを推進するために，両国が第三国で実施している具体的な協力が

確認され、インド太平洋地域における様々な分野での協力を一層強化するとの強い決意が

示された。日米は、マーシャル、ミクロネシア、パラオ、フィリピン、スリランカで海洋

安全保障や防災、インフラ開発、エネルギー供給に関して協力しており、米海外民間投資

公社（OPIC）と国際協力銀行（JBIC）との間（2017年 11月）、そして OPICと国際協力機

構（JICA）との間（2018年 9月）でそれぞれ協力覚書も締結されている26。このため、日

米は基本的には共通の FOIP構想の下で協力を行っていると言える。 

一方、日米の FOIP には相違点もみられる。まず、地理的範囲が異なっている。日本の

FOIPはアフリカ大陸も念頭に置いたものであるが、アメリカはインドの西岸までとなって

おり、アラビア海や中東、アフリカ東岸は明示的に含まれていない。なお、ティラーソン

は先にふれた FOIP演説でアフリカにも言及していたが、FOIPを進めるためのアフリカ訪

問中に大統領のツイッターで解任されるという皮肉な結果で終わった。だが、地理的範囲

の相違は致命的な問題とはならない。地理的範囲は日米それぞれの国益をふまえて定めら

れるべきで、無理に調整をする必要はない。 

より深刻な相違は、中国の一帯一路構想への立場である。トランプ政権の高官は同構想

への強い警戒感を隠さず対決的な姿勢を維持しているが、日本は一帯一路への事実上の協

力を表明している。このため、トランプ政権の中には日本の動きを「裏切り」と捉える向

きもある27。一帯一路が突きつける挑戦は、中国がインフラの輸出を通じて地域での政治

的・経済的影響力を拡大することに留まらない。一帯一路のプロジェクトで整備された港

湾を人民解放軍が利用するという軍事的な懸念や、デジタル経済のルールを中国が決めて

しまうこと、デジタル監視社会モデルを地域に輸出すること、さらには偽情報の流布によっ

て民主主義を弱体化させることなどが挙げられる28。このため、日米のアプローチをうま

く調整し、これらの問題に取り組む必要がある。 
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また、アメリカにとって普遍的価値は FOIP の主要な要素となっているが、日本は価値

の側面を意図的に前面に出していない。東南アジア諸国の中には、日米が FOIP を通じて

国内改革を求めてくるのではないか、さらには日米豪印が ASEAN に取って代わり、中国

を封じ込めようとしているのではないかと警戒する傾向がある29。基本的価値の拡大は日

本にとっても重要な外交課題であるが、FOIP を推進する上で東南アジアは重要なパート

ナーであり、無用な警戒感を高めるのは得策ではない。2018 年 11 月にシンガポールで開

かれた日米豪印協議で、インド太平洋地域における法の支配やインフラ開発の重要性に加

えて、ASEAN の中心性に支持を表明した30のはこのためである。FOIP の推進に当たって

は、日米とも引き続き地域諸国の懸念を払拭していく必要がある。 

 

おわりに 

日米は FOIP という共通の構想に基づいて、インド太平洋地域にルールに基づく秩序と

法の支配をもたらし、質の高いインフラを整備して連結性を高め、航行の自由を維持する

ことで、地域の安定と繁栄に貢献しようとしている。一方、日米は中国の一帯一路への対

応についてアプローチが異なる。アメリカは FOIP を通じて一帯一路に代わる選択肢を提

供することでこれを封じ込めようというアプローチだが、日本は一帯一路への協力に条件

をつけることでこれを無害化しようとしていると言えるだろう。日米が一帯一路の無害化

という共通の目的を共有できるのであれば、双方のアプローチが異なることは問題とはな

らない。重要なのは、日米が FOIP を通じて目指す地域ビジョンを常にすり合わせること

である。さもなければ、日米間にくさびを打ち込む隙を中国に与えてしまうだろう。 

また、日米は FOIP の普遍的価値の側面について立場が異なっている。インド太平洋地

域は多様な国家から成り立っており、国内体制もバラバラであるが、FOIPが価値の押しつ

けであると受け止められてしまえば、地域諸国の協力を得ることは難しくなる。FOIPを成

功させるためには、地域諸国の懸念の払拭にも努めていく必要がある。この点について、

日米間で調整を続けるとともに、東南アジア、特に海洋国家のインドネシアやシンガポー

ルなどが東南アジア版の FOIPを打ち出すのを支援することが望ましい。 
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第５章 海洋安全保障と法の支配：「海洋中の群島水域」概念を素材に 

 

石井 由梨佳 

 

Ⅰ．本稿の課題 

本プロジェクトは海洋安全保障における法の支配の意義と限界を検討課題の一つに据

えていた。本稿はそのことを踏まえて中国の国際法研究者が支持している「海洋中の群島

水域」概念を国際法の観点から検討することを試みるものである。「海洋中の群島水域」

（Mid-ocean archipelago1）とは、国連海洋法条約 47 条の地理的条件を満たさない島嶼群の

外縁に基線を引いたときの内側の水域のことである2。 

中国の研究者らがこの問題について論文を公刊するようになったのは、英語については

2010 年代以降であり、九段線の主張が本格化した時期と重なっている。また、この主張に

ついて政府関係者による言及がなされるようになったのは、2016 年の南シナ海仲裁判決に

おいて、中国が主張していた九段線には国際法上の地位がないとされてからである。周知

の通り、中国は判決が出て以降、公に九段線の主張を行うことは差し控えるようになった。

しかし、その海洋権益の主張において南シナ海の領海を越えた部分についての主張を取り

下げたことはないし、南沙諸島における埋め立ても進行している。 

海洋中の群島水域の議論は「四沙戦略」（Four Shas Strategy）の一部として語られること

がある。「四沙」、すなわちスプラトリー諸島（南沙諸島）、パラセル諸島（西沙諸島）、ス

カボロー礁（中沙）、プラタス諸島（東沙諸島）の領有権については 1992 年の領海及び接

続水域に関する法の中で既に国内法上の根拠が備えられている。また、中国はパラセル諸

島と尖閣諸島については島を囲む直線基線を引いている。これに対して、2017 年 8 月 28・

29日に米中政府間で行われた、「米中海洋及び極地問題年次対話」（U.S.-China Dialogue on 

the Law of the Sea and Polar Issues）の非公開協議において、馬新民・中国外交部条約法律司

副司長が明らかにしたと報道される「四沙」概念3は、領海外の水域についてまで領有権を

主張する点において新規性を有する。そこで本稿では、公表されている論文等を手掛かり

にしてこの概念の国際法上の評価を行う（第 2 章）。なお、本稿はあくまでもスプラトリー

諸島にかかる基線を引くことができるとする見解を内在的に理解することのみを目的とし

ている。一般的に国連海洋法条約の地理的条件を満たさない島嶼群の周囲に基線を引くこ

とができるかという問題については立ち入らない4。 
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Ⅱ．「海洋中の群島水域概念」 

１．国連海洋法条約と「海洋中の群島水域」 

（1）概要 

「群島水域」とは、「群島」の周りに群島基線を引いたときの基線の内側である。国連海

洋法条約上、「群島」とは、島の集団又はその一部、相互に連結する水域その他天然の地形

が極めて密接に関係しているため、これらの島、水域その他天然の地形が本質的に一つの

地理的、経済的及び政治的単位を構成しているか、または歴史的にそのような単位と認識

されていることを条件としている5。 

そして、条約 47 条は、その地理的条件として特につぎのことを定めている。第 1に、群

島基線の内側に主要な島があり、かつ、群島基線の内側の水域の面積と陸地の面積との比

率が 1 対 1 から 9 対 1 までの間のものとなることである。第 2に、群島基線の長さは、100

海里を超えないことである。ただし、いずれの群島についても、これを取り囲む基線の総

数の 3パーセントまでのものについて、最大の長さを 125 海里までにすることができる。 

群島国は群島水域（その上空、海底及びその下、並びにそれらの資源）に対して主権を

有する6。外国船舶は群島水域において無害通航権を有している7。また、領海、接続水域、

排他的経済水域及び大陸棚の幅は、群島基線から測定する8。群島国は航路帯と上空におけ

る航空路を指定することができ、外国船舶は、継続的、迅速かつ妨げられることのない通

過のためのみに通航権を行使することができる9。 

今日、このような群島基線を設定している国は 22 カ国あり10、それらの群島基線は概ね

47条の地理的条件を充足していると評価されている11。 

また、条約 7条は「海岸に沿って至近距離に一連の島（a fringe of is lands）がある場所」

においては、「領海の幅を測定するための基線を引くに当たって、適当な点を結ぶ直線基線

の方法を用いることができる」ことを定める。「海洋中の群島」とここでの「一連の島」を

区別する基準は、本土からの距離である。ただし 7条は「至近距離」を定義しておらず、

その区別は相対的なものにならざるを得ない。 

これに対して「海洋中の群島」は、本土である大陸が存在しているなどして、47 条が定

める水域と陸域の比率要件を満たしていないものを指す。学説上の定義は一貫しないが、

この場合も島嶼群が「一体性」を有していること、言い換えればそれが集団、環礁、ある

いはまとまった地形として把握できることが要件とされる。 

 

（2）スプラトリー諸島における群島水域？ 

近年、この概念が問題になるようになった背景には、中国がスプラトリー諸島の外縁に
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基線を引くことができるかという問題が提起されるようになったという事情がある。 

この点については、2016 年の南シナ海仲裁判決において、国連海洋法条約第 7付属書仲

裁法廷が、次の判断を示している。本件では、仲裁法廷がフィリピンの請求に管轄権を有

するかを判断する際に、スプラトリー諸島の所定の地形が 121 条 1 項の島であるのか 121

条 3項の岩であるのかが問題になった。中国が法廷外で自国はスプラトリー諸島全体に対

して領海、EEZ を設定することができ、大陸棚を有するという見解を示していたため12、

仲裁法廷はその主張が根拠を有するかを検討した。 

まず仲裁法廷は、中国が大陸を有していることから群島国の要件を満たさず、群島基線

を引くことができないことを指摘する。また、フィリピンがスプラトリー諸島全体に基線

を引くことも、陸域と水域の比率要件を充足しないので認められないという。従って、47

条の適用は否定される。 

そして仲裁法廷は、次の理由から条約 7 条をスプラトリー諸島に適用して直線基線を引

くことは条約に違反するという13。まず、7条が規定する地理的条件は、海洋中の群島を含

まない。海洋法条約は 7 条が規定する場合以外に直線基線を引く可能性を排除しないが、

7条の一般的規定と、47 条の条件付き許容規定からは、それ以外の場合における可能性は

排除される。それ以外の解釈は、7条と 47 条の条件を無意味なものにしてしまうからであ

る。またこの規則からの逸脱が、国連海洋法条約の明示的規定からの離脱を許容する、新

しい慣習国際法を形成したという証拠は見当たらないという。 

この判断部分については、ローチ（Ashley Roach）が 2017 年の論文で既に包括的に検討

を行っている14。そこでローチは、海洋中の群島水域を正当化しようとする中国の研究者

の英語論文を批判的に検討し、この判断を覆すような理論が提示されていないと結論づけ

ている。 

もっとも、ローチの検討は中国の研究者の諸論文を時系列に列挙して主にその方法論を

批判するのにとどまっている。また、2018 年に中国国際法学会が南シナ海仲裁判決に対し

て全面的な批判を展開する報告書を公表したが15、その検討もしておく必要があるだろう。

そこで以下ではより内在的にこれらの主張の論理構造を明らかにすることを試みたい。た

だし、本稿の結論はローチのそれと同じく、（1）国連海洋法条約上、海洋中の群島水域を

正当化する根拠はなく、（2）それを正当化する慣習国際法も形成されていないというもの

である。節を改めて敷衍する。 

 

２．「海洋中の群島水域」の法的根拠に対する批判的検討 

英語で書かれている論文は、（1）国連海洋法条約 7条の直線基線を用いることができる
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としているものと、（2）国連海洋法条約とは独立した慣習国際法に基づくとしているもの

に大別することができる（初期に書かれた中国語のものでは、47 条の群島基線が海洋中の

群島水域においても用いることができるというものがあるが16、検討は割愛する）。以下で

は、それらの論文の論旨を簡単に紹介する。 

 

（1）国連海洋法条約 7条（直線基線）を根拠にする論考 

初期に見られた一つの流れは、7 条の直線基線を正当化根拠とする論考である。  

2010 年の姜丽（Jiang Li）と张洁（Zhang Jie）による論文17は、まず、群島水域を定める

条約第 4部は、明文規定は置いていないが、群島国のために特別に設けられたものであっ

て、大陸国には適用されないという18。しかし、第 3次国連海洋法会議において、海洋中の

群島水域に対する見解は多岐にわたっており、第 4部は意図的にこの問題を回避して採択

された。しかし、起草過程からは、群島水域を単一のユニットとみなして、その周辺に直

線基線を引くことまでは妨げられないという19。その上で、李らは南シナ海の島嶼群の周

りに線を引くことができるかを個別に検討している20。特にスプラトリー諸島に関しては、

全体としては広域に過ぎるので、全てを基線で囲むことはできないとしつつ、環礁が近接

している部分については、基線を引くことができるという21。 

2012 年の贾楠（Jia Nan）の論文は、同様に海洋中群島（off-shore archipelagos）の法的地

位は定まっていないとしつつ、それらは国連海洋法条約第 4 部において定まっているもの

ではないという22。次に贾は、第 3 次国連海洋法会議において見解が分かれていたこと、

またその当時の国家実践も多岐にわたっていたことを指摘する23。そこで、贾は大陸国

（continental state）も海洋中群島の外縁の島あるいは岩を結ぶ直線基線を引くことができ

ること、領海が陸に緊密に依存していることが常に基本原則になる（the close dependence of 

the territorial sea upon the land domain will always be the essential principle）としている24。ただ

しこの論文は直線基線を引く条件を明らかにしておらず、中国がスプラトリー諸島やその

他の島に直線基線を引くことができるかも検討していない。 

これに対して 2013 年の、洪农（HONG Nong）、李建伟（LI Jianwei）、陈平平（CHEN Pingping）

の論文は、沿岸国の要請とその地域の利用国の要請、及び群島国と大陸国の要請の均衡を

図った上で、スプラトリー諸島を含めた、海洋中の群島について直線基線を引くことを主

張する25。この論文は 1920 年代以降群島水域の扱いについて歴史を遡り、国連海洋法条約

第 4 部の起草過程を辿る。そして、起草過程では確かに独立の群島国についてのみ群島水

域レジームが妥当することが確認されたことを述べる26。しかし、著者らは第 3 次国連海

洋法会議を通じて海洋中の群島水域の外縁に基線を引くことができるかについて見解が分
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かれており、特に前述した国家実行をあげる。そこで、中国がパラセル諸島、尖閣諸島に

基線を引いたことは正当化されるといい、また、スプラトリー諸島に基線を引くことも許

容されうるという。 

これらの議論は一様に、条約の文言が曖昧性を残していること、そして起草過程で見解

が割れていたことを、論拠にしている。これに対して、条約解釈はまず文言に依拠するべ

きであるところ、47条が定める地理的条件は十分に明確であることを示すことは難しくな

いであろう。7条の文言は確かに解釈の幅を残しているが、「海岸線の方向性に沿って」「至

近距離」にあることという要件に不明瞭さはないであろう。起草過程は文言が不明瞭であ

るか明らかに不合理な帰結をもたらす場合の、解釈の補足的手段に過ぎない27。（なお、前

述の李らの論文では、7条の適用基準として歴史的利用や安全保障上の利益も挙げている28。

しかし、基線はもっぱら地理的要因によって引かれるものであり、非地理的要因を挙げる

ことには根拠がないと言わざるを得ない。） 

 

（2）慣習国際法を根拠にする論考 

もう一つの流れが、海洋中の群島水域に関しては国連海洋法条約から離れた慣習国際法

上の制度が成立していると主張するものである。 

2018 年 5月の中国国際法学会が出した『南海仲裁案裁决之批判』（英文版：The South China 

Sea Awards: A Critical Study）では、こちらの立場が取られている。これは中国国際法学会

が著者となり、2016 年 9 月から 2017 年 12月にかけて、60名以上の国際法、国際関係、歴

史、地理学の専門家が結集して執筆した報告書である29。 

この中で「国連海洋法条約においては扱われていないが、国連海洋法条約が採択される

以前に、海洋中の群島水域のレジームは既に確立していた」ことが述べられている30。条約

でこのレジームが扱われていなかったのは、それは起草過程において棚上げされたからで

ある。大陸国はこのレジームを防御しようとしたが、明文化には至らなかった。しかし、

46条 b項が定める、群島の一体性要件が認められれば、このレジームについては十分な国

家実行と法的信念については認められる。そして、スプラトリー諸島についてもこの要件

が満たされるという31。 

同学会の見解以前に、既にこの立場をとる論文が公表されている。すなわち、2014 年の

张华（Zhang Hua，中国国際法学会の上記報告書の協力者）の論文では、海洋中の群島水域

に対する基線は、条約が定める直線基線と群島基線とは異なるものであり、この問題は条

約によっては解決されないという32。また、张によれば米国は「一貫した異議国」であっ

て、それによって慣習法形成が妨げられることはないという。他にも傅崐成（Fu Kuen-chen）
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の 2015 年の論文33と韩雨潇（Han Yuxiao）の 2017 年の論文34が、条約上この問題について

「法の空白」があり（a legal vacuum）、国家実行の蓄積によって、海洋中の群島水域に対す

る基線が条約の外で形成されたと主張している35。 特に韩の論文は、条約がこのような独

立したレジームを形成することを妨げないことを、ICJ の漁業事件（1951 年）に依拠しな

がら論証している36。一般に、慣習国際法があるというためには、広範かつ一貫した国家実

行と法的信念が必要とされるところ、これらの論考では、そのような国家実行が示されて

いないという欠陥があるという37。 

 

３．検討 

ここまで検討したように、海洋中の群島水域を支持する見解は、（1）国連海洋法条約で

は説明がつかない「法の空白」があるということ、もしくは（2）国連海洋法条約から独立

した慣習国際法上の制度が認められることを根拠としている。しかし、ローチが指摘して

いるように、条約の性質上、いずれの主張をも認めることは難しい。 

第一に、国連海洋法条約の「域別規制」は、その性質上網羅的である38。すなわち、全て

の海域は条約が定めているいずれかの海域（内水、領海、EEZ、大陸棚、群島水域、公海、

深海底）に収まるように定義されている。そのように解さなければ、沿岸国の「拡大する

管轄権」（creeping jurisdiction）を許容することになってしまい、それぞれの海域を定義し

た上で、一括受諾方式39をとったことを無意味にする40。この点は、南シナ海仲裁判決でも

指摘されている41。 

確かに、群島水域の創設を促したのは 1970 年代から 1980 年代に多くの島嶼国が独立を

し、その法的地位の向上を求める動きであった。植民地支配時代、宗主国はこれらの島嶼

国の特別な法的地位には関心を払わず、むしろ、それらの島嶼国の局地的な利益よりも、

航行の自由を重視した42。そこでそれに対抗するために、第 3 次国連海洋法会議の際には、

フィジー、モーリシャス、インドネシア、フィリピンが、天然資源の衡平な配分を主張し

て、特別なレジームを創設することを主張した経緯がある。群島水域の制度は、経済発展

と結びついていたといえる43。また、それゆえに大陸本土がある国の島嶼群、すなわち海洋

中の群島水域の制度は、採択されなかったのである44。 

クロフォード（James Crawford）は、群島水域の定義については、それが第 3次国連海洋

法会議のときにその創設を推進した群島国の地理的定義に合うように作られ、まさに海洋

中の群島水域を除外したという点で「恣意的」であるという45。すなわち、これはもっぱら

「特別な状況」を根拠にして、EEZ に匹敵する巨大な水域を作り出したとして、それが「差

別的であり、国際法の形式的平等から逸脱する」ものであるという46。また、この定義が第
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3次国連海洋法会議時の国家実践と適合しないという批判もある47。ただし海洋法制度の中

には、選択的に創設された制度は他にもある48。いずれにしても、条約の起草過程は解釈の

補足的手段に過ぎないから、文言の意義が明らかである場合にはこれらの事情に拠った解

釈はなされるべきではない。 

また、南シナ海仲裁法廷は条約はその採択以前の規範を「上書き」（supersede）する効果

をもたらすと述べている。慣習国際法の成立を主張する論者が依拠しているのは全て条約

採択以前のものであり、古くは 19世紀にまで遡る。これに対して南シナ海仲裁判決では、

中国が主張した歴史的権利を否定するのにあたり、条約はそれと適合しない権利と条約を

上書きする効果を持つこと49、その文言は十分に明瞭であって、補足的手段である起草過

程を検討する必要はない50ことが述べられた。この判示を受け入れるならば、国連海洋法

条約から独立した慣習法を根拠にすることは認められない。 

 

Ⅲ．結語に代えて 

「海洋中の群島水域」概念は、過剰な海洋権益に対する主張の一例に過ぎない。しかし、

この素材は沿岸国のそのような主張に対して国際社会における「法の支配」がどのような

役割を果たしうるのかを示す一例である。 

中央集権的機構を欠く国際社会における「法の支配」は、国内社会におけるそれとは異

なる性格づけがなされる。クロフォードは、国際社会における「法の支配」は（1）法の外

にいる者がいないこと、（2）他者に対して説明責任が果たせるほどには、民主主義的であ

るということ、（3）特に安保理といった、制度化された権威が法の制約に服すること、（4）

国際社会の憲法のようなものが存在すること、（5）社会が治癒できないほど不正ではない

こと、を含意しているという51。そして特に（1）と（2）に関連して、ある国が現状を自国

に有利な形で状況を変更しようとするときに、国際法規則がいかなる役割を果たしうるか

についても多くの議論がある。本稿では次の点を認めることができる52。第一に、法規則は

国際社会が「譲り得ない一線」を現状変更国に示す役割を果たす。第二に、法規則の受諾

や履行、あるいは新規規則の策定について交渉を行うことによって、それらの規則に対す

る現状変更国の戦略的意図を明らかにすることができる。そして、その現状維持国として

は、現状変更国が全般的に国際規則の受諾や履行に積極的な立場を取っていれば協力関係

を拡充し、その規則を拒否し、あるいは違反している国に対しては、それを是正するため

の措置をとるという方針を決めることができる。第三に、国際法は既存の法秩序を否定し

たり確立した法規則に違反したりする現状変更国に対する宥和政策に歯止めをかける役割

を果たす。第四に、各種の国際法規則や規範は、正統な対外行動や国内統治とそうではな
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いものを区別する基準ないし根拠をもたらすので、一定の予測可能性を伴う国際秩序が形

成される契機を生み出す。既存の法規則から逸脱を図る国に対しては、圧力や見返りを示

しながら、その履行をさせる必要がある。他方で規則が不在である争点領域については、

国の利益を踏まえて新しい規則を形成していくことも可能になる。 

地域の大国による海上権益の過剰な主張がなされるとき、関係国は当該国に対して国際

法上確立している「譲れない一線」を示すことが肝要である。本稿で行った検討は、その

一線を示す作業に他ならない。 
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第６章 「インド太平洋」の多様性：ASEAN からの視点 

 

大庭 三枝 

 

はじめに 

「インド太平洋」がインド洋と太平洋およびその周辺にある広い地理的範囲を指し示す

地域概念として人口に膾炙するようになって数年経つ。またこれは、ある地理的領域を一

つの空間として切り取るのみならず、そうした切り取り方をしようと意図する主体の政策

的戦略的志向性が色濃く反映されている概念でもある。この概念の浮上の背景には、中国

の台頭に対するアメリカや、日本も含む周辺のアジア諸国の警戒感、インドの力の伸長へ

の期待、またインド自身の新たな情勢下での自らの勢力維持といった各国それぞれの思惑

がある。中国から一帯一路といった形で新たな秩序構想が提示され、現実に中国の経済的

政治的影響力が拡大している状況に対する、日米を中心とする国々からの新たな秩序構想

の提示という要素を「インド太平洋」は内包している。さらに大状況として、まさしくイ

ンドが国際場裡においてその存在感を増大させつつあること、またアフリカが発展しつつ

あることなどから、世界政治の重心がインド洋にシフトしつつあることも影響しているで

あろう。 

本章は、インド太平洋という新たな地域概念が浮上することで象徴される国際情勢の変

化の中で、ASEAN 諸国がそうした変化をどう捉えているのか、ということを踏まえ、

ASEAN 諸国から観たインド太平洋概念について明らかにすることを目的としている。そ

の中には、日本やアメリカから提示されたインド太平洋概念への反応や、インドネシアが

主導する形での、ASEAN 側からの彼ら自身のインド太平洋概念の提示といったことも含

まれるだろう。ASEAN諸国からの「インド太平洋」の視点を考察することは、改めてこの

概念の多様性を理解することにもつながる。またそれは、「インド太平洋」の名の下で様々

な連携や協力を進めていくことの政策的な実行可能性や有用性を考える上での大きな材料

を提供することにもなると考える。 

 

１．日米の「インド太平洋」 

「インド太平洋」概念の形成および普及過程については、すでに幾つかの研究が存在す

る1。アメリカのオバマ政権期に、中国の台頭への懸念とインドの戦略的重要性、および中

国牽制という観点からのインドの利用価値について意識されたことから、「インド太平洋」

概念がその外交政策の中で輪郭を現すようになった。それとほぼ同時にオーストラリア、
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インドにおいても、「インド太平洋」概念についての言及が、それぞれの戦略的見地からな

されるようになっていく。そもそも、豪印はインド洋の沿岸領域国による地域協力を目指

す環インド洋地域協力連合（Indian Ocean Rim-Association for Regional Cooperation: IOR-ARC）

の原加盟国であり、またこの地域制度の設立に積極的な姿勢をとった国々でもある。これ

らの二国の外交的射程の中にはもともとインド洋が重要な海洋領域として位置付けられて

いたとも言える。なお、IOR-ARCは 2013年に環インド洋地域協力連合（Indian Ocean Rim 

Association: IORA）と名称変更されて現在に至っている。IORAにはインドネシア、マレー

シア、シンガポール、タイという ASEAN諸国の中の 4カ国が加盟している。 

アメリカと日本の外交政策の中で、インドおよびインド洋の重要性の増大は近年特に増

大している。さらに両国は、その地政学的位置の微妙な違いはあれども、ともに中国の台

頭には大きな懸念を示している。こうした要因が、両国による「インド太平洋」への言及、

および「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」の提唱へと繋がったといえる。 

第一次安倍政権の時代、2007年 8月に訪印した安倍晋三首相は、インド洋と太平洋はと

もに自由の海、繁栄の海として一つのダイナミックな結合をもたらしていること、よって

インド洋と太平洋が交わりを深めることで、従来の地理的境界を突き破り、新たに「拡大

アジア」が明確な形を示しつつあると説き、「拡大アジア（a broader Asia）」を提唱した2。

さらにその 10年後の 2016年、安倍首相はケニアのナイロビで開催された第 4回アフリカ

開発会議（TICAD VI）で基調演説を行った際、「インド洋」と「太平洋」という二つの海、

さらに「アフリカ」と「アジア」という 2つの大陸、それぞれが連結することで生じる「偉

大な躍動」こそが世界の安定と繁栄をもたらすと説いた3。後者の演説によって日本の FOIP

戦略が打ち出されたとされる。この演説だけでは FOIPの意味する内容は不明瞭であるが、

安倍政権の中国への警戒感の強さ、当時の日中関係の状況を勘案すると、この戦略構想は

対中牽制のためのインドなどとの連携強化という要素を含んでいると解釈された。さらに、

日本の外交青書などで示された様々な表現を勘案すれば、日本の FOIP の重要な要素は、

民主主義や法の支配といった「普遍的価値」に基づいた発展の重要性の強調、主要な協力

項目としてのインフラ開発、そして自由で開かれた海洋秩序の実現であろう4。これらの要

素は、それぞれが中国を牽制する要素を含み得る。 

他方アメリカのトランプ政権は、対中政策について当初は不透明さも見られたものの

徐々にその警戒感と中国牽制の意図を明らかにし、その観点からインド太平洋、ないしア

メリカの観点からの FOIPを打ち出している。2017年末に発表された国家安全保障戦略で

は中国への警戒感を明確に示した上でそうした中国を牽制する場としてのインド太平洋の

重要性を指摘した5。 



第６章 「インド太平洋」の多様性：ASEANからの視点 

 －83－

さらに 2018 年 6 月 2 日にはマティス国防長官は、シャングリラ・ダイアローグ演説に

おいて、「共通の価値（common values）へのコミットメント」の重要性を強調した6。彼は

インド太平洋の基礎となる原則としてすべての国の主権や独立の尊重、公海や公空への通

航の自由、強制のない、紛争の平和的解決、自由で公正、互恵的な貿易や投資、国際的ルー

ルや規範の遵守を掲げ、同盟国やその他の国とのパートナーシップの強化の重要性を、自

国のインド太平洋戦略の中心的要素として位置付けた。また、中国については「協力でき

るところは協力できる」としながら、その南シナ海での行動を「我々のいう openとは相容

れない」として強く批判した。さらに、アメリカは貿易や技術覇権を巡って中国との対決

姿勢を明確にしている。アメリカ政府は 2018 年中には 3 度にわたり、中国に対して知的

財産権の侵害を理由にした高関税措置を発表し、それに中国が報復する形で両国の緊張は

高まった。 

日本およびアメリカが進めようとしている FOIP について本章ではこれ以上の言及は避

けるが、これだけは指摘しておきたい。一つは、繰り返しになるが、両国にとっての FOIP

は、例えば 2017年 11月に 10年ぶりに開催された QUAD（4カ国防衛連携グループ）に見

られるように、対中牽制のため、アメリカとその同盟国である日米豪、さらに近年アメリ

カや日本との協力関係が強化されているインドとの連携をより一層強固にするという戦略

的連携の要素を明らかに含んでいるということである。その目指すところは、広く言えば

冷戦終結後の国際秩序の基調となってきたリベラル国際秩序の維持のための地域戦略とし

て位置付けられるともいえる。 

そしてもう一つ、それと相矛盾するようではあるが、日米の方向性にはずれも見られる

ということである。安倍演説にも見られるように、日本の FOIP が地理的な外交射程をア

フリカをも入れたより広範な範囲としているのに対し、アメリカのインド太平洋軍司令部

や国務省のホームページで示される「インド太平洋」の範囲は「インド以東」からのみで

ある。日本の FOIPが、安倍政権の掲げる「地球儀を俯瞰する外交」と連動したグローバル

な場での日本の役割模索という側面があるのに対し、アメリカはより戦略的観点からの中

国牽制色を前に出した「インド太平洋」を打ち出しているように見える。さらに 2017年春

以降、日中関係が改善基調にあり、日本はそうした中で中国への配慮をする必要にも迫ら

れていることも、日米間での FOIP のトーンの微妙な相違につながっているようにも見受

けられる7。 
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２．ASEAN 諸国にとっての「インド太平洋」 

（１）インドネシアのリーダーシップ 

インド太平洋概念、および日米からの FOIPが提示される中で、ASEAN諸国もそれへの

対応を迫られることになった。特にインドネシアは、前ユドヨノ政権期から、東南アジア

サイドからの独自のインド太平洋構想である、インド太平洋平和友好協力条約構想を打ち

出していた。この構想は、2013年 5月、同政権のマルティ・ナタレガワ外相がワシントン

DCで言及したのち、ユドヨノ大統領自身も言及するようになった8。これは、すでに主要

な域外国が東南アジア友好協力条約（TAC）に加盟している状況を踏まえ、この域外国と

ASEAN諸国との TACを通じた連携を骨格として、そのような連携をさらにインド太平洋

スケールで広げていくという構想である9。 

この構想のポイントは二つある。一つは、明らかに ASEAN が中心となる構造のインド

太平洋の提示であることである。ここには、大国主導でインド太平洋概念に基づく戦略が

展開されていくことで、ASEAN の影響力や存在感が相対化されていくことへの不安が見

え隠れする。そしてもう一つは、中国に対して、牽制ではなく、包含的（inclusive）なアプ

ローチを取っていることである。中国は 2003年にインドとともにいち早く TACに署名し

た域外国の一つである。そして、中国を排除しそれへの対決姿勢を強く打ち出すような「イ

ンド太平洋」概念は、これまで米中含め様々な大国との関係を多方向的に進め、それらの

間のバランスをとることで一国のみが突出した影響力を行使することを避け、大国同士の

牽制をもって自らの利益と一定の影響力を確保してきた ASEAN および ASEAN 諸国の伝

統的な外交戦略にそぐわない。よって、そうした反中国、ないし中国牽制色を帯びたイン

ド太平洋ではない独自の構想が打ち出されたのである。 

こうしたインドネシアのインド太平洋構想、およびその背後にある方向性は、さらに米

中対立が厳しくなり、日米からそれぞれ FOIP が提示されるようになった現在の状況下に

おいても基本的に引き継がれている。そして 2018年は、年頭からインドネシアの ASEAN

諸国間のインド太平洋構想に関するディスカッションやとりまとめで大きな役割が目立っ

た。 

すでに 2018年初頭から、レトノ・マルスディ外相は、年頭の政策演説においてインド太

平洋概念のあり方の基本線について言及していた10。その後、ASEAN 諸国間でのディス

カッションが行われた後11、2018年 5月、レトノ外相は、ジャカルタの戦略国際問題研究

所（The Centre for Strategic and International Studies: CSIS）のグローバル・ダイアローグに

おいて、ASEANサイドからのインド太平洋協力に関する構想の概要を示した12。レトノ外

相は、インド太平洋における競争・対立の高まりに対する懸念を示し、その上で、ASEAN
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の一体性、中心性を保持した上でのインド太平洋協力の必要性について言及した。また、

このインド太平洋協力は、「開かれた、透明性の高い、包含的、対話の習慣の促進、協力と

友好関係の推進、国際法の順守」の原則のもとで進められるべきであるということも述べ

た。さらに、前述の IORAをインド太平洋における既存の枠組みとして重視し、その役割

を強調している点も注目される。 

インドネシアによる国際的ないし国内的な様々な場面におけるインド太平洋協力の提

示と言及は、だいたいこの議論のラインに沿って行われている。例えば 2018 年 8 月のシ

ンガポールにおける東アジアサミット（East Asia Summit: EAS）外相会議において、レトノ

外相はインド洋と太平洋の軸としての ASEAN の重要性に言及し、その中心的役割につい

て強調した上で、EASを「主要なプラットフォームとして活用」することで、「インド太平

洋を開かれた、透明性の高い、包含的で、敬意を払い得る、協力的な地域」とするべきで

あると明言した13。 

2018年 11月の EAS首脳会議においては、ジョコ大統領からインド太平洋地域アーキテ

クチャ（Indo-Pacific regional architecture）の提唱がなされた。彼の演説は、自らが打ち出す

インド太平洋概念を「対立ではなく協力」の可能性を追求するものであるとし、ASEANの

中心性を維持した上でのインド太平洋、また IORAの役割に言及するなど、それまでのレ

トノ外相の提示した基本線を踏襲している。他方、2014 年の EAS でジョコ自身が提唱し

た「世界海洋安全保障軸 Global Maritime Axis」では具体的な協力分野としての海洋安全保

障協力の重要性に言及するなど、太平洋・インド洋における平和と海洋安全保障への関心

を特に強調している14。 

インドネシアのインド太平洋における海洋安全保障協力への関心の高さは、こうした上

記の全体的なインド太平洋構想への言及と並行しつつ示されていた。例えば、インドのモ

ディ首相が 2018 年 5 月にインドネシアを訪問した際、両国でインド太平洋海洋協力につ

いての共同声明を発出した。この共同声明は、両国が貿易・投資拡大協力を筆頭に、海洋

資源開発、リスクマネージメント協力、観光文化交流、海洋の安全および安全保障（既存

の ASEAN 主導の安全保障アーキテクチャの強化、開かれた、包含的かつ透明性が確保さ

れた協力）、学術および科学技術協力を行っていくとしている15。 

レトノ外相は、年頭の政策演説において、ジョコ大統領のインド太平洋地域アーキテク

チャ構想や海洋安全保障協力の重要性について触れ、インド洋と太平洋が今や一つの地政

戦略的な場（a single geo-strategic theatre）となっていること、そして ASEANがこの地域の

戦略的発展と変化に積極的に対応すべきこと、またこの地域の進歩を促すドライバーであ

るべきことを強調している。すなわち、レトノ外相は、インドネシア代表として、ASEAN
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こそがインド太平洋の軸（Axis）になるべきであるという考えを持っている点を強く打ち

出している。と同時に、インドネシアが他の ASEAN 諸国とともにこうしたプロセスにお

いて主導力を発揮するべきであるという意気込みをも示唆しているように見受けられる16。 

 

（２）ASEAN としてのインド太平洋構想への言及 

インドネシアの強力なイニシアティブが目立つ中、ASEAN 諸国間でのインド太平洋の

あり方についての意見交換は 2018年を通じてなされた。そして、ASEAN諸国はインドネ

シアが提示している、インド太平洋協力を支える原則には基本的には賛意を示している。

それを示すのが、ASEAN関連諸会議におけるインド太平洋への言及である。2018年 11月

の ASEAN 首脳会議の議長声明のパラグラフ 43 において、「我々は ASEAN の中心性、開

放性、透明性、包含性、ルールベースのアプローチといった鍵となる原則に則りインド太

平洋地域における ASEAN の集団的な協力を発展させていくことのイニシアティブについ

て意見交換した。」とある17。ただ、こうしたイニシアティブについて明確に「合意（agree）」

したとは書かれていないことから、まだ ASEAN としての協議は継続中であるとも捉えら

れる18。 

その前のパラグラフ 42では、域外国からの新たな地域イニシアティブとして、インド太

平洋概念ないし戦略、一帯一路（BRI）、質の高いインフラ拡大パートナーシップ（Expanded 

Partnership for Quality Infrastructure）などを列挙し、それらのシナジー効果を期待するとし

ながら、そこでも ASEANの中心性が重要性であると強調されている19。特に ASEAN諸国

間では、域外国のイニシアティブの拡大による ASEANの求心力の低下を警戒する、といっ

たことについてのコンセンサスは存在しているようである。また、日米がインド太平洋の

旗印のもと、この地域のインフラ整備支援を強化することについての期待は一部で共有さ

れていると考えられるが、この点については後ほど詳述する。 

2019 年 1 月に開催された ASEAN 外相リトリートで採択された議長声明では、ASEAN

の「インド太平洋アウトルック（the Indo-Pacific Outlook）」への共同アプローチ（collective 

approach）の進捗について言及されている20。議長声明でも示されているように、「インド

太平洋アウトルック」は、（インド太平洋に対する ASEAN としての見解を示すという点

で）ASEANの中心性を強化するものである。さらに、この議長声明では、開放性、透明性、

包含性、ルールベースアプローチ、相互信頼、相互尊重および相互利益という原則がこの

アウトルックの基礎となっているとしている。ここからは、インドネシアの提案の基本線

を踏襲しながらも、ASEAN諸国間の協議を経て、さらに ASEANとしてのあるべきインド

太平洋についての基本原則の内容が拡大しているという印象を受ける。 
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いずれにせよ、ASEAN諸国は、インドネシアがアメリカや日本から提示されたインド太

平洋構想に当初から抱いていた二つの懸念を共有していると考えられる。すなわち、大国

主導でインド太平洋概念に基づく戦略が展開されていくことで、ASEAN の影響力や存在

感が相対化されていくことへの不安、そしてもう一つは対中国牽制の色彩が強い構想を

ASEANが支持することと、ASEANおよび ASEAN諸国の伝統的な外交戦略との矛盾であ

る。前述したように、ASEANおよび ASEAN諸国は米中含め様々な大国との関係を多方向

的に進め、それらの間のバランスをとることで一国のみが突出した影響力を行使すること

を避け、大国同士の牽制をもって自らの利益と一定の影響力を確保するという戦略をとっ

てきた。この戦略は、ASEANの一体性の確保が前提となるが、米中対立によって一体性が

引き裂かれるかもしれないという懸念も生じている中で、外部から提示されたインド太平

洋ではなく、中国も含めた包含的なメンバーによる協力を強調する新たなインド太平洋の

あり方を提示する、ということについてのコンセンサスは存在しているといえよう。 

対中牽制色への警戒を明確に示した例としてあげておきたいのは、昨年の ASEAN の議

長国シンガポールの外相であるバラクリシュナン外相のシンガポールのシンクタンク国際

戦略問題研究所（International Institute of Strategic Studies：IISS）でのレクチャーである。彼

は、FOIPは明らかに対中牽制であるという見解を述べ、かつ米、日、印、豪が主導する「イ

ンド太平洋」構想や QUADには入らず、距離を置くというスタンスを明確に示した。また

彼は、これらの国々のいう「インド太平洋」はローカルな企業の成長をも含む東南アジア

の経済発展を促すという戦略にはそぐわないという見解も示した21。この章でも触れたよ

うに、日本とアメリカのインド太平洋戦略には微妙に異なる点があるし、またこの章では

論じないがインド、オーストラリアのいうインド太平洋もそれぞれ国内における多様な利

害関係を反映し、必ずしも明確でない。しかし、この 4カ国が 2017年 11月に 10年ぶりに

高級事務レベルでの QUAD協議を復活させ、そこでインド太平洋について意見交換を行っ

たということの ASEAN 諸国へのインパクトは大きく、インド太平洋が対中牽制の色合い

を多分に持つことを強く印象付ける結果になったことは否めない。そして、そうした色の

ついたインド太平洋を ASEAN 諸国が望んでいないことを改めてこのバラクリシュナンの

議論から窺うことができる。 

 

（３）ASEAN 諸国のインド太平洋への多様なスタンス 

前小節で述べたように、ASEAN 諸国は徐々に彼ら自身のインド太平洋構想ないし協力

についてのすり合わせを進め、それは一定程度進んでいる。ただ、完全に ASEAN 諸国間

で同一のインド太平洋イメージが共有されていると結論付けるのは尚早である。各国は、
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それぞれのスタンスから、インド太平洋に対して多様な対応を見せている点にも留意すべ

きであろう。 

最も興味深いのは、タイをはじめとするインドシナないしメコン諸国が、この領域にお

けるインフラ整備をはじめとする開発協力のための資金を引き出せるという観点から、日

本の FOIP への支持を表明していることである。2018 年 10 月に東京で開催された日メコ

ン首脳会議で採択された「東京戦略 2018」には、「首脳は、平和、安定及び繁栄を確保する

ために、法の支配に基づく自由で開かれた秩序を強化する各国の継続した努力の重要性を

強調するとともに、インド洋と太平洋を結ぶメコン地域が自由で開かれたインド太平洋の

実現により大きな利益を得ることのできる地理的優位性を有していることを確認した」と

いう一文が盛り込まれ、FOIPへの一定の評価が示された22。そしてこの枠組みで推進する

とされている、生きた連結性、人を中心とした社会、グリーン・メコンの実現の三本柱か

らなる日メコン協力プロジェクトは、FOIP を補完するものと位置付けられたのである23。

この東京宣言では、「インド太平洋における法の支配に基づく自由で開かれた秩序を強化

する各国の継続した努力の重要性」が強調された旨が記されていることも注目される。 

このようなメコン諸国の FOIP への支持の姿勢の背景はいくつか考えられる。これは、

まずメコン諸国のリーダーであるタイの「自主外交」志向の影響である。タイは、エーヤ

ワディー・チャオプラヤー・メコン経済協力戦略（ACMECS）という国際的な枠組みや、

近隣諸国経済開発協力機構（Neighboring Countries Economic Development Cooperation 

Agency: NEDA）といった国内機関を活用し、近隣諸国に対する支援に積極的に乗り出すこ

とで自らの地域大国としての影響力と地位を高めようとしている。こうしたタイにとって

問題なのは中国の投資や援助、すなわちチャイナ・マネーへの過度の依存によるメコン地

域開発である。スリランカのハンバントタ港の例などの情報が広まる中で、中国への過度

の依存がもたらす負の影響についての懸念が東南アジアにおいても高まっている。そして

実際に、例えばワシントンにあるシンクタンクであるグローバル開発センターの報告書に

あるように、中国への依存によりハイリスクな状況にある国としてラオスとカンボジアが

挙げられている24。 

タイのプラユット首相は、この日メコン首脳会議に先立つ 2018年 6月の第８回ACMECS

首脳会議において、メコン地域開発のための地域インフラ基金の設立を提唱した。これも

中国への過度の依存の軽減が目的であるとされる。こうした、中国からの一定の自立性を

確保した上でのメコン開発を、タイが主導的役割を果たしつつ実現することはタイにとっ

て重要な外交目標であると考えられる。しかしながら、タイ単独では十分な資金を得るこ

とは難しい。メコン諸国の FOIP への支持の中には、タイの、中国に並ぶリソース元とし



第６章 「インド太平洋」の多様性：ASEANからの視点 

 －89－

ての日本、及び日本が掲げる FOIP の柱の一つにインフラ整備協力が位置付けられている

ことを積極的に評価し、利用しようとする姿勢が窺える。また、タイ以外のメコン諸国に

とっても、自国および地域のインフラ整備をはじめとする経済開発のためのリソース元は

複数存在した方が都合が良いことは明らかである。先ほど触れたカンボジアやラオス自身

が自らが置かれた状況にどこまで危機感を持っているかはともかく、こうした CLMV諸国

が第一に掲げる外交目標は自らの主権と自立性の確保である。その観点から、中国との一

定のバランスをとるための道具として FOIP を活用するという姿勢は、メコン地域各国で

共有していると考えられる。 

 

おわりに 

ASEAN諸国のインド太平洋構想は、ASEANの中心性に基づき、開放性、透明性、包含

性などが基本原理となるという形で概要が固まってきたという印象を受ける。また日本の

FOIP が徐々に中国牽制の要素を少なくとも表面上はトーンダウンしていく方向性を見せ

ているのは、日中関係の改善のみならず、ASEAN側からの強い懸念と反発を受けてのこと

であったと考えられる。その意味で、ASEANの動きは、インド太平洋という概念やその下

での構想のあり方そのものに大きく影響したと言えるだろう。 

それとともに重要なのは、日米などからのインド太平洋構想の提示は、ASEAN諸国が、

不透明な秩序再編が起こるなかで、自らの役割を見直し、いかに自分たちの影響力を確保

していくか、ということについての検討を促す契機となったことである。 

ASEAN 各国の政府関係者や知識人、経済人らからのアンケート結果を集計し、2019 年

初頭に発表された The State of Southeast Asiaにおいて、アメリカが提示するインド太平洋

構想をどう見るかという質問に対する回答が興味深い25。回答の選択肢の中で彼らのうち

の 61.3％が選んだのが「この構想は不明瞭であり詳細を求む」である。次に多いのが「こ

の構想は中国を封じ込めるためのものである」という回答で 25.4％。その次が「この構想

は地域秩序における ASEAN のレレバンスや地位を損なう可能性がある」および「この構

想は新たな地域秩序に関する現実的なオプションである」という二つの回答であり、それ

ぞれ 17.3％および 17.2％の人が選んでいる。この調査結果は、今の ASEAN諸国の政治・

経済エリートたちの、外から提示された「インド太平洋」への複雑な視線を反映している

という印象を受ける。つまり、アメリカのこの地域へのコミットメントのあり方が極めて

不明瞭な中、少なくともアメリカの提示するインド太平洋の方向性にはそれほどの信頼を

今の時点ではおけないという躊躇を多くの人が抱えている。また、アメリカのインド太平

洋戦略が中国封じ込めの試みであるという強い印象が一定程度共有されていること、そし
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て ASEAN 諸国にとっては今の時点ではプラスに働くかマイナスに働くかまだ人によって

意見が多様であるということがわかる。 

今後、米中対立のエスカレーションの行く末が懸念され、地域情勢がますます不透明に

なる中、ASEANが掲げる「包含的」なインド太平洋、また日本が ASEANからの働きかけ

もあって目指している中国との連携と両立し得るインド太平洋がどこまで実現可能か、今

後の展開を注視する必要がある。また、インドネシアがインドとの協議や ASEAN の様々

な場において提示しているインド太平洋における海洋安全保障協力が、この地域の安定に

どこまで実質的に寄与するものとなっていくのかについても、今後の重要な検討課題であ

ろう。 
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第７章 東南アジアでの能力構築における日本－米国－

オーストラリアの協力 

 

神保 謙 

 

序論 

海洋安全保障および東南アジア沿岸各国の能力構築は、日本、米国、オーストラリアに

よる地域安全保障に関する取組の柱の一つとなった。東南アジアにおける取組の発端、構

想、範囲は日米豪で大きく異なるものの、3ヶ国は以前にも増して海洋における能力構築に

関して政策の目的を共有するようになっている。能力構築の主だった方法はそれぞれの国

が行う2国間でのアプローチを通じたものである一方、こういった2国間にプラス1を加え

る（日米＋ASEAN、日豪＋ASEAN、米豪＋ASEAN）、あるいは3国間にプラス1を加える（日

米豪＋ASEAN）といった機運が高まりつつある。 

この論文では主に、東南アジアにおける海洋での能力構築に対する日米豪それぞれのア

プローチを精査することで、このテーマに関して見られる傾向を明らかにする。そしてま

た、それぞれの国による 2 国間の取組が少数国間、3 国間協力にもたらし得る相乗効果に

も焦点を当てる。最後に「非対称均衡」に基づく海洋秩序の実現が望ましい政治目標であ

ると論じ、日本、米国、オーストラリアが目差すべき方向性を示唆する。 

 

東南アジアでの日本による能力構築 

東南アジア諸国連合（ASEAN）の発足以来、日本の東南アジアに対する関与は、強力な

経済的関心によって推し進められてきた。日本の大規模な海外直接投資（FDI）が過去数十

年間にわたって累積した結果、ASEAN は日本企業ならびに日本企業がアジア地域に立ち

上げた合弁企業の生産ネットワークの拠点となった。1977年 8月にはすでに、福田赳夫元

首相がマニラで福田ドクトリンとして知られるその後の指針となった講演を行っている1。

日本は軍事力をともなう役割を慎重に拒否しつつも、ASEAN の結束と強靭性を支援する

ことで東南アジアの平和と繁栄に寄与するとした。日本は東南アジアに対する政府開発援

助（ODA）額で第 1位となる一方で、この地域で日本が直接軍事的な役割を果たすことは

長年にわたって避けてきた2。こうした原則は、後の首相たちの思想的な傾向とは無関係に

基本指針として踏襲された3,4。 

しかし近年、主に中国の台頭や海洋ドメインにおける同国の拡大する影響力に突き動か

され、東南アジアにおける日本の海洋安全保障上の優先度に長期的な変化が見られる。こ
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のような理由から、日本の海洋安全保障の改策的焦点はこれまでの海賊対処や商船の為の

海上交通路の安全確保に加え、東南アジア諸国の海洋状況把握（MDA）を強化する同地域

自身の十分な海上能力の向上を支援することに力点が置かれることになった5。 

海洋における能力構築という概念が初めて防衛大綱に登場したのは 2010年 12月のこと

である6。大綱（2010年）は、アジア太平洋地域の安定の維持に向けて「日本は域内協力枠

組みの構築・強化や域内諸国の能力構築支援に取り組む」とした。これを受けて防衛省は

2011 年 4 月に国際政策課内に能力構築支援室を新設した7。比較的少ない予算とともにス

タートした能力構築支援室は、（1）人道支援および災害救助（HA/DR）、（2）地雷除去、（3）

軍事医学、（4）海洋安全保障、（5）国連平和維持活動の 5つの分野に活動の軸を置いてい

る8。防衛省の能力構築支援は当初、人材育成を中心とした、控えめで「ソフト」なアプロー

チとなっていた9。2012 年には自衛隊がカンボジアならびに東ティモールへと派遣され、

道路補修や車両整備の分野において人材育成支援を実施した。また、ベトナム、インドネ

シア、モンゴルでも短期のセミナーを開催した。 

日本の外務省もまた、「ODAの戦略的な活用」（戦略的融資）を通じて、東南アジアにお

ける海洋での能力構築を推し進める姿勢をとるようになった。2006 年 6 月、日本は ODA

を通じて巡視船 3隻をインドネシアに無償供与している。日本はこの際、供与する巡視船

から武器システムを取り除き、巡視船の用途をテロ対策および海賊対処活動に限定するこ

とで武器輸出三原則に抵触しないよう細心の注意を払った10。2009 年には海洋の安全およ

び安全保障への使用を目的として、日本国際協力機構よりフィリピン沿岸警備隊に対して

高性能装備が譲渡された11。この枠組みのもとで日本から譲渡された装備には、衛星通信

システム、VHF/HF 無線システム、マイクロ波通信システム、複数の拠点に置かれる送受

信機器が含まれる。2002年以来、海賊対処活動の訓練を目的として日本の海上保安庁から

フィリピン沿岸警備隊（PCG）に職員が派遣されており、これらの職員は日常的にマニラ

にある PCG 本部で勤務していることから、より広義の目的を持つ能力構築についても相

談を受けている12。2006 年、日本はカンボジアが主要な国際港の警備施設や装備を向上さ

せる際に支援を行った。同様に、東南アジアの ODA受入国における港湾や空港、発電所、

道路、通信システムといったインフラに関する様々なプロジェクトも、安全保障上の能力

構築支援と結び付けられる13。 

「ODAの戦略的な活用」にとって最も重要なベンチマークとなったのは、海上保安庁所

有の船 10隻をフィリピンに供与するとした決定かもしれない14。2012年 2月、玄葉光一郎

外務大臣は明確に海洋安全保障を意識した講演を行い、「このような我が国の安全保障上

も重要な課題の推進に当たって、ODAなどを一層戦略的に活用していく方針です。具体的
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には、シーレーンの安全確保、テロ・海賊対策のための巡視艇の供与を含む沿岸途上国の

海上保安能力向上などがこれにあたります」と語った15。フィリピン沿岸警備隊に対して

ODAを通じて巡視艇 10隻を供与するとした日本の申し出は、東南アジアにおける海洋で

の能力構築の推進に取り組むという日本の決意を最も顕著に表したものだと考えられてき

た。 

2012年の総選挙が自由民主党（LDP）の圧勝に終わると、安倍晋三内閣のもとで能力構

築はさらなる注目を集め、日本の安全保障戦略にも明確に組み込まれるようになった。2012

年 12月に発表された日本にとって初めてとなる国家安全保障戦略（NSS）には、海洋秩序、

宇宙、サイバー空間の分野において「日本は能力構築を一層強化する」と記された16。同文

書はまた、ODAの活用と能力構築支援が安全保障に関わる分野での切れ目のない支援に寄

与するはずであると繰り返した。さらに防衛大綱（2013）は日本による能力構築の取組の

目的を次のように明確にした。 

 

・東南アジア諸国等の域内パートナー国との関係をより一層強化し、共同訓練・演習や能

力構築支援等を積極的に推進する。 

・能力構築支援の推進：自衛隊の能力を活用し、平素から継続的に人材育成や技術支援等

を通じて途上国自身の能力を向上させることにより、主としてアジア太平洋地域におけ

る安定を積極的・能動的に創出し、安全保障環境の改善を図る。 

・海洋安全保障の確保：海洋国家として、平和と繁栄の基礎である「開かれ安定した海洋」

の秩序を強化することは極めて重要であることから、海上交通の安全確保に万全を期す。

また、関係国と協力して海賊に対応するとともに、この分野における沿岸各国自身の能

力向上の支援、我が国周辺以外の海域における様々な機会を利用した共同訓練・演習の

充実等、各種取組を推進する。 

 

安倍内閣が長年にわたって存在してきた武器輸出三原則を大幅に緩和したことから、そ

の概念自体は控えめに定義されてきたものの、日本による東南アジアでの能力構築は今後

さらに推し進められる可能性がある。2014年 4月 1日、日本政府は防衛装備や技術の海外

への移転に関する新たな原則として、「防衛装備技術移転三原則」を策定した17。この新た

な原則は、（1）平和貢献および国際協力の積極的推進、あるいは（2）日本の安全保障に資

する場合において防衛装備の移転を認めるとしている。新三原則の策定を受けて、日本は、

東南アジア諸国への防衛装備および技術の移転に関してこれまでよりも広い選択肢を得る

こととなる。 
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東南アジアでの米国による能力構築 

米国はかねてより、同盟国やパートナー国の能力向上を支援するという姿勢をとってき

た。冷戦時代、西ヨーロッパ、ギリシャ、韓国、そして東南アジアで始まった安全保障援

助プログラムは、米国の対外関与戦略の主要な構成要素であった。国防安全保障協力（前

身は 1961 年設立の国防安全保障援助局）は同盟国やパートナー国に対して財政的および

技術的な支援のほか、軍事品、訓練や役務を提供し、それらの国の軍部との関わりを強化

した。安全保障援助プログラムの最たるものが対外有償軍事援助（FMS）と国際軍事教育

訓練計画（IMET）である。 

東南アジアにおいては、安全保障援助の主たる構成要素は、フィリピン（1951年に米比

相互防衛条約署名）やタイ（1954 年に東南アジア条約機構の一員として、そして 1962 年

にタナット・ラスク共同声明で確認）といった同域内の同盟国の能力を向上させることで

あった。冷戦時代のアジアにおける米国の安全保障上の関与にとって最も重要なベンチ

マークの１つが、1969年にニクソンドクトリンという形で発表された。米国は「軍事的お

よび経済的援助を提供する」一方で、「直接脅威にさらされている同盟国自身が自国の防衛

に責任を持つことを期待する」としたのだ18。 

21世紀に入り、東南アジアに対する米国の能力構築に関するアプローチは 2つの際立っ

たダイナミクスにより焦点を定め直すこととなった。まずは国防省が主導する安全保障援

助に関する改革である。2007年、米国の海上部隊である海軍、海兵隊、沿岸警備隊は初め

て統一の海洋戦略を策定し、その中で能力構築を通じたパートナー諸国との協力的関係の

醸成および維持における、海軍、海兵隊、沿岸警備隊が一体となったアプローチを強調し

た19。４年毎の国防計画見直し（2010）は、米国の安全保障援助の枠組みは共産主義陣営に

対抗する為の長期的な関係の維持を意識して設計されたものであり、意思決定やリソース

の準備に数ヵ月ないしは数年かかると指摘した20。同文書はまた、パートナー諸国の能力

構築には省庁をまたいだ、よりカスタマイズされた政府が一丸となったアプローチが必要

だと訴えた。ロバート・ゲイツ国防長官は、主にテロリズムの蔓延と弱小国家の不安定な

統治が安全保障上の脅威に繋がっている現状を受け、「諸外国の統治および安全保障能力

の向上を、米国の国家安全保障戦略の重要な要素としなければならない」と繰り返した21。 

2 つ目の奮闘は、オバマ政権によるアジア太平洋リバランス政策である。この政策の軍

事的側面は、2012年 1月に公開された国防戦略指針にて解説された。レオン・パネッタ国

防長官は「米国軍はアジア太平洋地域におけるプレゼンス、戦力投射、抑止力をより一層

強化することに焦点を当てて、同時に量的拡大を目指す」と記者会見の場で話し、続く 2012



第７章 東南アジアでの能力構築における日本－米国－オーストラリアの協力 

 －97－

年 6 月のシャングリラ会合においても「海軍は現在太平洋と大西洋でおよそ 5：5 にわけ

ている戦力を、2020 年までに 6：4 となるよう再構成する。つまり、空母のうち 6 隻と、

巡洋船、駆逐艦、沿海域戦闘艦、潜水艦の大部分がこの地域に集まることになる」と繰り

返した22,23。同長官はその後、米国はこの域内の国との間の同盟関係やパートナーシップの

近代化および強化に取り掛かると強調した。日本や韓国、オーストラリア、フィリピン、

タイといった伝統的な同盟国との関係強化に取り組む一方で、米国は、インドやシンガポー

ル、ニュージーランド、インドネシア、ベトナムといった新しい国との安全保障上のパー

トナーシップの構築にも投資している。リバランス政策に関わる一連の発表のなかでも最

も影響力が大きいとされるのは、海兵隊のダーウィン（オーストラリア）へのローテーショ

ン駐留、沿海域戦闘艦のシンガポールへの配置、フィリピンとの軍事関係の強化の 3つで

ある。 

国防省が主となるリバランシング政策で重きが置かれたのは、共通の利益の実現を目的

とした「集団的な能力を保証する」うえでの、地域安全保障の土台として既存の同盟関係

が果たす役割と、アジア太平洋全域で台頭しつつあるパートナー諸国との安全保障上の

パートナーシップのネットワークを拡大させることの重要性である。リバランスに関する

取組の最大のテーマが、域内の同盟国やパートナー諸国間の連携を強化させ、地域の能力

を確固たるものにすることにあるのは明白である。 

 

フィリピンの場合 

フィリピン国内にあった全ての米国軍基地は 1992 年に閉鎖されたものの、米比の安全

保障上の関係は、共同での対テロ作戦や海洋ドメインにおける中国の台頭に対する防御を

通して活性化された24。オバマ政権下での、とりわけ東南アジアを念頭に置いたアジアへ

の回帰政策によって、米比関係は新たに注目を集めることとなった。米国が東南アジアに

おいて対テロ戦争を展開するにあたりフィリピンが重要な拠点となったことから、2000年

代の米国によるフィリピンへの軍事援助は対テロ能力の構築に焦点を当てたものがほとん

どであった。10年近くにわたって、米国とフィリピンの共同演習や作戦はイスラム系テロ

組織の勢力を抑えつけることを目的として主に西ミンダナオ島やスールーで行われてきた

25。 

しかし、米国によるフィリピンへの軍事援助の焦点は南シナ海での海洋における潜在的

な脅威へとシフトし始めた。このような援助はより一層の共同訓練や演習、対外軍事援助

といった形や、フィリピン軍（AFP）を通して活性化されている。共同演習であるバリカ

タン（BALIKATAN）には 2010 年代から海洋要素が加えられ、2012 年のバリカタンでは、
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複数の国が領有権を主張する南沙諸島とフィリピン最大の海底油田から近いパラワン島沖

にて、共同戦闘訓練が実施された26。協力海上即応訓練（CARAT）と水陸両用上陸作戦訓

練（PHIBLEX）は、米国海軍と東南アジアの数ヵ国が海上哨戒や人道支援・災害救助に関

する能力の向上を目的として訓練を行ううえで重要なプラットフォームとなっている。 

米国とフィリピンは 2011年、（1）装備の取得、ならびにフィリピン軍が現在所有する軍

需品の大規模な改装と整備を含む、フィリピン軍能力向上プログラム（CUP）への米国に

よる財政支援、（2）フィリピン軍による監視、通信、阻止能力を底上げする為、南部沿岸

監視隊への 4000 万ドルの追加供与を通じて海洋安全保障におけるフィリピン軍の能力を

向上させることに合意した27。また、FMS の枠組みを通じて、沿岸警備隊のハミルトン級

カッター2 隻がフィリピン海軍へと譲渡された。2013 年 12 月にはジョン・ケリー国務長

官が、3 年間で総額 4000 万ドルをグローバル安全保障緊急基金（GSCF）を通じてフィリ

ピンに対して拠出されるプログラムの実行を発表した。プログラムは海洋安全保障や海上

状況把握の向上のほか、南フィリピンにおける法執行機関の対テロ能力の構築に用いられ

るとされている28。 

2014年 4月下旬、米国とフィリピンは米比防衛協力強化協定（EDCA）に基づく枠組み

合意に調印した29。同協定は「まずは能力ギャップを埋め、長期的には（フィリピン軍の）

近代化を推し進め、一層の海上安全保障、海上状況把握、人道支援・災害救助にかかる能

力の整備と発展を手助けすることで」フィリピン軍を支援すると謳う。 

 

ベトナムの場合 

ジョン・ケリー国務長官は 2013年 12月、東南アジアにおける海洋での能力構築を前進

させることを目的とした新たな地域および 2 国間支援にまずは 3250 万ドルを拠出すると

約束した30。2014年にベトナム沿岸警備隊へ供与された高速巡視船 5隻も含め、米国は捜

索救助や災害対応等の為として早急に最大で 1800 万ドルを拠出するとしている。既存の

プログラムには、マラッカ海峡周辺での海賊への対処、フィリピン、インドネシア、マレー

シアの 3カ国が近接するスールー海南部を舞台とした国境を越えた組織犯罪やテロの脅威

への対処、タイランド湾イニシアチブを通じた情報共有ならびに専門家訓練の拡大といっ

た取組がある。 

 

オーストラリアによる東南アジアでの能力構築 

第 2次世界大戦後、オーストラリアは東南アジアにおける安全保障上の課題に積極的に

関与してきた。1950年のコロンボ・プランの発起人として、また、1954年に発足した東南
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アジア条約機構（SEATO）の加盟国として、オーストラリアはこの地域の防衛を目的とし

た共通の取組にコミットしてきた。東南アジア条約機構の枠組みのもと、オーストラリア

はタイやフィリピン、そして南ベトナムに軍事援助を提供した。また、マラヤに駐屯し、

東南アジアの包括的な防衛の重要な一翼を担う英連邦戦略予備軍に、オーストラリア陸軍、

海軍、空軍から兵力を提供したこともある31。さらにオーストラリアはベトナム戦争に兵

力を拠出した主要国の 1つで、6万人弱のオーストラリア兵士が戦場に派兵された。 

オーストラリアが東南アジアの防衛に関与する為のもう 1つの制度化されたツールとし

て、1971年にオーストラリア、マレーシア、ニュージーランド、シンガポール、英国の 5

カ国間で発足した 5 カ国防衛取極（FPDA）がある。1970 年代初頭に発表されたニクソン

ドクトリンへの対応として、オーストラリアは部分的に ASEAN に関与することで、防衛

に関する利益に対する地域の足並みを揃えようとした32。主に FPDA を通じて、オースト

ラリアはまた、東南アジア諸国と 2国間あるいは複数での定期的な訓練や演習を始めた。

参加国の軍同士の相互運用性を高め、能力の向上を図るベルサマシールド（Bersama Shield）

も FPDA の枠組みのもと実施される演習の１つである。FPDA 以外では、タイ海軍とオー

ストラリア海軍の間の相互運用性を高め、海上での戦闘技術の精度を上げることを目的と

して 2年に 1度実施される共同訓練、オースタイ（AUSTHAI）がある。 

今日、オーストラリア軍は地域の海洋安全保障の為の能力構築に積極的に関わっている33。

オーストラリアは多様な 2国間や多国間での演習や作戦への参加を推進してきたほか、人

材訓練の実施にも力を入れてきた。オーストラリアの海洋における能力構築への関与を語

るうえで欠かせないものの 1つに、太平洋巡視船計画（PPBP）を通じた取組があげられる。

この計画は、200 海里の排他的経済水域（EEZ）を定めた海洋法に関する国際連合条約

（UNCLOS）を受けて、1980年代に始まった34。1987年から 1997年の間、PPBPでは 12の

太平洋島嶼国に対して巡視船 22隻、ならびに関連する訓練と後方支援を提供し、これらの

国々が抱える広大な海域を哨戒する能力の向上に寄与した35。オーストラリア政府は 2014

年 6月、過去に譲渡した巡視船が耐用年数の終わりに近付いているとして、主にこれらの

船を新しいものと取り換えることを目的に、これら 12の島嶼国に対する PPBPを更新する

と発表した36。これらの巡視船の武装は軽微なもので、中型機関銃以上が装備されている

ことは稀だが、海上での監視や哨戒、漁業の取り締まりには適している37。「オーストラリ

アによる PPBPは、太平洋地域、その他の地域での影響力拡大を目指す国家にとって 1 つ

のモデルとなるかもしれない」という声もある38。 

オーストラリアにとって、2 国間防衛関与は海洋における能力構築の重要な構成要素の

1つとなっている。2012年、海洋、対テロ、平和維持、人道支援・災害救助に関する既存
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のプログラムの強化を目的とした防衛協力協定の締結を受けて、同国とインドネシアの

パートナーシップは格上げされた39。マレーシアのバターワース空軍基地にオーストラリ

ア軍が常駐しており、これによってオーストラリア軍が東南アジアにおいて海上監視活動

や人道支援活動を実施できていることを考慮すれば、この 2国の防衛関係にも唯一無二の

意義がある40。また、オーストラリアはフィリピンに対しても海上監視システム、国境管

理、港湾警備の分野で能力向上支援を行っている41。フィリピンの沿岸警備隊は、オースト

ラリアの造船会社・テニックス社が建造した 4隻の捜索救難艇からなるサンフアン級哨戒

艇を調達して、2000 年から 2003 年にかけて就役させている。オーストラリアによるフィ

リピン沿岸警備隊海上災害対応ヘリコプター取得プロジェクトには、海上での事件、自然

災害、大惨事におけるフィリピンの海上災害対応能力を強化および拡大させることを目的

として、フィリピン沿岸警備隊の為に 7機の海上災害対応ヘリコプターを調達することが

含まれている。 

 

日本－米国－オーストラリア 3カ国による発展 

東南アジアにおける海洋能力構築に対する日米豪のアプローチはその発端、動機、方法

で異なるものの、これまで以上に運用概念の共有が見られる。 

オバマ大統領の 2014 年 4 月の来日にあわせ、東南アジアにおける日米の 2 国間協力に

ついて明確に言及した「ファクトシート:日米のグローバル及び地域協力」が日米両国に

よって発表された。このファクトシートには、日米両国が、沿岸警備隊への巡視船艇の供

与および港湾施設の整備を含めて「東南アジア諸国の海洋の安全および海上安全保障に関

する能力構築支援について連携することにコミットした」との記述がある42。また、日本と

米国の両国がASEAN加盟国の海洋の安全に関わる職員に対する教育および訓練の提供を含

む追加的な支援に関し、ASEANと更なる協議を実施していることを明らかにしている43。 

2013年 10月に開かれた日米安全保障協議委員会（SCC：2＋2）の場において、日本と米

国は、東南アジアの沿岸各国がより的確に法を執行し、不正な取引や武器の拡散に立ち向

かい、海洋資源を保護できるよう、海上状況把握のほか、海洋の安全および海上安全保障

の為のその他の能力の構築においてこれらの国を支援することで連携していくと繰り返し

た。共同発表は「日本および米国は、東南アジアおよび世界において安全保障上の能力を

強化する為に共に取り組むことにコミットしている」とし、「アジア太平洋地域における

パートナーシップに基づく能力構築事業において、これまでの取組を基に連携していくこ

とを決定した。これらの取組における協力は、地域のパートナーの安全保障上の能力を高

め、他国による防衛上及び法執行上の能力の構築を支援することにより、地域の安定の確
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保に寄与する」と続けた44。 

日本－オーストラリア首脳会談でもまた、能力構築の重要性が強調された。「21 世紀の

ための特別な戦略的パートナーシップ」と名付けられた日豪両首相の共同声明は、「訓練・

演習の拡充、人的交流の拡張及び人道支援・災害救援、海上安全保障、平和維持、能力構

築及び米国と 3カ国協力を通じて、2国間の安全保障・防衛関係を深化させる」とした45。 

日米豪の 3カ国首脳会談は、「3カ国の首脳は、既に強固な 3カ国の安全保障・防衛面の

協力を深化させるとともに、3 カ国の共同訓練、海上安全保障分野のキャパシティ・ビル

ディング及び海洋一般に関する意識向上、平和維持に関するキャパシティ・ビルディング

についての強化された協力を通じ、国際的な懸念に対処し地域の安定を促進するための 3

カ国の結集された能力を強化する堅い決意を表明した46。」 

 

結論 

東南アジアにおける海洋での能力構築において日米豪が歴史的にたどってきた道は異

なるものの、3カ国によるアプローチにはこれまで以上のシナジーや相補性が見られる。 

3カ国の政策が一致する部分を作り出す、2つの内在する動向がある。まず、中国海警局

および中国人民解放軍海軍との拡大する能力ギャップを鑑み、東南アジア沿岸各国は早急

に海上哨戒および防衛力の強化を図る必要に迫られているということ。中国による素早い

海警局艦艇の出動、海上における法執行能力の強化、資源開発ならびに係争中の海域にお

ける人工島の建設は、ASEAN諸国にとって「相手国に合わせた威圧」を成している47。東

南アジア諸国に対する海上および航空優勢を確固たるものにすべく、中国の海洋力ならび

に航空力の継続的な増強は今後も続くと見られる。 

次に、日米豪が共有する戦略的利益にもとづいた海洋戦略の長期的なシフトは、この 3

カ国が政策調整を行う機会を作り出した。前述の通り、東南アジアにおける日本の海上安

全保障上のプライオリティは、望ましい勢力の均衡の追求にもとづいた、強い戦略に突き

動かされたものである。米国のリバランス政策は東アジア戦略戦域においても活動できる

状況の重要性を強調するとともに、同盟国や友好国に海上安全保障の為の能力構築を呼び

かける。南シナ海における航行の自由の確保に対するオーストラリアの戦略的というより

は標準的なアプローチは、日米のアプローチに比べて依然主流である。しかし、オースト

ラリアが長年にわたって構築してきた東南アジアの沿岸各国との防衛上の結びつきは、多

国間防衛演習や訓練、装備協力の為の欠かせないプラットフォームとなっている。 

日本、米国、オーストラリアが東南アジアにおける海洋での能力構築について協力をよ

り一層強化させるうえで、次のことを提言したい。日米豪は次の分野での協力を増進させ
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るべきである。 

 

海上状況把握 

まずは東南アジアの沿岸各国、そのなかでもフィリピンとベトナムに対して、より高性

能で、なおかつ共有できる海上での情報収集能力を供与すること。現在見られる南シナ海

での海上状況把握の欠乏は戦略のうえでも活動するうえでも問題である。近海を監視でき

る十分な装備を域内諸国が手にしない限り、この「霧」は事故や判断ミス、冒険主義を招

くことになる。 

日本、米国、オーストラリアは下記を実施する必要がある： 

－フィリピンの沿岸監視システムのアップグレード 

－情報を収集・処理・共有する能力の構築 

－沿岸警備隊の能力構築 

－情報・監視・偵察（ISR）能力の強化 

－ISR（情報・監視・偵察）の為の航空力の強化48 

－自動船舶識別システム（AIS）を利用した海上交通情報のリアルタイムでの共有 

－支援設備および通信システムの発展 

 

共通作戦状況図 

日米豪は東南アジアの沿岸各国との協力のもと、海洋ドメインにおいて共通作戦状況図

（COP）を共有できるようになる必要がある。これは 2つの観点から重要である。まず、

南シナ海特有の「グレーゾーン」があり、その為、沿岸各国が共有できる共通作戦スキー

ムやノウハウがあるべきである。次に、同盟国の核心的利益が脅威にさらされた際に確実

に米国が強制外交および軍事的コミットメントを展開することで、「エスカレーション管

理」を行うことの重要性があげられる。 

 

戦略的融資 

日本による政府開発援助（ODA）、米国による対外有償軍事援助、オーストラリアによる

防衛協力プログラム（DCP）は、東南アジアにおける海洋での能力構築を強化させるため

にはより一層足並みを揃えなければならない。空港や港、道路、発電所、電気の供給、通

信、そしてソフトウェア開発といった ASEAN の重要なインフラの側面は、安全保障分野

の大切な、そして往々にして相性の良い構成要素である。財政支援、ならびに投資促進ス

キームに関して日米豪の 3国がうまく連携をとれるようになれば、これは無視できない力
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の倍増に繋がるだろう。 

 

非対称均衡にもとづいた海洋安全秩序 

最後に、日米豪は、南シナ海での望ましい勢力の均衡に関してビジョンを共有しなけれ

ばならない。「法の支配に基づいた安定的な海洋秩序」からスタートすることは最初の１歩

としては素晴らしい。しかし、この安定は勢力の均衡といった側面から支えられるべきも

のである。南シナ海で見られるかもしれない唯一の現実的なモデルは、「非対称拒否」の関

係である。中国が米国に対して接近阻止能力を獲得するなか、フィリピンおよびベトナム

の能力は、この 2国が一丸となって力による現状変更を拒否した（カウンター接近阻止・

領域拒否能力）時にその真骨頂が見られるのかもしれない。これは計画的に公平な分担と

する必要はなく、強引で一方的な行動に対して好ましくない結果をもたらすコスト賦課能

力をある 1つの国が獲得すれば、これは効果的な拒否能力となり得る。「非対称均衡」によ

る海洋の安定というモデルは、東南アジアの安定的な海洋秩序の新たなモデルとなり得る。 
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